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午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成29年度宮崎県一般会計補正

予算（第５号）

○議案第３号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第４号 宮崎県国民健康保険保険給付費

等交付金及び国民健康保険事業

費納付金に関する条例

○議案第13号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第14号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第15号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○請願第22号 子どもの医療費助成制度の拡充

を求める請願

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○その他報告事項

・県立病院事業の平成29年度上半期の業務状況

等

・県立宮崎病院再整備の進捗状況について

・第７次宮崎県医療計画の素案について

・第３期宮崎県医療費適正化計画の素案につい

て

・宮崎県高齢者保健福祉計画（第８次宮崎県高

齢者保健福祉計画・第７期宮崎県介護保険事

業支援計画）の素案について

・第５期宮崎県障がい福祉計画等の素案につい

て

・第２次健康みやざき行動計画21見直し計画の

素案について

・第３期宮崎県がん対策推進計画の素案につい

て

・第２期宮崎県歯科保健推進計画の素案につい

て

・みやざき子ども・子育て応援プランの見直し

について

・平成30年度国保事業費納付金等の算定結果 仮（

係数）について

・国民文化祭及び全国障害者芸術・文化祭開催

準備の進捗状況について

出席委員（７人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 井 本 英 雄

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 日 髙 陽 一

委 員 西 村 賢

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 土 持 正 弘

病 院 局 医 監 兼
菊 池 郁 夫

県立宮崎病院長

病 院 局 次 長 兼
阪 本 典 弘

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 川 原 光 男

県立日南病院長 峯 一 彦

県立日南病院事務局長 奥 泰 裕

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 青出木 和 也

病 院 局
後 藤 和 生

県立病院整備対策監

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 畑 山 栄 介

福祉保健部次長
椎 重 明

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健・医療担当）
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こども政策局長 長 倉 芳 照

福 祉 保 健 課 長 小 田 光 男

指導監査・援護課長 池 田 秀 徳

医 療 薬 務 課 長 田 中 浩 輔

薬 務 対 策 室 長 山 下 明 洋

国民健康保険課長 成 合 孝 俊

長 寿 介 護 課 長 木 原 章 浩

医 療 ・ 介 護
内 野 浩一朗

連 携 推 進 室 長

障がい福祉課長 日 髙 孝 治

衛 生 管 理 課 長 樋 口 祐 次

健 康 増 進 課 長 矢 野 好 輝

感染症対策室長 永 野 秀 子

こども政策課長 髙 畑 道 春

こども家庭課長 松 原 哲 也

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

政策調査課主査 甲 斐 健 一

ただいまから厚生常任委員会を○右松委員長

開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおりでよろ

しいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○右松委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時１分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、その他報告事項に関する説明を求

めます。なお、委員の質疑は、執行部の説明が

全て終了した後にお願いいたします。

おはようございます。病院局○土持病院局長

でございます。よろしくお願いいたします。

病院局のほうから、11月定例県議会にお願い

しております議案はございませんが、その他報

告を２点させていただきます。

お手元の常任委員会資料、表紙をめくってい

ただきまして、目次をごらんいただきたいと思

います。

１件目は、県立病院事業の平成29年度の上半

期の業務状況等であります。今年度、上半期の

各病院における業務及び経理の状況について御

報告をいたします。

２件目は、県立宮崎病院再整備の進捗状況に

ついてであります。県立宮崎病院の再整備に関

しましては、現在実施中の実施設計段階におけ

るコスト管理等を支援するコンストラクション

マネジメント業務の状況と、再整備事業の今後

のスケジュールについて御報告させていただき

ます。

詳細につきましては、次長より説明をさせま

すので、よろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

それでは、資料に基づきま○阪本病院局次長

して、御説明申し上げます。

まず、１ページ目、県立病院事業の平成29年

度上半期の業務状況等でございます。これは、

ことしの４月１日から９月30日までの業務状況

でございます。

まず、１、患者の状況でございます。

29年度上半期、黒い線囲みの部分でございま

す 延べの入院患者数といたしまして 16万8,488。 、

名。一方、延べの外来患者数が18万1,945という

ことで、特に、入院患者数につきましては、昨

年度 28年度の上半期に比べますと1,597名 0.9、 、
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％の減となっております。

内訳といたしましては、宮崎病院の減が大き

うございます。一つは、これは、昨年度の上半

期の数字がよかった、それまでに比べて高かっ

たということで、総体的にこの減の幅が大きく

出ております。一方、延岡、日南につきまして

は、ごらんいただきますとおり、数字は伸びて

おるところでございます。

それから、外来につきましても、宮崎病院が

若干の減少をしております。これは、一番大き

い点は、精神科におきまして、児童・思春期、

これが、宮崎東病院、こちらのほうに移管をい

たしましたので、ちょうどこの2,329 これ偶─

然でございますが、精神科の減が2,329名という

ことで、その分が外来の減となったところでご

ざいます。

戻りますが、この延べ患者数の宮崎病院の減

につきましては、一つ考えられますのが 今─

現在、コンサルタント会社を入れまして、経営

の改善に取り組んでおります。この中で、平均

在院日数の短縮化、高度急性期に特化するとい

、う取り組みを行っておるところでございまして

これにつきましては、かなり成果が上がってお

り、現在、宮崎病院におきまして、平均在院日

数12.4日ということで、かなり短縮しておりま

す。これが、７年前、平成22年ですと、15.2で

ございますので、実に３日近く短縮をしている

ところでございます。

理想としましては、短縮した分ベッドがあき

ますので、ここに新規患者を次々と入れること

ができますれば、延べ患者数もふえ、より収益

もふえていくことになろうかと思います。これ

につきましては、今院長以下、地域の病院との

連携を、一所懸命取り組んでいるところでござ

いまして、もうしばらくすると、この成果が出

てくるのではないかなと考えているところでご

ざいます。

次、２の経理の状況でございます。収益的収

支でございますが 上半期 病院事業の収益が155、 、

億1,200万円余りということ。一方、病院事業の

費用、これが153億3,800万円余り。収支差とい

たしまして、純利益１億7,300万余りの黒字とい

うことで、上の患者数は若干の減ではございま

すが、先ほど申し上げました平均在院日数の短

縮化、それから、患者の単価を上げるという努

、力を３病院ともしているところでございまして

その結果、収益といたしましては、昨年度から

比べますと、かなり伸びておるところでござい

ます。

したがいまして、純利益といたしましても、

昨年より5,000万近い増となっているところでご

ざいます。

おめくりいただきまして、２ページ、３ペー

ジ、それから、４ページに各３病院の内訳を載

せておりますので、これにつきましては、後ほ

どごらんいただけたらと思います。

５ページをごらんください。

３の決算の推移でございます。先ほど、宮崎

病院につきまして、若干入院患者数が落ち込ん

でいるということもございましたが、ここに、

今年度を含めて８年間の決算の推移、上半期と

最終というのを載せております。特に、宮崎病

院につきましては、上半期に、これまでも赤字

であった年がやっぱり半分ほどございます。た

だ、結果といたしまして、最終的には下半期に

盛り返し、黒字というのがほとんどでございま

す。平成26年度のみ、１億7,800万の赤字を計上

している。これは、新富にあります富養園の解

体等で４億近い特別損失が出ておりますので、

それがなければ、例年どおりの黒字であった見
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込みでございました。

ことしも、後ほど申し上げますが、宮崎病院

に頑張ってもらいまして、やはり最終的には黒

。字というのを目指しているところでございます

（４）資本的収支でございます。

これは建物ですとか器械の整備に係る分でご

ざいますが、左側、収入といたしまして、一般

会計からの負担等で８億7,300万余りと。この中

でその他資本的収入というのがございますが、

これは、何かと申しますと、後期研修医の研修

、 、 、資金の貸与事業 １人月15万円の貸与で 延岡

日南に勤務しましたらこの返還を免除するとい

うものでございますが、１名、残念ながら返還

がございました。その関係で180万円の収入と

なっております。

一方、支出につきましては、建設改良費、そ

れから、企業債償還金等がございます。ここで

も同じく投資というのが360万ございます。これ

は、まさに研修医の貸与事業の４名分、15万円

の６月分の４名分の360万の貸付でございます。

おめくりいただきまして、６ページに貸借対

照表を載せております。左側が資産の部でござ

います。土地建物等の固定資産、それから、現

金等の流動資産等、これを合計いたしまして、

左の下でございますが、資産合計459億7,600万

円余となっております。

右の負債・資本の部でございますが、上から

２番目、これは１年を超える償還期間でありま

す企業債。それから、５つほど下がりまして、

流動負債の中の企業債 これは償還年数１年─

未満のものでございますけれども、こういった

企業債等を合計しまして、負債の合計が、表の

、 。中ほどでございますが 390億4,800万円余りと

それから、資本金を合わせました負債・資本の

合計といたしまして 一番右下でございます 459、 、

億7,600万円余りということになっております。

７ページでございます。

借入金の状況でございます。３病院合わせま

して、左下、借り入れ総額といたしまして、こ

れまで469億9,620万円の借り入れを行っており

ます。それに対しまして、真ん中、償還額は、

今年度分を含めまして、累計239億7,800万円余

りは償還済みでございますので、現在の残高と

いたしましては 230億1,700万円余の残高となっ、

ております。

８ページをごらんください。

先ほど若干触れましたが、今年度の決算の見

通し これは、目標でございますけれども、─

一応ここに載せさせていただいております。先

ほど申し上げましたとおり、現在、上半期では

赤字でございますが、宮崎病院を含め、延岡病

院、それから、日南につきましてはまだ若干の

赤字でございますけれども、３病院合計で２

億4,000万余りの黒字を目指しているところでご

ざいます。

なお、宮崎病院につきましては、下から２番

目に、特別損失というのが9,400万ございます。

これは、富養園 先ほど申し上げましたが、─

、 、最後まで残っておりました管理棟 あと浄化槽

こういったものを完全に撤去いたします。そう

しまして、来年度、新富町への貸付を予定して

おるわけでございますが、これを含めての純利

益188万9,000円でございますので、これがなけ

れば、大体9,600万ほどの黒字となっているとこ

ろでございます。

それから、もう一つ、日南病院につきまして

も9,700万円の赤字となっておりますが、昨年度

の決算が１億9,400万、約２億の赤字に対しまし

て、今年度の見込みが１億弱ということで、か

なりここも収支がよくなる見込みとなっており
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ます。

続きまして、９ページ、宮崎病院再整備の進

捗状況でございます。

、 、（ ）まず ＣＭ業務についてでございますが １

から（５）につきましては、これまでも御説明

をしているところでございます。

６番、事業費縮減に関する提案でございます

が （ア）の建物整備の仕様の見直しですとか、、

（イ）の発注区分の工夫ということ。この発注

区分の工夫と申しますのは、こういった手術室

の工事ですとか、医療ガスの工事、これを現在

は、建物本体に取り込んだ形での一括発注を予

定をしておりますが、これを、専門の業者に、

分割、分離をいたしまして、専門の業者に発注

する方法というのを今検討しているところでご

ざいます。

（ウ）のマーケットサウンディングの実施で

ございます。いわゆるマーケットサウンディン

グは、市場から聞き取りを行うということでご

ざいますが、目的といたしまして、施工者から

の技術ですとか知見、こういったことを取り入

れ、これを設計の減につなげると。それから、

また、この施工者から意見聴取を行うことによ

りまして、入札への参加意欲を醸成すると。そ

ういったことにより競争性の向上を図るといっ

たことを目的としております。先週の12月１日

にこれにつきましては公告を行っております。

来年、年明けまして、１月17日、18日の２日間

でヒアリング、サウンディングを予定している

ところでございます。

こういった実施設計の減、それから、最終的

な入札の減を含めまして、６月議会でお約束申

し上げました50億円の縮減に向けて取り組んで

いるところでございます。

次に、２の再整備のスケジュールでございま

す。来年度に発注を予定している工事でござい

ますが、まずは、来年度は準備工事といたしま

して、立体駐車場の工場等を行う予定でござい

ます。後ほど平面図を見ながら詳しく御説明申

し上げますが、一応来年、４月中旬に公告を行

いまして、５月以降に順次着工を予定しており

ます。

おめくりいただきまして 10ページにスケジュ、

ールを載せております。真ん中より左、平成30

年度、網掛けの部分をごらんください。先ほど

申し上げました仮設工事、立体駐車場等、早速

取りかかる予定でございまして、その下、本体

工事につきましては、現在実施設計を行ってお

ります。来年の９月から10月ぐらいまで、大体

１年後ぐらいには、この実施設計完成いたしま

すので、来年の10月下旬から11月にかけて、本

体工事の公告を予定しております。一定期間を

置きまして、何とか来年度中、平成31年３月31

日までに契約を行い、新病院の建設 大体２─

カ年半ほど予定しておりますが、行いまして、

平成33年度の中ほどには完成をいたしまして、

引っ越し等の開院準備を行い、33年末、もしく

は34年の初頭に、新病院の開院を予定している

ところでございます。

その後、現病院の解体ですとか、附属棟の改

修、それから、外構、植栽工事を行いまして、

予定としましては、平成35年度の頭にグランド

オープンを目指しているところでございます。

最後に11ページに来年度の工事の予定を図面

に落としております。一つは、右下の網掛けの

部分、ここにまずは立体駐車場をつくることと

しております。ただし、この立体駐車場整備に

よりまして、ここにあります現在の平面駐車場

のスペースがなくなりますので、それの分を補

うために、右上に緑地、仮設駐車場というのが
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２つございます。現在ここは緑地になっており

ますが、ここを仮設の駐車場といたしまして、

まずこれを最初に整備いたします。ここに整備

後、立体駐車場の整備を行うという予定でござ

います。

それから、道路改築工事といいますのが、こ

の立体駐車場の右横に 縦に市道というのがずっ、

と走っております。ホテルマリックスラグーン

との間の市道でございますが、ここがちょっと

狭い関係で、ここの病院側の敷地に２メーター

幅員の歩道を設置をするという予定としており

ます。あとその関係で、道路の右折レーンの表

。示等も整備を予定しているところでございます

私からの説明は以上でございます。

執行部の説明が終了しました。○右松委員長

質疑のほうをお願いします。

、 、○丸山委員 ことしから ＤＰＣを取り組んで

これが予算書見ると5,000万ぐらいかかってい

て、そのおかげで入院の在院日数も大分短縮で

きたということだったんですが。そのＤＰＣで

どんなことがあったから、入院患者数は減った

けれども収入は確保できましたとか、もう少し

説明をしていただいて。逆に、この提案がなけ

れば赤字だったのかというふうに簡単に思って

もいいのか、それをちょっと教えていただくと

ありがたいかなと思いますけれども。

ことしＤＰＣの改善といい○阪本病院局次長

ますか、病院事業改善ということで、経営コン

。サルタントに委託しておるところでございます

４月以降、本当に毎月各病院を回っておりまし

て、大体診療科ごとのミーティングというのも

行っておるところでございます。

一つ、一番大きい点は、やはり平均在院日数

をまず短縮しようということに取り組んでいる

ところでございます。ＤＰＣ上の診療報酬とい

いますのが、入院期間が大体大きく３区分ござ

います。手術直後の大体３日から４日程度が１

区分、それから、その後の２区分が１週間弱、

その後 第３区分と ここで劇的に単価が下がっ、 。

ていきますので、なるだけ単価の高い入院期間

の１ ２に特化しようという取り組みを現在行っ、

ておるところでございます。その結果、特に宮

崎病院につきましては、先ほど申し上げました

とおり、入院期間の短縮が、かなり大幅に進ん

でいるところでございます。

あとその他といたしまして、例えば、看護業

務の見直しというのも行っております。看護業

、 。務では 記録というのを残さないといけません

どうしても、看護をやって、患者様お一人お一

人分についてどういうことを行って、どういう

反応があったといったことを、カルテ上に残さ

ないといけないんですけれども。この記録の仕

方一つ 非常に細かい話なんですけれども、─

今まで１人のナースが１人の患者のところに

行って看護等を行って、それをいちいち手で一

旦軽く記録をしておいて、一回りしたところで

ナースセンターに戻って、それを電子カルテに

落とし込むという作業をしておりましたが、こ

れを基本的に２人で回る。そして、１人が介護

をしながら、１人が記録をするということを行

うことによりまして、かなりこれが業務の改善

につながっているところもございます。

、 、もう一つ あと報酬費用の減といたしまして

、 、 。特に いろんな投薬ですとか 検査を行います

どうしてもドクターは丁寧に行いたいというこ

とがございますので、一つの疾病について、例

えば、手術後検査を３回行っているということ

がございます。ところが、同じ規模の国内の公

的病院のその疾病に関する検査の平均回数を見

てみると２回だというのが、この業者の持って
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。いる全国のデータからわかったのがございます

そうすると、丁寧に３回しなくても２回で済

。 、むんだよということがわかります そうすると

ドクターとしても、ああそうなのかと。じゃあ

１回減らしても大丈夫なんだということでの費

用の減といったことが行われているところでご

ざいます。

一応業者の試算といたしまして、これらの取

り組みを行った結果で、費用の減として、大体

３億近い見込みが立っているところでございま

す。ですので、この取り組みがなければ、この

３億、さらに支出がふえていたところであると

いう見通しでございます。あとどれぐらい収入

がふえるかというところにつきましては、また

今後見込みを立てようとしておるところでござ

います。

在院日数が減ったということは、○丸山委員

あと私立の開業医の先生たちとの地域連携がな

いとできないと思う。その辺はどうなっている

のか教えていただくとありがたいと思います。

今次長が説明しました○菊池県立宮崎病院長

が、在院日数が短くなりますと、自動的に部屋

があくわけですね。

まず、在院日数を減らすためには、入院した

患者さんをどこかで見てもらわなくちゃいけな

い。在宅ではなかなか難しいから、そのために

一つ市内のいろんな医療機関の先生とコミュニ

ケーションをとっているというところで、そこ

が一つ。それから、患者さんを外に出した場合

そこがあくわけですので、そこに新たな患者さ

んを入れて治療をするということをやっていか

なくちゃいけないということで、今、そちらの

ほうをやっているわけなんですが。まだこうい

う患者さんを宮崎病院にお願いしますというの

は、今まで強くアピールしてなかったものです

から、医療連携を強めるために医療連携の勉強

会とか、こういう広報を出したりとか、新たに

こういう先生が来ましたよとか、そういう情報

を流して、新たな患者さんを宮崎病院に紹介し

てくださいというような活動をしているところ

です。これは、もうちょっと時間がかかるのか

なと。宮崎病院には、わざわざ紹介しなくても

いいんじゃないかとか、ひょっとしたらそうい

うのが、皆さんの、開業の先生方の意識にあっ

たかもしれないので、今やっているところなん

ですが。

ぜひ地域の医療連携をしっかり○丸山委員

やっていただくとありがたいかなと思っており

ます。

それと、８ページに、29年度の決算見通しと

いうのがついていて、４月に常任委員会で説明

をもらったときの予算の収支からすると、かな

り延岡病院がよくなっている。8,000万ぐらいで

黒字の予定だったのが ３億 物すごくよくなっ、 。

ているもんですから、これ何があったのか教え

ていただくとありがたいかなと思っています。

具体的な数字は局長か○栁邊県立延岡病院長

らまたあるかもしれませんけれども、総括的な

話をしますと、まずは、救急科に３名ふえたん

です。救急から内科に２人ふえまして、それか

ら、循環器内科に１人という医師増がありまし

て、それに伴う患者数が非常にふえています。

それから、救急科にいた先生に、定年後になり

ますけれども、麻酔科の仕事をしてもらったん

ですね、それによって手術がスムーズに回せる

ようになった。それは患者さんがふえたという

お話になりますけれども。それ以外に、先ほど

、からコンサルタントの話が出ていますけれども

そういう中で費用節減を図るということ。もう

一つは、いろんな指導料あるいは加算等があり
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ますけれども、それを、延岡病院の職員は真面

目過ぎるのか ちょっと控え目にというんでしょ、

うか、救急加算などもそうですけれども、取り

、 、過ぎると査定にあって 査定減になりますので

ちょっと控え目になると。そういうところは、

積極的に取れるものをちゃんと取ろうと、請求

しましょうと、そういうのがありまして、１人

当たりの単価が上がっていると思います。単価

増と、それから、患者数、あるいは手術数の増

加によって収益増になっていると思います。数

字については、済みません。

具体的な数字○青出木県立延岡病院事務局長

の分でございますけれども、例えば、昨年の７

月に呼吸器外科が新たに開設されたんですけれ

ども、昨年７月からということで、昨年は上半

期のうち３カ月分、なおかつ７月立ち上げでし

たので、徐々に患者さんがふえてきたわけなん

です それが ことしは４月から丸６カ月になっ。 、

たと。その関係で、昨年、上半期は269名の患者

さんだったのが、ことし、上半期は1,161名の患

者さんと、大きく892人の伸びがございます。ま

た、例えば、外科では4,364人が5,646人とか、

各科でいろいろ数字が伸びております。また、

診療単価のほうでも、高額な投薬ですとか注射

等がふえたことで、１人当たりの診療単価が

約2,800円上がっていると。このようなことで、

患者数の増、それから、診療単価の増というよ

うなことがございまして、ことし大きく数字が

伸びているところでございます。

恐らく県立病院は、市郡の病院と○丸山委員

、のすみ分けとか非常にしっかりしていただいて

そういう形になっていると思いますので、今後

もしっかりと経営も含めて、医療の連携を含め

てやっていただくことをお願いしたいと思って

おります。

、○井本委員 平均在院日数の件なんだけれども

宮崎病院が13.1から12.4、延岡が14.1から13.4

と短くなっているけれど、日南の場合は全く同

じというのは 日南は そういうことは余りやっ、 、

ていないということなのか、それとも、やって

いてもこれぐらいのものなのか。

在院日数に関しては、先○峯県立日南病院長

ほどもいろいろ出てきましたけれども、ＤＰＣ

の関係で、最初のほうに高い点数をもらえると

いうのがこの制度なんです。それでやっていま

すけれども、日南の場合は、なかなかそれをそ

のままやってしまうと、空床になるというのが

正直なところあります。要するに、回転を速く

すれば、病棟があいてしまうので、次がどんど

ん入ってくれば一番理想的に病床の稼働率が上

がるんですけれども、正直なところそれをやる

と、なかなか次が入ってこないというところが

ございます。それで、それをそのまますると、

患者数も極端に減りますので、支出がふえない

範囲で、病棟のほうでベッドコントロールとい

うのをやっております。

、 、 、 、ですから それでも 二 三年前からすると

在院日数は随分減ってきていると思います。本

年度、直近なんかでは、大体在院日数の月の値

は13．何ぼぐらいなんで、若干ずつ減ってはき

ていると、改善しているとは思います。

それと、もう一点、日南病○阪本病院局次長

院は、他の２病院と違いまして、地域包括ケア

。 、病棟というのを40床持っております ですので

回復期をそこで賄うというところがございまし

て それを含めてのこの数字ですので そういっ、 、

た意味では非常に頑張っていただいているので

はないかなと思います。

回転を速くするということになれ○井本委員

ば雑になるんじゃないかという心配もあるんだ
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けれども、その辺はもちろん気をつけてやって

いるんでしょうね。

雑になるとか、そうい○菊池県立宮崎病院長

。 、うことはありません 例えば肺炎で入ってきて

あるＤＰＣを提供してやるわけなんですが、使

う薬が少なければ少ないほど、病院に取り分は

多くなる仕組みなんですけれども、でも、そう

いうことをすると、別に診療密度という別のマ

。 、ーカーがあるんです 余りにも手抜きだったら

診療密度のほうが下がるので、ＤＰＣとしては

また下がる指数になっています。だから、どこ

かで歯どめがかかっていると。それと、肺炎で

来た場合は、皆さんクリティカルパス こう─

いう患者さんの場合はこういう治療をしましょ

うというような基準になるやり方に従ってやっ

ていますので、まず外れることはないと思いま

す。

９ページの再整備についてなんで○丸山委員

すけれども、先ほど、手術室とかを分離発注さ

れると。これちょっとよくわからないといいま

すか、具体的にもう少し理由を説明していただ

くとありがたいのかなと思っています。

ただいま御指摘のあ○後藤病院局整備対策監

りました分ですが、手術室と内装につきまして

は、一般的に内装工事といいますと建築工事で

行うものなんですが、手術室ということで特殊

なものでございます。つくっているメーカーに

つきましても、医療メーカーとなっております

ことから、医療メーカーに医療器具とセットで

出すことによって、ボリュームメリットもある

ということで、その分、仕入れ値が下がるとい

うことです。そういったことで、コスト縮減を

図れるんじゃないかというところで今検討をし

ているところです。

医療メーカーが基本的には受注さ○丸山委員

れる可能性が高いということで、一体化すると

下請とかになってしまって、コストが下がらな

いと見ているということでよろしいんでしょう

か。

例えば、建築工事で○後藤病院局整備対策監

出しますと 下請工事というのは最初からわかっ、

ているんですが、一定の見積書をいただきまし

て、ある程度の金額で県としては発注をやりま

す。ただ、請負業者は一括して受けますので、

。それをメーカーとの調整の中でやっていきます

そのときに、メーカー側がどのぐらい下げるか

というところになるんですが、直接にメーカー

に出しますと、最初からメーカーの出し値とい

うことで発注ができますので、その分コストが

下がるのではないかと考えております。

次のマーケットサウンディングの○丸山委員

ことなんですが、東京の豊洲でも入札ができな

い状況が続いているということで、発注してみ

て、参加者の意欲を醸成して競争が図られると

いう話なんですけれども。今回、防災拠点庁舎

も発注があって あれがどのぐらいの入札があっ、

たのか、その辺も情報が入ってないんですが、

やっぱり人手不足でなかなか応札者も少なくな

る方向になるんじゃないかと思っているんです

が、どのように入札者の意欲を喚起するような

方向でやっていくのか、もう少し具体的に教え

ていただくとありがたいかなと思っています。

、○後藤病院局整備対策監 入札につきましては

参加条件というのがございます。一つの参加条

件につきましても、県のほうで一方的に実績を

求めるのではなくて、マーケットサウンディン

グのほうで、参加しやすい条件を考えていきた

いと考えております。

また、内容につきましても、例えば、仮設工

事でありましたら、どういった仮設工事が今回
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の場合適切であるかということを、そういうノ

ウハウを教えていただきまして、設計に生かし

て、厳しい条件の中でいかに効率的な工事がで

きるかにつきましても、情報収集をしたいと考

えております。

参加条件の緩和といいますか、余○丸山委員

り厳しくし過ぎると、県内業者の方が、ＪＶを

組むにしても、なかなか組みづらいとか、いろ

んなことも聞いているものですから。特に病院

では特殊な工事だとよく言われていて、特殊な

工事だと、実績がないからばたっともう入れな

いとかよく聞くものですから、その辺をできる

だけ県内の企業が、ＪＶなり組んで参加できる

ようなことをやっていこうということでよろし

いんですか。

おっしゃるとおり、○後藤病院局整備対策監

いかに参加ができるか、そこら辺を、お互いの

意見を出しながら詰めていきたいと思っており

ます。

これは、来月の１月17、18日に予○丸山委員

定されてますが、県内企業含めていろんな方々

に声をかけて来ていただくということで意見交

換するというイメージでいいんでしょうか、

ちょっとその辺を詳しく教えてください。

先ほど言いましたよ○後藤病院局整備対策監

うに、12月１日に、病院局のホームページに出

して全国に周知しております。実際行うのは、

１月17、18日に予定をしておりますが、県のほ

うに来ていただきまして、各業者ごとに県病院

局対、例えば建設会社で、１対１の話し合いを

やっていきます。２日間ですので、１時間とし

て十数社程度は可能かなと考えております。

ちなみに、１日に公告されて、反○丸山委員

応というのはどれぐらいあるのかというのも教

えていただくとありがたい。

昨日までの段階で４○後藤病院局整備対策監

者程度問い合わせが来ております。建築関係が

３者、設備関係が１者です。

ちなみに、それは県外がほとんど○丸山委員

なのか、県内がほとんどなのか、どっちという

ふうに認識すればよろしいでしょうか。

今来ているのは県外○後藤病院局整備対策監

になっております。

できるだけ、県内の企業さんが、○丸山委員

本当に参加できるようなことを。もし少なけれ

ば待つんじゃなくて、もうちょっと来てくださ

いというふうな形をやっていただくことはある

んでしょうか。

マーケットサウン○後藤病院局整備対策監

ディングの参加条件につきまして、一応県の登

録業者というのが一つあります。そのほかに、

実績というところも 宮崎病院500床程度、面─

積も４万8,000㎡程度あるんですが、今回、参加

条件としましては、100床ということで大分引き

下げまして、参加しやすいような形には考えて

いるところです。

多くの県内企業ができる限り参加○丸山委員

していただいて、できれば、ＪＶとか組んで。

県内企業で、お金が県内で回るような形にして

いただいたほうが。やっぱり県外においしいと

ころがとられていくというのはちょっと悔しい

、 、面もあるもんですから 県内の経済を考えると

県内企業ができるだけ受注ができるような配慮

もしていただくとありがたいかなと思っており

ます。よろしくお願いします。

ほかにどうでしょうか。○右松委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

その他、何かありますでしょう○右松委員長

か。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「
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それでは、以上をもって、病院○右松委員長

局を終了します。執行部の皆様、お疲れさまで

した。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前10時38分休憩

午前10時44分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、当委員会に付託されました議案等

について、概要説明を求めます。

おはようございます。福○畑山福祉保健部長

祉保健部でございます。

まず、お礼を申し上げます。11月８日に開催

しました宮崎県社会福祉大会、また、その翌日

の９日に開催しましたみやざき愛の献血運動推

進県民大会には、横田副議長、右松委員長を初

め、委員の皆様に御臨席をいただき、まことに

。 、ありがとうございました おかげをもちまして

いずれの大会とも盛況のうちに終了することが

できました。この場をおかりしてお礼を申し上

げます。

それでは、当委員会に御審議をお願いしてお

ります議案等につきまして、概要を御説明を申

し上げます。

まず、議案についてであります。お手元の平

成29年11月定例県議会提出議案（議案第１号か

ら第29号）と書いている冊子の表紙をおめくり

いただきまして、目次をごらんください。

福祉保健部関係の議案は 議案第１号 平成29、 「

年度宮崎県一般会計補正予算（第５号 、２つ）」

下の議案第３号「宮崎県における事務処理の特

例に関する条例の一部を改正する条例 、その次」

の議案第４号「宮崎県国民健康保険保険給付費

等交付金及び国民健康保険事業費納付金に関す

る条例 、それから、飛んで、中ほどあります議」

案の第13号、14号、15号の「公の施設の指定管

理者の指定について」の６件でございます。

このうち、当部の補正予算の概要につきまし

て、簡単に御説明をさせていただきます。

別冊になりますが、お手元の平成29年度11月

補正歳出予算説明資料、こちらに福祉保健部の

インデックスがございまして、７ページをお開

きください。

この７ページの補正額の欄の上から２番目の

ところでございますが 一般会計で2,197万1,000、

円の増額補正をお願いしております。

、当部の今回の補正事業は１件でございまして

、 、内容としましては 地域医療の確保を図るため

老朽化した医療施設の再編・整備を支援する医

療施設近代化施設整備事業をお願いするもので

あります。

この結果、福祉保健部の一般会計予算額は、

右から３番目の補正後の額の欄の上から２番目

のところですが、1,099億6,876万円となってお

ります。

各議案の内容につきましては、この後、各担

当課長から説明をいたしますので、よろしく御

審議いただきますようお願いを申し上げます。

続きまして、その他報告事項についてであり

ます 別冊の厚生常任委員会資料の表紙をめくっ。

ていただきまして、目次の中ほどをごらんいた

だきたいと存じます。

その他報告というのがございまして、Ⅰの平

成29年度に策定・見直し予定の主な計画につい

て、こちらは第７次宮崎医療計画を初め、８つ

の計画。それから、Ⅱ、平成30年度国保事業費

納付金等の算定結果（仮係数）について、それ

から、Ⅲ、国民文化祭及び全国障害者芸術・文

化祭開催準備の進捗状況について。以上の10件

を各関係課長から御説明をいたします。



- 12 -

平成29年12月７日(木)

ちょうど今年度は、本県の当部の所管する計

画の改定、それから、中間見直しの時期がいろ

いろと重なっており、非常に分量も多い中でご

ざいますけれども、県議会の皆様から御意見、

御質問等を受け、温かく御指導を賜りながら、

、 、円滑・効果的に計画のほうを改定 中間見直し

それから、それに基づく施策の推進、ともども

に取り組んでいければと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

私のほうからは以上でございます。

それでは 議案第１号 平○小田福祉保健課長 、 「

成29年度宮崎県一般会計補正予算」の債務負担

行為補正及び議案第13号「公の施設の指定管理

者の指定について」に関して、御説明いたしま

す。

お手元の平成29年度11月定例県議会提出議案

議案第１号から第29号の分でございますけ─

れども、その６ページをお開きください。

第３表、債務負担行為補正でございますが、

３番目、福祉保健課の宮崎県福祉総合センター

及び県立母子・父子福祉センター管理運営委託

費でございます。これは、指定管理者の指定に

伴い発生いたします、平成30年度以降の県の負

担額について、債務負担行為を設定するもので

あります。

次に、同じ冊子の53ページ、議案第13号のイ

ンデックスのところをお開きください 議案第13。

号「公の施設の指定管理者の指定について」で

ございます。これは、先ほどの宮崎県福祉総合

センター及び県立母子・父子福祉センターにつ

きまして、平成30年度以降の運営を行います指

定管理者の指定に当たり議決を求めるものであ

ります。

詳細は別冊の常任委員会資料にて説明をさせ

ていただきます。

恐れ入りますが、常任委員会資料の５ページ

をお開きください。

福祉総合センターにつきましては福祉保健課

が、それから、県立母子・父子福祉センターに

つきましてはこども家庭課が所管しております

が、県立母子・父子福祉センターが福祉総合セ

ンターの一画にありまして、一体的に指定管理

に供しておりますことから、福祉保健課でまと

めて御説明させていただきます。

まず、１の施設の概要であります。

宮崎県福祉総合センター及び県立母子・父子

福祉センターにつきまして、現在、指定管理者

である株式会社文化コーポレーションによりま

して、平成27年４月１日から平成30年３月31日

までの３年間を指定期間とし、管理運営がなさ

れております。

２の次期指定管理候補者につきましては、後

ほど御説明いたします審査等を経まして、株式

会社文化コーポレーションを選定したところで

あります。

３の指定期間につきましては、平成30年４月

１日から平成33年３月31日までの３年間であり

ます。

４の選定概要でございますが （１）の公募の、

状況につきましては、平成29年７月６日から９

月５日まで募集を行いまして、申請者は株式会

社文化コーポレーション１者でありました。

（２）の指定管理候補者の審査方法につきま

しては、次ページをお開きください。

まず、①の審査の流れでございますが、初め

に、県の施設所管課におきまして申請書類に基

づきまして資格審査を行い、次に、外部委員で

構成する指定管理候補者選定委員会を９月29日

に開催して、申請者からのプレゼンテーション

及びヒアリングを実施した上で審査を行いまし
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た。

その後、関係部局の職員で構成する指定管理

候補者選定会議を10月６日に開催し、選定委員

会の審査結果を施設所管課において選定基準等

に基づき評価した結果と照らし合わせ、候補者

、案が異なっていないこと等を確認いたしまして

県において指定管理候補者を選定したところで

あります。

なお、指定管理候補者選定委員会は、②の指

、定管理候補者選定委員会委員にありますとおり

宮崎大学の米村教授を委員長とする学識者や施

設利用者の代表者５名によって構成をされてお

ります。

また、指定管理候補者選定会議につきまして

は、③の指定管理候補者選定会議委員にありま

すとおり、福祉保健部長を議長とし、施設所管

部局と指定管理制度所管部局職員によりまして

構成をしております。

次に、④の選定基準、審査項目、配点でござ

いますが、一つには、住民の平等な利用が確保

されること、それから、施設の効用を最大限に

発揮するものであること、それから、管理運営

に係る経費の縮減を図るものであること等の５

項目につきましてそれぞれに配点を定め、合計

で100点となるようにいたしております。

（ ） 、３ の審査結果及び選定理由ですけれども

①の指定管理候補者選定委員会における審査結

果は、１人100点を有する選定委員５人の採点の

結果、500点満点中416点となりまして、最低基

準点である300点を満たしておりました。また、

②の指定管理候補者選定会議における確認結果

につきましては、100点満点中、75点でありまし

て、最低基準点である60点を満たしておりまし

た。

この結果、③の選定理由に記載しております

とおり、書類審査の結果、募集要領に示した資

格要件を満たしていたこと、指定管理候補者選

定委員会の審査の結果、最低基準点を満たした

こと、それから、次のページになりますけれど

も、指定管理候補者選定会議における確認の結

果、選定委員会の審査結果と相違がないことを

確認したこと、宮崎県福祉総合センター等の役

割を正しく認識するとともに、管理実績や収支

計画書等の内容から、十分な管理運営能力を有

していると認められることなどを総合的に判断

し、指定管理候補者として選定したところであ

ります。

５の指定管理候補者からの提案内容でありま

すが （１）の指定管理料の表の一番上の指定管、

理料提案額にありますとおり、年額の平均で申

し上げますと5,239万円、３年間で１億5,717万

円となりまして、表の真ん中の基準価格との差

。額は３年間でマイナス90万円となっております

また、この表の一番下の今期の指定管理料に

ついてでありますが、左から順に27年度、28年

度、29年度の指定管理料をそれぞれ記載をして

おりますが、今回の提案額は、今期の指定管理

料と比べまして、３年間でマイナス272万7,000

円となっております。

（２）の収支計画についてでありますが、30

年度の収入は表の一番左側の一番上になります

が、5,217万7,000円、支出は４段目、4,827

万5,000円となっておりまして、収支差額は、一

番下、390万2,000円となっております。31年度

と32年度につきましては、表に記載のとおりで

あります。

最後に （３）の県民サービスの向上等につい、

てでありますが、主なものといたしまして、引

き続き、施設利用者アンケートの実施等により

まして、利用者ニーズを正確に把握し、課題に
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迅速に対応し、その結果を利用者にわかりやす

く情報発信、公開するとともに、雛人形飾りや

鯉のぼり掲揚、餅つき大会等の季節行事を実施

すること、それから、児童交通遊園のＳＬの運

転席を定期的に開放することによる児童交通遊

園の利用促進については、新規に取り組む予定

であります。

福祉保健課の説明は以上であります。

補正予算につきまして、○田中医療薬務課長

御説明をさせていただきます。

まず、平成29年度11月補正歳出予算説明資料

をお願いします。この医療薬務課のインデック

、 。ス ページでいいますと９ページでございます

医療薬務課の補正予算額は、左側の補正額欄

のとおり、2,197万1,000円の増額補正をお願い

しております。この結果、補正後の予算額は、

右から３列目 補正後の額欄のとおり 39億3,335、 、

万3,000円となります。

補正の内容について御説明いたします。11ぺ

ージをごらんください。

（事項）地域医療推進費2,197万1,000円でご

ざいます。詳細につきましては、厚生常任委員

会資料のほうで御説明をさせていただきます。

厚生常任委員会資料の１ページをお開きくださ

い。

医療施設近代化施設整備事業についてであり

ます。１の目的・背景は、医療資源の効率的な

再編及び地域医療の確保に配慮しつつ、病院等

における患者の療育環境、医療従事者の職場環

境及び衛生環境の改善等を図るため、医療施設

の整備を支援するものであります。

２の事業概要は、築後おおむね30年以上を経

過し、老朽化した医療機関の病棟整備、医療従

事者の職場環境改善のための施設整備、電子カ

ルテの導入費用などに対する補助であります。

この事業は、国庫補助事業でございますが、

今年度、医療法人春光会が行います日南春光会

病院、それから、東病院、この２病院の合併移

転に係る施設整備に対する支援を行うものでご

ざいまして、初年度分として、25％の事業を予

定されております。これに係る国の内示がござ

いましたことから、今回補正予算を計上させて

いただくものでございます。

３の事業費は、全額国庫の2,197万1,000円で

あります。

４の事業効果としましては、老朽化が進んで

建物の一部が耐震基準を満たしておらず、雨漏

りや車椅子、トイレの不備などによって、病院

経営に支障を生じている病院の建てかえ整備を

支援することによりまして、患者サービスの向

上と医療機関の経営の確保が図られるものと考

えております。

説明は以上であります。

議案第４号「宮崎県○成合国民健康保険課長

国民健康保険保険給付等交付金及び国民健康保

険事業費納付金に関する条例」につきまして、

常任委員会資料により御説明いたしますので、

厚生常任委員会資料の３ページをお願いいたし

ます。

まず、１の制定の理由でございますが、30年

度以降の国民健康保険制度におきましては、県

も保険者の一員となりまして、県全体の財政運

営の責任主体を担うとされております。その中

心となる仕組みが、交付金、納付金制度でござ

います。

具体的には、県は、医療機関等へ支払う保険

給付等に必要となる費用の全額を市町村へ交付

いたします。一方、市町村におきましては、県

が、各市町村の医療費水準、所得水準、被保険

者数等をもとに算定した納付金を、県に納付し



- 15 -

平成29年12月７日(木)

ていただくことになります。

本条例は、これらの納付金、交付金に関連し

まして、必要となる事項を定めるものでござい

ます。

、 、次に ２の条例の概要でございますけれども

まず （１）国民健康保険保険給付費等交付金に、

つきましては、第３条により交付金の種類等を

定めることとしております。

①の普通交付金は、市町村が保険給付費等に

要した費用の全額を、県が市町村へ交付すると

いうものでございます。

②の特別交付金は、市町村の財政状況、その

他の事情に応じました財政の調整のために交付

するものでございます。

制度改革に伴いまして、新たに創設されまし

た保険者の努力等に応じて配分されます、保険

者努力支援制度などがこの特別交付金により交

付されるということになります。

次に （２）の国民健康保険事業費納付金につ、

、 。いて 第４条以下で定めることとしております

その内容としましては、大きく分けまして、

①の納付金の配分に関するもの、②の所得水準

による調整に関するもの、③の医療費水準によ

る調整に関するものの、３つになります。

その内容を次の４ページにまとめております

ので、ごらんいただきたいと思います。

まず、１の納付金の配分についてでございま

すけれども、納付金の配分につきましては、県

全体の納付金額 これは県全体の保険給付費─

等から、国や県からの交付金等を除いたものに

なりますけれども、これを市町村ごとの被保険

者数、世帯数及び所得の割合により配分するこ

とになります。

納付金額は、医療分、後期高齢者支援金分、

介護納付金分の３つの合算額となりますので、

それぞれ第８条から10条 第12条から14条 第16、 、

条から18条で定めることとしております。

次に （１）の応能割の配分につきまして、第、

７条、11条、15条において定めております。

これによりまして、県全体の納付金額におけ

る応能割、つまり、所得水準に応じた配分割合

を、医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金

分ごとに定めることとしております。

この応能割の配分割合につきましては、国の

ガイドラインに基づきまして、所得係数βの割

合を基準として定めるとなっておりまして、所

得係数βは、全国平均と比較した都道府県の所

得水準に応じて設定することが原則とされてお

ります。所得水準が全国平均である場合は、β

が１となりまして、応益割と応能割が１対１に

なります。

本県の所得水準 つまりβですけれども、─

、これがおおむね0.7から0.8程度となりますので

下のイメージ図の上のほう、県全体納付金額の

ところにありますように、応益割が１、応能割

のβが0.7から0.8程度となります。

次に ２ の応益割の配分につきまして 第10、（ ） 、

条、14条、18条で、被保険者均等割と世帯別平

等割の割合を定めることとしております。

この割合につきましては、医療分、後期高齢

者支援金分、介護納付金分ともに、現行の地方

、 、税法の標準割合と同じく 被保険者均等割を70

世帯別平等割を30とすることとしております。

これによりまして、同じく、下のイメージ図

にありますように、応益割の部分の７割を、市

町村ごとの被保険者数で案分し、３割を市町村

ごとの世帯数で案分することになります。

、 、 、次に ２の医療費水準による調整を 第５条

第６条において定めております。納付金のうち

医療分につきましては、各市町村の納付金算定
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に、年齢調整後の医療費水準を反映することが

原則とされております。

、医療費水準をどの程度納付金に反映させるか

。調整するのが医療費指数反映係数αになります

αを１としますと、医療費水準を全て反映させ

、 、るということになりまして αをゼロとすれば

医療費水準を全く反映させないということにな

ります。

本県におきましては、市町村間の医療費水準

に格差がありますことから、市町村における医

療費適正化の機能が積極的に発揮されるよう、

下のイメージ図の一番下です。市町村ごとの納

付金算定のところにありますとおり、αを１と

しまして、医療費水準を納付金算定に反映する

ということにしております。

以上、本条例案におきましては、交付金、納

付金の基本的な考え方や算定方法を定めるもの

でございますけれども、本条例案及び市町村と

の協議内容に基づきます30年度の仮係数算定結

果につきましては、後ほどその他報告のところ

で御報告をさせていただきたいと考えておりま

す。

最後に、もう一度資料３ページに戻っていた

だきまして、最後の３の施行期日につきまして

は、平成30年４月１日といたしております。

説明は以上でございます。御審議よろしくお

願いします。

障がい福祉課からは、○日髙障がい福祉課長

まず、議案第３号「宮崎県における事務処理の

特例に関する条例の一部を改正する条例」につ

いて御説明をいたします。

平成29年11月定例県議会提出議案（第１号か

ら第29号）の冊子の赤いインデックスで、議案

。第３号と書かれているところをお開きください

障がい福祉課分につきましては、この中の改

正前の条文で申し上げますと、14の４から14の

９にかかわる分でございます。

内容につきましては、別冊の厚生常任委員会

資料のほうで御説明をいたします。厚生常任委

員会資料の２ページをお願いいたします。

まず、１の改正の理由であります。行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律、いわゆる番号法の施行に伴

い、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律、いわゆる障害者総合支

援法に基づく、精神障がい者の方々の通院医療

に係る自己負担を軽減する自立支援医療の事務

の迅速化を図りますため、各市町村に事務の権

限の一部を移譲する必要がありますことから、

所要の改正を行うものであります。

次に、２の改正概要であります。

精神障がい者の自立支援医療につきまして、

、申請者の自己負担上限額を決定するために世帯

、 、 、税 所得等の審査の必要がありますので 今回

申請窓口である市町村に審査の権限移譲をする

、 。ために 追加・変更を行うこととしております

、（ ） 、 、（ ）まず １ で新規申請の審査を また ２

で変更申請に係る審査につきまして、各市町村

への移譲する事務として追加をし、また （３）、

では （２）において、追加いたしました項目と、

の関係で、既に宮崎市に権限移譲をしている事

務を明確化して条文改正をしているものでござ

います。

また （４）では、氏名、住所等の変更届の受、

理について、これまで宮崎市のみであったもの

を、各市町村に拡大することといたしました。

最後に、３の施行期日でありますが、平成30

年４月１日からとしております。条例の一部改

正に関する説明は以上であります。

続きまして、議案第１号「平成29年度宮崎県
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一般会計補正予算」の債務負担行為補正及び議

案第14号、15号「公の施設の指定管理者の指定

について」に関して、御説明をいたします。

お手数ですが、まず、平成29年11月定例県議

会提出議案の議案第１号、６ページをお開きい

ただけますでしょうか。

第３表、債務負担行為補正であります。

障がい福祉課分につきましては、上から４番

目にあります県立視覚障害者センターの管理運

営委託費、それから、５番目にあります県立聴

。覚障害者センター管理運営委託費でございます

これは、指定管理者の指定に伴い発生いたしま

す、平成30年度以降の県の負担額について、債

務負担行為を設定するものであります。

次に、同じ冊子の55ページ、議案第14号のイ

ンデックスをお開きいただきまして、議案第14

号「公の施設の指定管理者の指定について」で

ございます。これは、県立視覚障害者センター

につきまして、平成30年度以降の運営を行いま

す指定管理者の指定に当たり議決を求めるもの

であります。

次に、57ページ、議案第15号のインデックス

のところをお開きいただきまして、議案第15号

「公の施設の指定管理者の指定について」でご

ざいます。

これは、県立聴覚障害者センターにつきまし

て、平成30年度以降の運営を行います指定管理

者の指定に当たり議決を求めるものでございま

す。

それぞれの詳細につきましては、お手数です

が、別冊の常任委員会資料にて御説明をさせて

いただきます。常任委員会資料の９ページをお

開きください。

議案第14号「公の施設の指定管理者の指定に

ついて 、県立視覚障害者センターであります。」

まず、１の施設の概要であります。県立視覚

障害者センターにつきましては、指定管理者で

ある公益財団法人宮崎県視覚障害者福祉協会に

より、現在、平成27年４月１日から平成30年３

月31日までの３年間を指定期間として、管理運

営がなされております。

２の次期指定管理候補者につきましては、後

ほど御説明いたします審査等を経まして、公益

財団法人宮崎県視覚障害者福祉協会が選定され

たところであります。

３の指定期間につきましては、平成30年４月

１日から平成33年３月31日までの３年間であり

ます。

４の選定概要につきましては （１）の公募状、

況にありますように、平成29年７月６日から９

月５日まで募集を行い、応募者は、公益財団法

。人宮崎県視覚障害者福祉協会１者でありました

（２）の指定管理候補者の審査方法につきま

しては、先ほど福祉保健課長のほうから説明が

ありましたものと同様の審査方法でございます

ので、説明は割愛をさせていただきます。

11ページ 中ほどをごらんいただきますでしょ、

うか。

（３）の審査結果及び選定理由でございます

が、①の指定管理候補者選定委員会における審

査結果につきましては、１人100点を有する選定

委員５人の採点の結果、500点満点中、433点で

あり、最低基準点である300点を満たしておりま

した。

また、②の指定管理候補者選定会議における

確認結果につきましては、100点満点中、84点で

あり、最低基準点である60点を満たしておりま

した。

③の選定理由といたしましては、書類審査、

指定管理候補者選定委員会及び指定管理候補者
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選定会議における審査結果等のほか、黒ポツで

いいますと、４つ目のポツにありますとおり、

県立視覚障害者センターの役割を正しく認識す

るとともに、これまでの管理実績や収支計画書

等の内容から十分な管理運営能力を有している

と認められること、また、事業計画において、

施設利用上有効な提案がなされていることなど

を総合的に判断し、指定管理候補者として選定

したところでございます。

続きまして、12ページをお開きいただけます

でしょうか。

５の指定管理候補者からの提案理由でありま

すが （１）指定管理料の表の一番上の指定管理、

料提案額にありますように、年額2,555万6,000

円、３年間で7,666万8,000円となり、表の真ん

中の基準価格と同額であります。

（２）の収支計画についてでありますが、平

成30年度の収入は、表の上段になりますが、指

定管理料の2,555万6,000円ほか計2,564万6,000

円、支出は、その下、人件費2,164万4,000円、

水道光熱費127万8,000円ほか、計2,564万6,000

円で、収支差額はございません。31年度、32年

度につきましては、表に記載のとおりとなって

おります。

（３）の県民サービスの向上等についてであ

りますが、視覚障がい者団体活動を通じて、利

用者のニーズの把握に努め、視覚障がい者の声

を反映させた適切な管理運営、サービスの提供

を行うことや、広報誌、ホームページ、パンフ

レット等による広報啓発活動により、サービス

の周知及び利用の拡大を図ることに取り組む予

定としております。

続きまして、13ページをごらんください。

議案第15号「公の施設の指定管理者の指定に

つきまして （県立聴覚障害者センター）であり」

ます。

１の施設の概要であります。県立聴覚障害者

センターについて、指定管理者である社会福祉

法人宮崎県聴覚障害者協会により 現在 平成27、 、

年４月１日から平成30年３月31日までの３年間

。を指定期間として管理運営がなされております

２の次期指定管理候補者につきましては、後

ほど御説明いたします審査等を経まして、社会

福祉法人宮崎県聴覚障害者協会が選定されたと

ころであります。

３の指定期間につきましては、平成30年４月

１日から平成33年３月31日までの３年間であり

ます。

４の選定概要につきましては （１）の公募の、

状況にありますように、平成29年７月６日から

９月５日まで募集を行い、応募者は社会福祉法

人宮崎県聴覚障害者協会１者でありました。

（２）の指定管理候補者の審査方法につきま

しては、先ほどと同様、ここでは割愛をさせて

いただきます。

15ページをお開きいただけますでしょうか。

15ページの中ほど （３）審査結果及び選定理、

由でございます。

①の指定管理候補者選定委員会における審査

結果につきましては、１人100点を有する選定委

員５人の採点の結果、500点満点中、437点であ

り、最低基準点である300点を満たしておりまし

た。

また、②の指定管理候補者選定会議における

確認結果につきましては、100点満点中、86点で

あり、最低基準点である60点を満たしておりま

した。

③の選定理由としましては、書類審査、指定

管理候補者選定委員会及び指定管理候補者選定

会議における審査結果等のほか、ポツの４つ目
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ぐらいになりますが、県立聴覚障害者センター

の役割を正しく認識するとともに、これまでの

管理実績や収支計画書等の内容から十分な管理

運営能力を有していると認められること、事業

計画において施設利用上、有効な提案がなされ

ていることなどを、総合的に判断し、指定管理

者候補者として選定したところであります。

16ページをお願いいたします。

５の指定管理候補者からの提案内容でありま

すが （１）の指定管理料の表の一番上の指定管、

理料提案額にありますように 年額2,546万2,000、

円、３年間で7,638万6,000円となり、表、真ん

中の基準価格と同額であります。

（２）の収支計画についてでありますが、平

成30年度の収入は、表の上段になりますが、指

定管理料の2,546万2,000円のほか、計2,546

万3,000円 支出は その下の人件費2,311万3,000、 、

円、水道光熱費92万円のほか、計2,546万3,000

円で収支差額はございません。31年度、32年度

につきましては、表に記載のとおりとなってお

ります。

（３）の県民サービスの向上等についてであ

りますが、聴覚障害者団体活動を通じて、利用

者のニーズの把握に努め、聴覚障がい者の声を

反映させた適切な管理運営、サービスの提供を

行うこと、広報誌、ホームページ、パンフット

等による広報啓発活動により、サービスの周知

及び利用の拡大を図ることに取り組むとの提案

がなされております。

私からの説明は以上であります。

執行部の説明が終了しました。○右松委員長

議案についての質疑をお願いします。

この委員会資料の１ページ。医療○丸山委員

施設近代化事業について、先ほど日南のほうで

病院が合併して再整備を図るというような説明

があったんですが、この病院は、どれくらいの

施設というふうに認識すればよろしいでしょう

か。

同じ法人が２つの病院を○田中医療薬務課長

運営しておりまして、一つが、病床数で61床、

もう一つは64床、合わせて125床の規模でござい

ます。

これ同じ規模の病院をそのまま建○丸山委員

てかえるということでよろしいのか。あと全体

事業費は、今年度はこれだけだけれども、30年

度以降もあると認識したほうがいいのか、そこ

辺も含めて教えていただくとありがたいかなと

思います。

２つある病院をまず一つ○田中医療薬務課長

にすると。場所を変えて、そこに建てかえると

。 、いう形で整備をすると伺っております 整備は

、 。今年度 来年度にかけて行うと聞いております

今回補助金の対象は病棟整備と、医療従事者

の職場環境改善、それから、電子カルテと３つ

。 、を対象にしております この３つの対象関係で

事業者側の予定としては12億8,000万円ほどの事

業費を見込んでおると伺っております。

ただ、これ全体がそのまま補助対象ではなく

て、国庫補助でよく基準額というのを定めて、

平米幾ら、あるいは病床数１つにつき幾らとい

うふうな計算をいたしますが、そういった算定

をいたしました結果、対象としては１億3,700万

円弱という、そのような対象になりまして、そ

れに補助率 最終的には、国の予算の関係と─

、いうところで内示の段階の調整率が入りまして

１億3,700万ほどを対象に2,119万円ほどの補助

金という形になったということでございます。

地域医療構想が昨年でき上がって○丸山委員

いると思うんですが、この後、新しく統合して

一つの病院になると。地域医療構想の中のそれ
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ぞれ二次医療圏ごとに調整会議とかやっていた

だいていると思っているんですが、その辺の整

合性の協議も踏まえて、この病院の再整備をし

ていけばいいんですよというふうに手続をする

のか、各民間病院が、こういう再整備したいか

らということで、全く何も通らずになっている

のか、その辺の流れを詳しく教えていただくと

ありがたいかなと思っているんですが。

、○田中医療薬務課長 地域医療構想の関係では

構想ができ、今、各地域の調整会議でそれぞれ

の地域の将来像を検討しているという、まだ過

程でございます。ただ、その過程におきまして

も、建てかえの整備等々予定している医療機関

はございますので、それぞれその時点で調整会

議において説明をいただき、調整会議で検討し

て、最終的な将来像はまだ固めていないけれど

も、地域としてやはりこれは必要な整備ではな

いかといったような判断をいただくという手続

をしていただくようにしております。

本案件につきましても、10月に日南串間地区

の調整会議が開かれまして、そこでの事業主体

、 、 、からの説明に対して 調整会議の中では 特に

今後ふえることが予想される在宅医療の後方支

、 、援をやりたいという そのようなものについて

調整会議として了承をするという、そのような

結果になっております。

そもそも論なんだけれど、民間の○井本委員

病院にこんなのが出るということは何か不思議

だなと。昔、基金とか言いよったが、あれのか

わりとして使われたとかいうこと。

この医療施設近代化施設○田中医療薬務課長

整備事業という事業そのものは、平成５年に国

で要綱ができておりまして、そこから始まって

おります。医療機関の建てかえ、あるいはいろ

んな整備に関する補助事業のメニューとして、

。結構歴史があるという形で進められております

、 、 、今回 特に 耐震基準を満たしていないため

早く整備したい、あるいは早く整備していただ

きたいというものになるんですけれども。以前

、 、 、は 二次救急施設とか 災害拠点病院に対する

そういう支援はございました。済生会の日向病

院ですとか千代田病院などに補助をしたりと、

そういうものはございましたけれども、現在は

それがございませんで、そういう災害拠点病院

ではない、あるいは二次救急施設でもないとい

うふうなものについては、なかなかメニューが

ない。今回の医療近代化の施設整備が従来から

ある整備メニューとして使えるものということ

でございます。

メニューも、そもそも論なんだけ○井本委員

れど、やっぱり公的な性格がない限りは。税金

を使うわけだから。それを、病院だったら、全

部それは何でもかんでも公的なものだというふ

うになると、この税金を使う目的が本当に、大

丈夫かなと。個人のものでも、何でも使えるの

かという、何かそんな気がするんだけれど、そ

こ辺は公的なものがあるというわけですね、基

準としては。

この医療施設近代化施設○田中医療薬務課長

整備事業につきましても、何でもというわけで

はございません。その整備内容として、一つ老

朽化というのはちょっと問題点としてあります

ので、老朽化解消。あるいは病床数につきまし

、 。 、て 10％以上の病床数の削減を行う 要するに

病床数を整理していくという、そういうものに

協力するといったようなところでのものである

とか。

こういう規制があるからこそ、税○井本委員

金も入れられるわけだよね、普通は。病棟が雨

漏りがあるから車椅子が入れんからと言われる
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が、それで、入れられるのかなと。これだった

ら、税金はどこでも入れられるんだなとこうい

う感じがするんだよね。逆にいえば、その辺は

クリアしているのかな。クリアせんまま、どさ

くさに紛れてやっている。

病院という性格もある程○田中医療薬務課長

度公的な、民間病院であっても、そういう性格

があるというのはベースにあると思います。

公益性がないものといったら、世○井本委員

の中はほとんどないよ。やっぱり病院はやりな

がらもうけておるわけだから、経営して。病院

の経営は 普通の目から見たら えらいもうかっ、 、

ているんだなとみんな思っているわけ。それに

対してお金を出すというのは、何かいまいちぴ

んとこんのだけれど。公益性があると。

補助金交付要綱によりま○田中医療薬務課長

して、先ほど申し上げたような、病床数のこと

でありますとか、あるいは規模もそう小さなも

のではなく、整備をする病棟であれば、最低20

床以上はないといけないとか、あるいは外来患

、者の院外処方率も30％を超えるといったような

さまざまな要件がついておりまして、そういっ

たものを満たす一定の病院、医療機関について

補助をするというものにはなっております。

丸山委員が言うように、地域医療○井本委員

構想の大きな中でそれをやっていかないといか

んのだというなら、まだわかるけれど、単なる

一つ民間病院が雨漏りだからやりますと言い出

したら、ええという感じがするんだけれど。ク

リアすると考えておるわけですか。

要綱には合致している。○田中医療薬務課長

それと、今回対象としている整備内容として、

病棟以外に、補助対象といたしまして、職員の

勤務環境改善といったような、休憩室をきちん

と整備するとか、あるいは更衣室とか、食堂、

そういったものを職員向けにする。そういうも

のを整備することによって、職員の勤務環境を

改善する、これも医療機関に限らない話ではあ

りますが、課題としてある。あるいは電子カル

テ……

そもそもの制度のあり方につい○右松委員長

てであって、議論が今ちょっとかみ合ってない

ですね。

だから、丸山委員が言っているよ○井本委員

うに、大きな公的な構想の中でやらないといか

んのですよというと、私もある程度、なるほど

公益性があるんだなと思うけれど、雨漏りがし

たら金を出しますじゃ、ちょっとええっ？とい

う感じがするんだけれど、あなたたちは思わな

くなったのかな。

基○日高福祉保健部次長（保健・医療担当）

本的には、平成５年に整備されました補助要綱

に基づいたものとしての今回の補助ではござい

ますけれども、今、委員もおっしゃられました

ように、現時点では地域医療構想が策定をされ

ておりますので 当然 その地域医療構想に沿っ、 、

た内容のものでなければ認められないというこ

とで、私どももきちんと整理はさせていただい

ております。そういった点でも、今回の内容に

つきましては、病床の目的をきちんと地域医療

構想の中にも当てはまるものとしての整備であ

り、なおかつ、病床の削減も行うということな

どから、調整会議でも妥当なものであると認め

られておりますので、私どもとしましても、こ

れは補助対象として妥当なものであろうと、そ

のように考えたところでございます。

また、先ほど公益性という点での御質問なん

ですけれども、民間企業と、いわゆる医療法人

が取り組む医療につきましては、単純に利益追

求ではない 民間企業はやっぱり基本、利益─
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追求であろうかと思いますけれども、医療法人

は、適切な医療を提供することで、地域住民の

ある意味公益に資するものである。医療法人で

すので、利益追求というのではなく、一定程度

の利益は認められますけれども、やはり、どん

どんもうければいいんだということではなく、

適切な医療の提供というものは、担保されなけ

ればならないものですので、そこは民間企業と

は異なるというふうに御理解をいただければと

考えております。

民間企業も、理屈を言わせると、○井本委員

公のためにと言いよるわけやから。私は、公的

なものが全然ないものは世の中にないと思って

いるんだけれども。だから、それはそれでいい

けれど、やっぱり、最初丸山委員が言ったとき

に、何でこういうものが出てきたのかというの

をはっきり言わんかったから、しっかりその辺

を見据えて、私は判断してほしいなと思うんで

す。

先ほど10％以上病床を削減すると○丸山委員

いうことも言われましたが、125床を、地域医療

構想と見合わせて何床ぐらいにするということ

で、オーケーが出たというのを、少し具体的に

教えていただくとありがたいのと。

先ほど在宅医療との連携という話も少し言葉

が出て、介護も含めてだと思うんですが、介護

医療何とか基金というのがありますよね、事業

が。あれでも整備できるような気がするんです

けれど、この場合との、使い分けというのはど

の辺で線引きをされているのかも含めて教えて

いただくとありがたいかなと思いますが。

病床数につきましては、○田中医療薬務課長

今回の整備の中で125床から107床、18床を減少

するという計画となっております。14.4％ほど

の減少となります。

地域医療構想、これは一つの目安ということ

、での必要病床数の設定をしておりますけれども

当地域では単純に現在の病床と将来の必要病床

数 必要病床数は相当な条件で在宅に移すと─

いう条件下での数値になりますが、そこでは24

％ほどの減少といったものになります。

ただ、その中には、今国で進めているいろん

な療養病床の転換といったものも含まれたとこ

ろでの24％ほどの数字になりますので、全てそ

の率で何か減らすということにもなかなかなら

ないというふうには思います。そういったとこ

ろを含めて、各地域の調整会議で議論、判断を

いただいているということでございます。

総合確保基金のほうも、病床の転換、あるい

はリハビリ施設の整備等々、あるいは救急医療

の充実、いろんなものに対して基金を使った支

援を行っております。

今回のこの近代化資金、近代化施設整備費の

ほうは、事業主体がメニューをいろいろ考える

中で、この補助金を選択したというのが実際の

ところでございます。病床の転換、病棟の転換

といったものが、この総合確保基金の対象にな

れば、そういったものも使えるというふうには

なると思いますが、ただ、今回、国庫補助を使

うということになりますと、総合確保基金の国

庫補助が 要するに両方は使えないというこ─

とになりますので、その制約はちょっと出てく

る。ですから、事業者側からいいますと、どち

らを使ったほうがより資金調達等を含めて有利

になるのかというところにはなると思います。

あと先ほど国庫補助との基金の関係をお話し

しましたが、基本的に厚労省のほうとしては、

国庫補助の制度があるものについては、基金の

対象外にするというのが基本的な方針でござい

ます。
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地域医療構想というのは、明確な○丸山委員

指数じゃなくて、目標みたいな形に最近なって

きているような気がするものですから。今後人

口減少が確実に進んでいくとははっきりわかっ

ているものですから、医療ニーズをしっかり捉

えて。多分地域医療構想ができて、民間では、

初めてこういう補助事業を使っての建てかえみ

たいな感じがするので、今後、しっかりとした

基本ベースを間違わないように議論をしていた

だいて、かつ建てかえた医療法人の経営が破た

んしたりとかすると、またさらにおかしくなり

ますので、しっかり指導をしていただくように

お願いしたいと思っております。

関連があれば。○右松委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ではほかの議案について、あり○右松委員長

ましたらお願いします。

国保の関係の４ページで教えてい○丸山委員

ただきたいのが、医療水準の調整が、県内の各

市町村でいろいろあるんですよということで、

どれくらい差があるというふうに見たほうがい

いのか、そこを少し説明していただくとありが

たいのかなと思っております。

正確には医療費では○成合国民健康保険課長

なくて医療費水準ということで。いわゆる年齢

構成を調整したものでございますけれども、一

番低いところで0.87、一番高いところで1.26と

いうことで、単純にいえば格差が1.44倍ござい

ます。

1.26というのは宮崎市と見ていい○丸山委員

のか、西米良村とか山間地は低いよというふう

なことでいいんでしょうか、単純なことで。

これは市町村名を申○成合国民健康保険課長

、 。し上げると 一番高いのが美郷町でございます

一番低いのが椎葉村でございます。これは、な

かなか医療費指数ですので一概に言えないんで

すけれども、医療提供体制というのも大いに関

係しているのかなと思っております。

13、14、15号の指定管理の話なん○西村委員

ですけれども。教えていただきたいのは、指定

管理料というのが基準価格と提案額とあって

こういう見方をしていいのかわかりません─

けれど、母子・父子福祉センターをとられた文

化コーポレーションさんのほうは、提案額のほ

うがマイナスのほうになって、視覚とか聴覚の

ほうはプラスに振れているのは、何かこれは原

因があるのか。そもそもの管理料の提案額とい

うのはどのタイミングで出してくるものなのか

を教えていただきたい。

指定管理者の選定手続の○小田福祉保健課長

中で、公募をいたします。事業者のほうから応

。 、募があります その応募の際の事業計画の中で

この指定管理料の提案もいただいているという

ところでございます。

ちょっと質問の回答になってい○右松委員長

ないようですが。

、○小田福祉保健課長 基準価格につきましては

、県のほうで設定いたします価格でございまして

これも公募する際にお示しをするという価格で

ございます。

じゃあ県が公募するときに基準価○西村委員

、 、格を出して 当然指定管理をとりたいところは

できる限りこのコストを抑えて、指定管理を提

案するときに低い値を出したほうが、いろんな

意味でコストカットにたけているという評価が

あると思うんですけれども。株式会社文化コー

ポレーションさんのほうは、非常に提案額を下

げて、それでも、収入・収支が合うように設定

をされるわけなんですが ちょっと指定管理─

の性格が違うのかもしれませんけれど、この視
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覚障害者センター、聴覚障害者センターという

のは、以前よりも高い額を出してきているとい

うことで、ある意味で、競争が余りないから少

しずつ毎回、ちょっとずつ上乗せしていくとい

うことになれば、そもそも指定管理をする必要

性というのが薄まってきてしまうのではないか

なと思うんですが そのあたりはどうなんでしょ、

うか。

確かに、西村委員が言○日髙障がい福祉課長

われるように、なかなかこの県立視覚障害者セ

ンター、県立聴覚障害者センターにつきまして

は、特殊性というものもございまして、公益財

団法人視覚障害者福祉協会、それから、社会福

祉法人聴覚障害者協会が大体１者応募してきて

いるという部分はございます。

今回、ふえている部分、この基準額の設定に

関しましては、国庫補助の部分も加味しており

ますので、いわゆる補助単価のほうが上がって

きているので、基準額のほうも上げさせていた

だいた。やはり、聴覚障害者協会につきまして

も、視覚障害者福祉協会につきましても、なか

なかいわゆる団体としての財政運営という部分

は厳しい部分がございますので どうしてもやっ、

ぱり基準額のほうと合わせてと言ったらおかし

いんですけれど、基準額ぎりぎりのところで出

してきていただいているというのが実情ではな

いかなというふうに考えているところではござ

います。

今課長が言われたとおり、聴覚と○西村委員

か視覚という障がい者に対してのセンターです

から、非常に公共性が高いところがあるんです

けれど、かといって、じゃあ利用者のサービス

がそのままでいいということではないと思いま

す。やっぱり利用者のサービスも上げていかな

ければならない それでいて コスト管理もしっ、 、

かりしていかなきゃいけないというときに、あ

えて指定管理者にしている理由が この２つ─

以外にほかにもあるとは思うんですが、難しい

のかなと思ってるんです。そのあたりはどう考

えているんですか。

今委員のお話にありま○日髙障がい福祉課長

した部分につきましては、今後考えていかなけ

、 、ればいけないのかなと考えておりまして ただ

公の施設の指定管理者につきましては、先ほど

委員からもお話がありましたように、各時期で

見直しをしながら、いかにそういうセンターと

して、県民の皆様方に使いやすい形をとってい

くかということも大事かなと思っているところ

でございます。

前回の常任委員会の中でも西村委員から御質

、 、問いただいている部分でございますので 今後

団体の専門性でありますとか、あとセンターの

持つ特殊性も含めまして、専門的な機関につき

ましては５年間という部分もあるというふうに

なっておりますので、まずはそういうところを

検討させていただきながら進めさせていただけ

ればと思っております。

県民サービスの向上につきましては、その時

期時期にきちんと団体の提案を前向きに受けら

れるような形で設定するのがいいのかなと思っ

ているところでございます。

８ページでこれもいいのかという○丸山委員

のを確認したいんですが。文化コーポレーショ

ンさんが、今度指定管理を受けるんですが、委

託費というのが2,000万前後、5,000万の中にあ

るんですが、こういう再委託みたいなのは、い

いのか悪いのかというのが若干不思議だなとい

う思いがあるんですが。本来だと、指定管理者

のほうから委託をせずに、自分たちがやるとい

うイメージと思っていたものですから、再委託
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というのは、この考え方は正しいのか、それを

ちょっとお伺いしたいと思っています。

指定管理者制度につきま○小田福祉保健課長

しては、これは、県の業務を代行するという性

格のものでございますので、委託というもので

はないと。そもそも指定管理者制度自体は委託

するものではないということなんですが、その

指定管理業務をやる中で、例えば、清掃ですと

か警備ですとか、こういったものについては委

託をするということが可能になっております。

、 、したがいまして このセンターにつきましても

清掃ですとか、あと夜間宿直も含めて、警備、

いろんな点検業務、こういったものは委託をし

ているということで、再委託ではないというこ

とでございます。要するに、指定管理自体を代

行していただきますので、これは委託契約では

ない。したがいまして、指定管理業務の中で、

今申し上げたような、清掃なり警備なりを委託

するということはあり得るということでござい

ます。

県のほうでもいろんな指定管理制○丸山委員

度があって、もう結構10年近くになっているん

じゃないかと思っているんですが。安易に人件

、費が安くなるからというような感じでしていて

実際５年とか３年でかわっていって、基本的に

同じところがとっているんだけれども、そこで

働いている方々の処遇があんまりよくないん

じゃないかというような情報も入ってきている

ものですから。その辺の正式に指定管理をして

いただいたところはどのように 職員の形をちゃ、

んとして、いわゆる退職金とかそういう制度が

しっかりしているのか。３年とか５年とかで切

られてしまえば、会社にとっては、その先が受

けられないから退職金制度とかそういうのがで

きなかったりとか、給料がずっと固定で、若い

人をとにかくぐるぐる回しているだけとか。指

定管理というのが、若干安いからいいんじゃな

いかというふうになってしまうと、県民の利用

性なりサービスの向上に本当につながっている

のかなと。福祉保健部が出している事業ではな

いとは思っているんですが、今のような議論が

あって、今回改めて同じところが全てとられて

いるもんですから。この文化コーポレーション

なり、視覚障害者センターなり協議会なり含め

て、そこで働いている方々の処遇がどうなのか

。というのは調べられたことはあるんでしょうか

指定管理業務につきまし○小田福祉保健課長

ては、委員の御指摘のとおり、一つは県民サー

ビスの向上というものと、もう一つは、経費の

削減というのを民間事業者の創意工夫をしなが

ら達成いただくというようなものが制度の趣旨

になっておりまして。確かに働く方の人件費が

どうなっているかということについては も─

ちろん、それは労働関係法規に違反しないとい

う前提でございますが、基本的には、それは事

業者の経営努力の範囲内ではあろうかと思って

おります。

ただ、私どもも、やはり働く方がきちっと管

理運営業務を果たしていただけるのかどうかと

いうのは、チェックをする必要があるというふ

うに思っておりまして、これにつきましては、

。モニタリングというのを行うことにしています

毎月業務報告をいただきますし、それから、四

半期に一度、私どものほうから施設のほうに行

きまして、職員の声を聞いたり、あるいはサー

。 、ビスの状況を点検したりということ それから

労働関係法規もそうですけれども、いろんな法

令に違反していないかというようなことを

チェックしたりということで、一応適正な運営

については、そういう形で確認をするようには
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しておるところでございます。

あと県民のサービスの向上が、提○丸山委員

案として、あんまり新しいことが出ていない気

がするんですが、やっぱり障害者センターだけ

れど、障がい者以外の方ともいろいろ交流しな

がら、情報を伝達していって、障がい者の理解

を深めるとか、そういったことも含めてやらな

いといけないのかなという思いがあったりとか

しているもんですから。同じようなことを、ホ

ームページやパンフレットをつくって啓発やり

ますよというんじゃなくて、もうちょっと何か

、 、 、含めてやらないと 結局 障がい者の理解とか

このセンターがどういうことをやっているのか

というのが、認知度が低いような気がするもん

ですから。その辺の改めて指定管理を今回受け

るに当たっての県とのやり取りとか、こういう

ことができればお願いしたいんだよというよう

な思いも含めて、指定管理に出されたのかを教

えていただくとありがたいかなと思います。

今、丸山委員のほうか○日髙障がい福祉課長

らお話があったところではあるんですが、今回

の選定委員会の中では、例えば、視覚障害者セ

ンター、聴覚障害者センターでありましたら、

それぞれ視覚障がい者の方々、聴覚障がい者の

方にいかにアプローチしていくかというのをま

。 、ず第一義にとっていらっしゃいます それから

県民へのアピールというような部分になろうか

なと思っております。

聴覚障害者センターでは、協会のほうも含め

まして、例えば、災害時に、聴覚障がい者の方

々が連絡できるようなとか、もっと一つ踏み込

んだ形でのいろいろな施策をしないといけない

ということをプレゼンテーションの中では伺っ

ているところでございます。ただ、どういう形

で出てくるかというのは、これからかなという

ふうに思っております。

委員からの御指摘のとおり、もっと具体的に

県民向けの、一般の方々に障がい者をどう知っ

ていただくかという部分も含めて、今後団体の

ほうとは意見交換をさせていただきたいと思っ

ておりますので、よろしくお願いいたします。

１点だけ。９ページをちょっと見○有岡委員

ていたんですが、関係者だけがこのセンターを

利用するんじゃなくて、いろんなボランティア

。 、なり協力者が必要だと思うんですが その中で

点訳とか朗読奉仕員という表現がありますが、

こういった人たちのかかわりというのは、今現

状はどうなっているんでしょうか。

視覚障害者センターに○日髙障がい福祉課長

、おける点訳・朗読奉仕員の方々につきましては

定期的にセンターのほうに来ていただいて、そ

ういう作業をする部屋みたいなものもございま

して、活動をされております。それとは別に、

奉仕員の養成でありますとか、そういう部分に

つきましても、協会を中心にやっていただいて

いると。この県の視覚障害者センターだけでは

なく、各地域で、そういうことをやられている

ボランティアの方々の裾野は広くなってきてい

、 、るというふうには考えておりますが 今後とも

そういう方々の養成でありますとか、活動の場

の確保ということについては、尽力していきた

いと考えているところでございます。

議案について、質疑等はよろし○右松委員長

いでしょうか。

それでは、午後は１時から再開をしまして、

。その他報告事項から始めていきたいと思います

暫時休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後０時59分再開
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委員会を再開いたします。○右松委員長

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

今回は項目数が多いため、２班に分けて説明

及び質疑をお願いしたいと思います。

まず、医療薬務課、国民健康保険課、長寿介

護課からそれぞれ説明をお願いします。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が終了し

た後にお願いいたします。

常任委員会資料の18ペー○田中医療薬務課長

ジをお開きください。

第７次宮崎県医療計画の素案について御説明

します。

１、計画策定の理由でございます。現行計画

が今年度満了をすることから、計画の見直しを

行い、平成30年度からの第７次計画を策定する

ものでございます。

２の計画の期間は、平成30年度から35年度ま

での６年間といたしております。

３の計画の骨子ですが （１）の基本理念とし、

て、安全で質の高い医療を切れ目なく効率的に

提供する体制の確立を挙げております （２）の。

基本方針としては、①から⑥まで、①地域を支

える医療体制の構築、②救急・災害医療体制の

整備など６つを挙げております （３）の計画の。

構成については、①総論以下、７つの章で構成

をしております。後ほど、この構成に沿って概

要を御説明いたします。

最後、４のスケジュールにつきましては、最

後に御説明をさせていただきます。

19ページをごらんください。

５、現行計画の評価の、まず（１）取り組み

の成果等といたしまして、現行計画における５

疾病・５事業・在宅医療の取り組みの成果をま

とめております。

まず、５疾病のがんの早期発見のため、検診

受診率増加に向け普及啓発に取り組み、受診率

は上昇しましたが、目標値には達しておらず、

今後一層の普及啓発が必要としております。

また、質の高いがん医療を提供するための地

域連携クリティカルパスの活用は、特定の医療

圏に集中をしていることから、クリティカルパ

スの活用を含め、さらなる地域連携の取り組み

が必要としております。

次に、脳卒中の医療提供体制については、死

亡率及び後遺症の軽減を図るため、脳血栓溶解

療法の遠隔診療支援のネットワーク構築を支援

し、モデル運用を開始したところであります。

、 、次に 急性心筋梗塞の医療提供体制について

医療機器整備の支援等による診療機能の充実等

に取り組み、急性期の医療体制整備は進みまし

たが、リハビリテーションを行う医療機関との

連携の推進に課題があるとしております。

次に、糖尿病早期発見による合併症予防につ

、 、いて 健診未受診者への受診勧奨等に取り組み

実施率は上昇傾向にあるものの、目標値とは乖

離があるとしています。

また、２つ目のところの医療機関相互の連携

体制の構築を図るため、本年８月に宮崎県糖尿

病発症予防・糖尿病腎症重症化予防指針を策定

したところでございます。

次に、精神疾患でございます。精神疾患の予

防等について、心の健康に関する普及啓発や相

談窓口の周知、医療従事者等に対する研修等を

、 、行うとともに ２つ目のところでございますが

精神障がい者の地域移行等について、協議会を

設置し、支援体制の推進に努め、研修会の実施

やピアサポート活用の推進に努めたところであ

ります。

めくって20ページをごらんください。
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僻地診療体制でございます。自治医科大学卒

業医師の計画的派遣、僻地出張診療等を実施す

るとともに、僻地診療支援として、僻地医療拠

点病院による巡回診療や代診医派遣の支援を

行ったところであります。

次に、救急医療体制につきまして、二次救急

医療施設に対する補助やドクターヘリの運行支

援等を行うとともに、救急医療の適正利用につ

いて啓発を行ったところでございます。

次に、小児医療の体制整備につきまして、中

核病院小児科を１病院、それから地域小児科セ

ンターを４病院指定をいたしまして、体制の整

備を図ったところであります。

次に、周産期医療について、地域の中核医療

機関と開業医が連携する地域分散型の周産期医

療体制を構築しております。

また、その下の囲みの、総合周産期母子医療

センターのＮＩＣＵ病床数の維持及び地域周産

期母子医療センターの増床を目指しましたが、

いずれも維持という結果になりました。ただ、

括弧書きにありますように、国の周産期医療の

体制構築に係る指針による必要病床数は確保で

きているところであります。

次に、災害医療について、県内でＤＭＡＴチ

ームを27チーム編成することが可能になるとと

、 、もに 県の医師会との協定の改定によりまして

医師会が編成する医療救護班の県外派遣を可能

としたほか、災害医療コーディネーターを全医

療圏に配置をしたところでございます。

最後、在宅医療につきまして、多職種協働の

取り組み推進のため、地域ごとの医療介護連携

、 、協議会の設置を支援し 体制整備が推進をされ

、在宅医療を支える医師の増加が非常に厳しい中

補完的役割も担う訪問看護ステーションの設置

が進み、次の国のモデル事業で入退院調整ルー

ルづくりに取り組み、圏域内の情報共有が進ん

だといったところでございます。

21ページをごらんください。

こちらは、主な数値目標についての達成状況

を表にしてまとめております。

現行計画の目標値は、平成29年度を設定して

おります。一番右側の列になります。まだ年度

途中でございますので 直近の成果としては 28、 、

年度あるいは27年度の実績としております。

こういった中で、目標を既にクリアしており

ますのは、上から２つ目のがん検診受診率の一

、 、部の項目でございますとか 中ほど自殺死亡率

それから下から７つ目、総合周産期母子医療セ

ンターのＮＩＣＵ病床数、１つ飛びまして、災

害拠点病院の耐震化率、次の災害派遣医療チー

ム数、そして災害医療コーディネーター数、最

、後の訪問看護ステーション数といったところが

。目標をクリアしているという状況でございます

次に、22ページをごらんください。

次期計画に向けた取り組みの方向性です。

、 、がんにつきましては 各がん医療圏において

地域連携クリティカルパスの有効活用により連

携体制を構築し、がん医療提供体制の充実を図

るとしております。

脳卒中については、発症後4.5時間以内に血栓

溶解療法等の治療ができる体制の構築等を図る

としております。

急性心筋梗塞については、救急搬送体制の充

実と心血管リハビリテーションの提供など、医

療を切れ目なく提供する体制の構築等に努める

としております。

次の糖尿病については、本年策定した指針に

基づき、医療と保健事業が一体的に提供される

体制の構築を促すとしております。

次の精神疾患については、多様な精神疾患ご
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との医療機能を明確にし、身近な地域で病期状

態に応じて医療が受けられるよう、医療連携体

制の整備が必要としております。

次の僻地医療については、自治医科大医師の

派遣や、僻地医療拠点病院等による診療支援の

充実に努めるといたしております。

救急医療については、初期から三次までの救

急医療体制の強化を図るとともに、県民の意識

啓発等に努めるといたしております。

次の小児医療につきましては、小児科医の養

成・確保を図るとともに、小児救急医療体制の

構築あるいは相談窓口の充実等に努めるといた

しております。

次の周産期医療につきましては、地域分散型

、の周産期医療体制の維持・充実を図るとともに

医療資源の少ない地域における正常分娩等の対

応について、地域の実情を踏まえた支援に努め

るといたしております。

災害医療につきましては、関係機関との連携

強化や災害拠点病院の機能充実等に努めるとい

たしております。

最後に、在宅医療・介護につきましては、医

療・介護等のサービスが連携して提供される多

職種協働体制の構築、それと、そのための人材

育成・確保に努めるといたしております。

なお、一番下、括弧書きで、介護保険事業支

援計画との整合性というところがございます。

これにつきましては、医療計画について、在宅

医療及び介護の連携の観点から、医療計画と、

それからこの介護保険事業支援計画の整合性が

求められております。それにつきまして、下に

ございますように、具体的には、整合を図るこ

の2025年を見据えた介護施設・在宅医療等の追

加的需要につきまして、今後、地域医療構想調

整会議の議論を踏まえまして、今回の７次計画

の中間見直し、平成33年からの見直しの計画と

なります。ここで見直しを行い、受け皿整備を

推進していくということとしておりまして、今

回の計画策定に当たりましては、療養病床から

介護医療院等へ転換意向が示された分のみを反

映することといたしております。

次に、計画の素案の内容につきまして、概要

版で御説明をいたします。

資料１、第７次宮崎県医療計画素案の概要を

ごらんください。

まず、第１章の総論につきましては、冒頭で

御説明をいたしました内容と同じですので、省

略をさせていただきます。

第２章、地域の概況では、人口、患者数、医

療施設や医療従事者の状況等について記載をい

たしております。

第３章、医療圏の設定と基準病床数ですが、

まず、医療圏の設定については、現行計画から

基本的に変更はございませんで、一次医療圏は

、 、特に設定をせず 二次医療圏は現行の７医療圏

三次医療圏は県全体といたしております。

次の基準病床数は、現時点において地域で必

要とされる病床数で、これを超えて病床数が増

加することを抑制するための基準となるもので

ありますけれども、法令や国の定める数値等に

より算定をしておりまして、この表の左から３

列目、基準病床数のところが、今回算定した数

値となっております。

なお、表の右側、既存病床数と比較をいたし

ますと、感染症病床を除きまして、いずれも既

、存病床数が基準病床数を上回っておりますので

本県においては、基本的にこれまでと同様に、

新たに病床をふやすことはできないということ

になります。

次に、右側の第４章、医療提供体制の構築と
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いたしまして、５疾病・５事業及び在宅医療の

施策の方向、それから数値目標について、主な

ものを記載をいたしております。

まず、がんの施策の方向として、死亡率の減

少とともに、必要な医療が切れ目なく提供され

るよう医療提供体制の充実を促進するとしてお

り、数値目標は、地域連携クリティカルパスに

基づく診療提供等、実施件数の増などを挙げて

おります。

脳卒中の施策の方向としては、発症後4.5時間

以内にｒｔ―ＰＡを用いた血栓溶解療法等の治

療ができる体制の構築及び、超急性期から維持

期までの円滑な医療提供体制の構築を図るとし

ており、数値目標は、ｒｔ―ＰＡによる遠隔診

療支援を行うハブ施設の増などを挙げておりま

す。

心筋梗塞等の心血管疾患の施策の方向として

は、心血管リハビリテーションの提供など、病

期や疾患に応じた医療を切れ目なく提供する体

制の構築を図るとしており、数値目標は、心大

血管疾患リハビリテーションを実施できる医療

機関数の増などを挙げております。

次の糖尿病の施策の方向としては、予防や早

期治療についての県民啓発とともに、医療機関

相互、医療と保健事業の連携による円滑な医療

、 、提供体制の構築を図るとしており 数値目標は

糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者数の

減などを挙げております。

精神疾患の施策の方向としては、多様な精神

疾患に対応した医療連携体制の構築を図るとし

ており、数値目標は、精神病床における入院後

。６カ月時点の退院率の増などを挙げております

右側の僻地医療でございます。

この施策の方向性としては、自治医科大学卒

業医師の派遣等による僻地診療の確保、それか

ら診療支援等の充実を図るとしており、数値目

標は、僻地における常勤医師数の増などを挙げ

ております。

次の救急医療の施策の方向は、初期から三次

までの救急医療体制の強化や、県民の救急医療

に対する意識啓発等に取り組むとしており、数

値目標は、緊急性の少ない軽症患者の救急出動

の割合の減などを挙げております。

次の小児医療の施策の方向としては、小児科

医養成・確保や小児救急医療体制の構築、相談

窓口の充実等を図るとしており、数値目標は、

地域振興小児科の増などを挙げております。

次の周産期医療の施策の方向としては、総合

周産期母子医療センターを中心とした地域分散

型の周産期医療体制の維持・充実等を図るとし

ており、数値目標は、総合周産期母子医療セン

ターのＮＩＣＵ病床数の維持などを挙げており

ます。

次の災害医療の施策の方向としては、関係機

関との連携、災害拠点病院の機能強化等を図る

としておりまして、数値目標は、ＤＭＡＴチー

ム数の増などを挙げております。

、 、最後に 在宅医療・介護の施策の方向として

医療・介護のサービスが連携して提供される多

職種協働体制の構築、そのための人材育成等を

図るとしており、数値目標は、入退院調整ルー

。ルの策定をする圏域の増などを挙げております

次のページをごらんください。

第４章の続きになりますが、ここでは、その

他の保健医療対策といたしまして、障がい保健

対策、感染症対策など８項目について、それぞ

れ施策の方向性をここでまとめております。

なお、５つ目のアレルギー疾患対策、それか

ら、最後の今後高齢化に伴い増加する疾患等対

策の２つは、今回の計画から新たに盛り込んだ
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項目となっております。

その下の地域医療構想でございますが、これ

は医療計画の一部として昨年10月に策定した構

想の内容を、基本的には、そのままこの５章と

いうことで入れております。

策定の趣旨は、団塊の世代が全て75歳以上と

なる2025年を見据えて、地域地域で患者に応じ

た質の高い医療を効率的に提供する体制の構築

でありまして、構想の内容としては、中ほどの

表にございます表の一番右の列、2025年の必要

病床数、それから、真ん中の列の在宅医療等の

医療需要といったようなものを算定をするとい

うものが内容でございます。いずれも国の定め

る一定の推計方法により算定したものでござい

ますが、これらを目安としながら、一番下の推

進体制のところにありますように、各構想区域

ごとの地域医療構想調整会議におきまして、地

域の課題等に対応するための協議を行い、地域

にふさわしい医療提供体制の構築を図っていく

こととしております。

次に、右側、第６章、医療提供基盤の充実で

ございます。

ここでは主に医療従事者の養成・確保につい

て記載しておりまして、このうち、医師と看護

師・准看護師について御説明をします。

医師については、施策の方向として、医師の

キャリア形成支援と一体的に医師不足の地域と

診療科の医師確保をオール宮崎で支援すると。

それと、女性医師の就労環境整備、医師の勤務

負担軽減も図るというものでございまして、数

値目標として、以下の表にありますとおり、臨

床研修医数の増あるいは医師の地域偏在、診療

科間の偏在の解消についての目標を挙げており

ます。

次に、右下、保健師等の囲みの中ほどのとこ

ろに、看護師・准看護師につきまして、まず施

策の方向としては、希望者の拡大を図るための

啓発活動の展開あるいは、その下の養成所等へ

の支援などによる教育体制の充実、その下の働

きやすい職場環境づくりの支援による早期離職

防止、県内定着の促進などを挙げております。

最後に、一番下の第７章、計画の推進等のと

ころでは、計画の推進体制等について記載して

いるものでございます。

委員会資料にお戻りいただきまして、18ペー

ジの一番下をごらんください。

スケジュールでございます。

現在、第３四半期でございますが、計画素案

につきまして、先月、医療計画策定委員会それ

から医療審議会で検討・審議いただき、本日、

常任委員会に報告をさせていただいているとこ

ろでございます。

今後、関係団体・市町村への意見聴取、パブ

リックコメントの実施を予定しております。

続く第４四半期では、医療計画策定委員会で

の検討、審議会での審議を経まして、計画案を

とりまとめ、来年の２月定例県議会におきまし

て、御審議をいただきたいと考えております。

説明は以上でございます。

まず、第３期の宮崎○成合国民健康保険課長

県医療費適正化計画の素案につきまして御説明

いたします。

お手元の厚生常任委員会資料の24ページにな

ります。

まず、１の策定の理由についてでございます

けれども、高齢期におけます適切な医療の確保

を図る観点から、医療に要する費用の適正化を

総合的かつ計画的に推進する施策を定めました

。国の医療費適正化基本方針が示されております

これを受けまして、本県における医療費適正化
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を推進するために、第３期の医療費適正化計画

を策定するものでございます。

次に、２の計画の期間は、国の基本方針に基

づきまして、平成30年度から35年度までの６年

間としております。

次に、３の計画の骨子でございますが、まず

（１）の基本理念といたしまして、県民の生活

、 、の質の維持及び向上 超高齢社会の到来に対応

目標及び施策の達成状況の評価を適切に行うこ

との３つを基本理念といたしております。

（２）の基本方針としましては、高齢化の進

展等によりまして医療費のさらなる増加が見込

まれる中に、医療の確保は、県民の健康と命を

守る上で極めて重要でありますことから、生活

習慣病の予防や限りある医療資源の効率的な活

用によりまして、医療費の適正化に向けた取り

組みを着実に推進していくことといたしており

ます。

この基本方針に基づきまして （３）の基本目、

標のとおり、県民の健康の保持及び医療の効率

的な提供を推進していくことといたしておりま

す。

（４）の計画の構成につきましては、計画の

位置づけから計画の進行管理までの６章で構成

いたしております。

次の25ページをお願いいたします。

５の現行計画の評価でございますが （１）の、

取り組みの成果等と、その下の表の（２）の数

値目標の達成状況をあわせてごらんいただきた

いと思います。

まず、特定健康診査及び特定保健指導につい

てですが、特定健康診査の実施率は、平成29年

度の目標値70％に対しまして、27年度の実績値

は44.6％となっております。また、特定保健指

導は45％の目標値に対しまして24.5％となって

、 、おり いずれも実施率は増加傾向にあるものの

目標値とは開きがありますので、今後とも実施

率向上に取り組んでいく必要があると考えてお

ります。

次のメタボリックシンドローム該当者及び予

備群の減少につきましては、直近値の平成26年

度で3.82％の増となっております。このため、

今後とも関係機関と連携しながら、運動や食生

活等、生活習慣の改善のための啓発活動に取り

組んでいく必要があると考えております。

次に、参考指標であります医療費の見込みで

ありますが、本県の医療費は、全国の伸び率を

下回る数値で推移しておりまして、引き続き医

療費適正化に向けた取り組みを、着実に推進し

てまいりたいと考えております。

次に、６の次期計画に向けた取り組みの方向

性でございます。

、特定健康診査や特定保健指導の実施率向上や

メタボリックシンドローム該当者の減少対策の

強化が必要であると考えております。

また、新たに後発医薬品の使用促進や、医薬

品の適正使用等の目標を加えますとともに、他

の計画との整合性を図りつつ、さらなる県民の

健康の保持と、医療の効率的な提供の推進に取

り組むことといたしております。

続きまして、別冊の資料３、素案の概要につ

きまして御説明いたしたいと思います。

右側の第３章、計画の目標と取り組みから御

説明いたします。

１つ目の丸、県民の健康の保持の推進に関す

る目標についてでございますが、特定健康診査

、 、及び特定保健指導につきましては 第２期同様

また国の方針どおり、それぞれ70％、45％を目

標値といたしまして、実施率を高めていきたい

というふうにしております。
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次に、メタボリックシンドローム該当者及び

予備群の減少率につきましては、第３期の国の

ガイドラインの見直しによりまして、計画にお

ける指標の定義が、特定保健指導対象者の減少

率に変更されております。

このため、先ほど第２期計画では増加という

ふうに御説明いたしましたが、新たな定義によ

りますと、この表にございますとおり、27年度

は15.12％の減となっております。

この新たな定義によります目標値につきまし

ては 国の方針どおり 平成20年度と比較して25、 、

％の減少としております。

次のタバコに関する喫煙率やＣＯＰＤにつき

ましては、関連計画であります健康みやざき行

動計画21との整合を図っております。

２つ目の丸の医療の効率的な提供の推進に関

する目標につきましては 後発医薬品の数量シェ、

アにつきまして、80％を目標としております。

医薬品の適正使用につきましては、お薬手帳

の普及ですとか、薬剤師会や保険薬局等と連携

した取り組みによりまして、重複投薬の是正、

多剤投与の適正化を図ることといたしておりま

す。

次に、第４章、その他医療費適正化の推進の

ために必要と認める事項につきましては、県を

初めとしまして、保険者、保険者協議会、医療

の担い手などのそれぞれが、医療費適正化に向

け、どのように取り組んでいくべきであるかの

方向性を示しております。

また 医療機関の適正受診といたしまして 25、 、

年度に制定されました宮崎県の地域医療を守り

育てる条例の理念も踏まえまして、安易な夜間

・休日等の時間外受診を控えるといった県民の

役割も記載させていただいております。

次に、第５章、計画期間における費用の見込

みについてであります。

これにつきましては、国が示しました計算ツ

ールを用いて推計するとされております。

それによりますと、平成29年度の本県の推計

医療費は4,108億円になります。

35年度の推計医療費は、計画を実施しない場

合の医療費が4,611億円と、503億円の増加が見

込まれますが、計画を実施した場合の医療費適

正化後では4,565億円と見込まれ、457億円の増

加とはなりますけれども、効果の欄にあります

ように、増加額が46億円ほど圧縮されると推計

しております。

なお、この効果額は、特定健診や保健指導の

実施率向上、後発医薬品の普及などの医療費適

正化の取り組みによる効果として推計されたも

のとなっております。

常任委員会資料の24ページに戻っていただき

、 。まして 最後に策定スケジュールでございます

一番下の４、スケジュールをごらんいただきた

いと思います。

今後、県内全ての医療保険者で構成します保

険者協議会や市町村との協議、パブリックコメ

ントを実施した上で計画案をまとめまして、年

度内に策定したいと考えております。

また、計画案につきましては、本委員会に改

めて報告をさせていただきたいと考えておりま

す。

医療費適正化計画の説明は以上であります。

続きまして、平成30年度の国保事業費納付金

の算定結果につきまして御報告をさせていただ

きます。

常任委員会資料の44ページになります。

まず、１の算定の目的でございますが、30年

度からの新しい制度におきましては、県が算定

します市町村ごとの納付金等が、各市町村の保



- 34 -

平成29年12月７日(木)

険税算定の目安となります。

30年度の納付金等につきましては、年末に国

が示します確定係数を用いて算定し、来年１月

に県から市町村へ提示する予定としております

が、今回は、確定係数による算定に先立ちまし

、 、て 予算編成作業の参考として活用するために

国から示されました仮係数による算定を行った

ところでございます。

２の納付金等の算定条件をごらんください。

（ ） 、１ の保険給付費の見込みにつきましては

高額薬剤の影響により医療費が急増しました平

成27年度の影響を除くために、平成28年度の保

険給付費に平成24年度から26年度の伸び率を用

いております。これにより、30年度の県全体の

保険給付費を912億円と見込んでおります。

、（ ） 。次に ２ の公費拡充分の反映でございます

今回の算定では、30年度から実施されます全

国で1,700億円規模の財政支援のうち、国の算定

方針に基づきまして、約1,500億円を反映してお

ります。

、（ ） 、次に ３ の納付金等の算定でございますが

午前中の交付金・納付金の条例案の際に御説明

、 、いたしましたとおり 市町村ごとの被保険者数

所得水準、医療費水準等により納付金必要額を

各市町村に配分し、保険税必要額を算定してお

ります。

次に （４）の激変緩和措置の実施でございま、

す。

仮係数による算定を行いましたところ、30年

度の１人当たり保険税必要額が、平成28年度の

保険税額を上回る市町村がございましたので、

激変緩和の財源として国から交付されます暫定

措置額、本県の配分は約２億4,000万でございま

すが、この全額を用いまして激変緩和措置を行

、 。い 増加率を101％ほどまで引き下げております

具体的な算定結果につきましては、45ページ

をごらんいただきたいと思います。市町村ごと

の算定結果一覧になります。

まず、左側の網かけの28年度１人当たり保険

税必要額①の列の一番下に平均の欄がございま

すけれども、この保険税必要額は、本来、市町

、村が保険税として集めるべき額でございますが

県全体の平均では10万6,912円となっておりま

す。

しかしながら、多くの市町村では、それぞれ

の実情を踏まえまして、基金取り崩しですとか

一般会計繰り入れ等を行い、保険税負担の抑制

を図っております。

この抑制を図った後の実際の保険税額が、右

側の②の１人当たり保険税収納額となります。

県全体の平均では10万396円となりまして、１人

当たり6,516円の抑制が図られているということ

になります。

次に、右側の欄の算定結果の欄のうち、左側

の激変緩和措置前の欄をごらんいただきたいと

思います。

今回の算定では、一番下の平均の欄にありま

すとおり、激変緩和措置前において、県全体の

平均の１人当たり保険税必要額③は９万9,974円

となり、28年度の保険税必要額①と比べまし

て6,938円の減、率にして6.5％の減となってお

りますが、市町村の状況を個別に見ますと、幾

つかの市町村において保険税必要額が増加する

結果となっております。

このため、国の方針及び市町村との協議、合

意内容に基づきまして、先ほど御説明しました

、 、とおり 国から交付されます暫定措置の本県分

約２億4,000万円、この全額を活用しまして、こ

れらの市町村に激変緩和措置を行いました。

その結果が、右側の激変緩和措置後の欄にな
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ります。

増減率が100％を超えておりました、上から順

番に都城市、小林市、日向市、三股町、西米良

村、諸塚村、高千穂町、これらの町村に公費を

投入いたしましたので、増減率が101％ほどまで

下がっております。

この結果、一番下の欄ですが、１人当たり保

険税必要額④の県全体の平均額は９万9,093円と

なりまして、年額にして7,820円の減、率にし

て92.7％となっております。

現在、国保の１人当たり医療費は、おおむね

毎年３％から４％程度ずつ増加しておりますの

で、県全体では、こうした公費拡充の効果が出

ているのかなというふうに考えております。

なお、一番右の欄に平成28年度の保険税収納

額、先ほど申し上げました各市町村が繰り入れ

等によりまして保険税の抑制を図った後の額に

なりますが、この収納額と、激変緩和措置後の

１人当たり保険税必要額④との比較を記載して

おります。

これによりますと、市町村が28年度の保険税

収納額と同水準を維持しようとすれば、プラス

となっているところが18あろうかと思うんです

けれども、この18の市町村につきましては、何

らかの繰り入れが必要になるということになり

ます。

今後、各市町村におきましては、住民の保険

税負担が急激に増加することのないよう十分に

検討・考慮しまして、そのために繰り入れをす

るのかしないのか、するとすればどの程度です

るのかなどを慎重に検討した上で、税率を決定

することになると考えております。

最後に、44ページに戻っていただいて、最後

の３の今後のスケジュールでございますが、12

月末に国から示されます確定係数をもって、翌

１月に最終的な納付金額等を確定し、市町村へ

提示する予定としております。

この確定係数は、30年度の診療報酬改定の影

響等を反映して国から示されることになってお

りますので、確定係数による算定結果は、今回

の算定結果から変動すると考えております。

今後とも市町村等と連携しながら、来年４月

の制度施行に向けて、着実に準備を進めてまい

ります。

説明は以上でございます。

厚生常任委員会資料の26○木原長寿介護課長

ページをお開きください。

宮崎県高齢者保健福祉計画の素案について、

長寿介護課から説明をさせていただきます。

最初に、１、計画策定の理由についてであり

ます。

本計画は、老人福祉法第20条の９及び介護保

険法第118条の規定に基づき定めているもので、

現行計画が満了することから見直しを行い、平

成30年度からの次期計画を策定するものであり

ます。

次に、２、計画の期間につきましては、30年

度から32年度の３カ年であります。

次に、３、計画の骨子の（１）基本目標につ

きましては 「高齢者がいつまでも住みなれた地、

域で安心して暮らし続けられる社会づくりを目

」指して～地域包括ケアシステムの深化・推進～

と設定したところであります。

次に （２）計画の構成であります。、

Ⅰ総論において、第１章から第３章まで計画

策定の背景や基本的な考え方を、Ⅱ各論におい

て、第１章から第５章までは施策の柱を、また

第６章で計画の推進をそれぞれ設定し、最後に

資料として圏域ごとのデータを掲載することと

いたしております。
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なお、詳細につきましては、後ほど概要版で

説明をいたします。

次に、資料27ページをごらんください。

５、現行計画の評価の（１）取り組みの成果

等であります。

まず、地域包括ケアの推進についてでありま

すが、地域包括ケアシステムの構築を推進する

ため、医療介護連携、介護予防、地域ケア会議

について、国及び県独自のモデル事業の実施を

通じて先進事例の創出に取り組み、それぞれ入

退院調整ルール策定、住民主体による継続的な

介護予防活動、自立支援型地域ケア個別会議と

いう成果につながりました。

今後は、これらの事例を県内市町村に広く横

展開していく必要があると考えております。

また、認知症高齢者の支援策として、認知症

疾患医療センターの指定やサポート医の育成等

により医療体制を整備するとともに、介護事業

所の職員を対象とした資質向上研修を行い、認

知症の方やその家族を支える支援体制の整備を

図りました。

今後とも医療・介護・地域において、認知症

の方やその家族を支援する体制づくりを推進し

ていく必要があると考えております。

次に、介護サービス基盤の整備につきまして

は、居宅サービスなどの充実等に努めるととも

に、施設サービスにおいて、各市町村計画に基

づく施設整備を支援いたしました。

最後に、高齢者の社会参加促進につきまして

は、高齢者自身が地域社会の担い手として活躍

できるよう、場づくりや広報啓発を初め、老人

クラブ活動支援等に取り組みました。

老人クラブ活動では、クラブ数、会員数とも

に減少傾向にはありますが、28年度の県民意識

調査では、過半数を超える方が高齢者の社会参

。加の機運醸成が図られていると考えております

次に、資料28ページをごらんください。

（２）数値目標の達成状況について、主な項

目を挙げております。

実績値を見ますと、おおむね目標値に向けて

サービスが提供されているものと考えておりま

すが、４行目の小規模多機能型居宅介護利用者

数につきましては、目標値と乖離している状況

にあります。

理由としましては、この事業が通所介護のよ

うに利用回数に応じた報酬体系ではなく、報酬

の基本部分は定額で支払われるため、利用回数

によっては採算割れにつながることもあって、

事業所数がふえなかったことによるものと考え

ております。

なお、３行目の通所介護利用者数につきまし

ては、平成28年度実績値が基準値より低くなっ

ております。

これは表の下、米印の１にありますように、

小規模な通所介護事業所につきましては 平成28、

年４月より市町村が指定・監督する地域密着型

。サービスへ移行したことによるものであります

次に、資料29ページをごらんください。

６、次期計画に向けた取り組みの方向性につ

いてであります。

計画の基本目標などの背景としましては、こ

とし６月に公布されました介護保険法等の一部

を改正する法律及び国の基本指針など、国にお

ける介護保険制度改正の動向等を踏まえ、介護

保険制度の持続可能性を確保しながら、高齢者

の自立支援と要介護状態の重度化防止、医療と

介護の連携、地域共生社会の実現への取り組み

により、地域包括ケアシステムの深化・推進を

目指すこととし、基本目標を立てたところであ

ります。
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方向性としましては、地域包括ケアの推進に

関しましては、高齢者の自立支援、介護予防・

重度化防止に取り組むとともに、県内外の先駆

的事例等の情報を共有し、また個別相談に対応

するなど、市町村が取り組む地域包括ケアの推

進を支援していくことといたしております。

次に、医療計画との整合性につきましては、

先ほど医療薬務課からも説明がありましたが、

第７期計画では、療養病床から介護医療院等へ

転換意向が示された分のみを反映する予定とい

たしております。

次に、介護サービス基盤の整備では、高齢者

人口及び要介護認定者人口の将来推計や、介護

保険サービスの利用実態、保険者である市町村

の施策の方向性を踏まえて、2025年を見据えな

がら各サービスの計画的な整備を促進し、介護

サービス基盤の強化・充実に取り組むこととい

たしております。

最後に、高齢者の社会参加促進として、高齢

者がシニアパワーを生かして活躍できるよう、

場づくりや社会参加のきっかけづくりの提供と

ともに、クラブ活動の活性化を図り、元気な高

齢者をふやすことに取り組むことといたしてお

ります。

次に、次期計画の概要であります。

お手元に素案と、その概要版を配付しており

ますが、資料５とあります概要版のほうで説明

をいたします。

資料の左側をごらんください。

まず、Ⅰ総論の第１章、計画策定に当たって

につきましては、４つ目の項目までは、これま

での説明と重複しますので省略させていただき

ます。

、５つ目の高齢者保健福祉圏域につきましては

８圏域を設定いたしております。

次に、第２章、高齢化等の状況では、高齢者

の人口や世帯の状況の推移を初め、要支援者及

び要介護者等の状況を掲載いたしております。

次に、資料右側の第３章、計画の基本的考え

方をごらんください。

計画の基本目標につきましては、先ほど説明

させていただいたとおりであります。

施策の体系につきましては、Ⅱの各論をごら

んください。

まず、第１章、高齢者が活躍する社会の推進

であります。

１のシニアパワーの活用など、高齢者自身の

豊富な知識や経験、技能などを生かし、高齢者

、が地域を支える一員として活躍する取り組みや

生活を豊かにする生きがいづくりなどの支援等

を行うことといたしております。

第２章、自立支援に向けた取り組みの推進に

つきましては、１の自立支援、介護予防・重度

化防止の推進として、今般の介護保険制度の改

正を踏まえ、地域包括ケアの深化・推進に向け

て、モデル事業に取り組む市町村の支援を行う

ことといたしております。

２の在宅医療と介護の連携では、高齢者が住

みなれた地域で安心して生活するには、在宅医

療と介護の連携が極めて重要ですので、入退院

支援ルールの策定や、医療と介護をつなぎ、在

宅医療に必要不可欠な訪問看護ステーションの

体制整備を図るほか、退院調整を行う医療ソー

シャルワーカーや看護師、ケアプランを策定す

る介護支援専門員等の介護従事者などに対する

研修等により、人材の育成や資質向上に努める

ことといたしております。

４の介護予防・健康づくりの推進に関しまし

ては、住民運営の通いの場の充実等により、継

続して介護予防の取り組みが行える場の創出を
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推進します。

また、ライフステージやライフスタイルに合

わせた健康教育の実施、健康に関するさまざま

な問題について、誰もが気軽に相談できるよう

な体制整備などに取り組むことといたしており

ます。

次に、２枚目をごらんください。

第３章、認知症高齢者支援策の充実について

であります。

まず、１の予防対策では、特定健康診査や保

健指導の実施並びに保健事業の充実を図るとと

もに、早期発見や対応が重要であることから、

２の相談体制の整備では、窓口の周知、認知症

サポート医を活用した保健医療関係者等への研

修などを行う予定といたしております。

３の専門医療の提供体制の充実では、認知症

疾患医療センターを二次医療圏に各１カ所設置

し、また認知症対応力向上研修を実施いたしま

す。

５の地域の支援体制の整備では、家族や地域

住民が認知症を正しく理解し、地域で支える体

制づくりのため、認知症キャラバン・メイトの

養成や認知症サポーターの育成とともに、行方

不明の認知症高齢者の発見・保護活動などを行

う見守りネットワーク機能の強化を図ることと

いたしております。

６の若年性認知症に関しましては、高齢者と

は異なる課題があり、地域住民や事業主等への

啓発を初め、相談担当職員への研修により、若

年性認知症本人やその家族の支援に努めること

といたしております。

次に、第４章、介護サービス基盤の充実につ

きましては、１の介護サービス基盤の整備とし

て、居宅サービスなどを充実し、また介護療養

型医療施設につきましては、国の動向を見極め

ながら、介護医療院等への転換が円滑に進むよ

う努めることといたしております。

なお、資料右側に記載しております介護給付

対象サービス等につきましては、平成30年度か

ら32年度及び37年度の必要量を見込みますが、

現在、各市町村で作業中ですので、現時点では

空白となっております。

次に、第５章、人材の育成及び確保について

であります。

１の人材の育成及び確保では、今後一層の対

策を講じていく必要がありますので、介護職員

処遇改善加算制度の推進や、介護に対するマイ

ナスイメージを払拭し、介護分野への参入促進

を図る介護の魅力や、やりがいを発信する取り

組みを行うことといたしております。

３の専門職の人材育成及び確保として、介護

支援専門員等への研修を初め、医療的ケアに対

応できる介護人材の育成を、引き続き実施する

予定といたしております。

次に、第６章、計画の推進についてでありま

す。

県における推進はもとより、関係機関団体と

の連携により、着実に計画を推進してまいりま

す。

なお、本計画では数値目標を設定することと

しており、資料の右下に、設定予定の17項目の

うち、住民主体の通いの場での介護予防への実

参加者数について、目標値を65歳以上の10％と

するなど、５項目を記載いたしております。

。常任委員会資料の26ページにお戻りください

４のスケジュールについてであります。

本計画につきましては、第４四半期にありま

すように、本日、常任委員会に報告させていた

だいております。

また、パブリックコメントを12月４日から実
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施いたしており、１月に開催予定の閉会中の常

任委員会にて、その結果等を御報告させていた

だき、最終的には、２月定例県議会に議案とし

て提出させていただくこととしております。

長寿介護課からの説明は、以上であります。

執行部の説明が終了しました。○右松委員長

ここまでのその他報告事項についての質疑を

お願いします。

資料１の、第７次宮崎県医療計画○有岡委員

素案の中からお尋ねしたいと思いますが、感染

症病床ということで、県全域で32の基準病床数

に対して31ということになっています。国のほ

うでは、難民対策で感染症の対策を進めようと

いう動きがあるようですけれども、例えば、本

県においても、将来鳥インフルエンザの人への

、 、感染とかエボラとか いろんな感染対策として

こういった充実が必要じゃないかと思うんです

が、この数字的なものは、今後ふえてくる可能

性があるのかどうかお尋ねしたいと思います。

感染症の基準病床につ○永野感染症対策室長

きましては、人口規模ですとか医療圏ごとに必

要病床数が定められておりまして、それが宮崎

県の場合、この書いてある病床でございます。

第一種感染症指定医療機関を圏域で２床置くよ

うになっておりますが、それが今、県立宮崎病

院のほうに１床確保となっておりますので、今

回病院局のほうで進めておられています改築に

向けて２床確保を進めていただくことで、全部

そろうということになっております。

わかりました。ありがとうござい○有岡委員

ます。

宮崎県医療計画関連でお願いし○右松委員長

ます。

医療計画について一般質問をした○丸山委員

んですが、医師会のほうから救急医療にしっか

り取り組んでいただきたいというようなことが

。 、あったんですが 前回の救急医療の書き方から

もう少し踏み込んで書いているようなところが

あれば、教えていただきたいなと思っておりま

す。

今回のこの計画案の検討○田中医療薬務課長

段階におきましても、医師会の委員のほうから

救急医療、特に、初期救急のほうの対応をしっ

かり書くべきという御意見がありました。具体

的には、お手元の資料２の91ページをお開きい

ただけますでしょうか。これは救急医療に関し

ての施策の方向で、91ページの２行目、初期か

ら第３次までの救急医療体制の最初の丸でござ

います。この３行目の「特に」というところで

ございますが、特に第２次、第３次救急医療施

設に軽度の救急患者が来院するのを防ぐために

は、休日・夜間急患センターの役割が大変重要

と。しかし、現状といたしまして、医師の高齢

。 、化等により非常に厳しい状況にあると そこで

これは設置主体が市町村になりますので、市町

村と、まずは危機感をしっかり共有しようとい

うこと。そして市町村、医師会、大学、県等関

係機関の連携によりまして、医師の確保、それ

から体制の維持を図るというふうなことを記載

をしたところでございます。要は、医師がいな

いというところが、特に夜間の救急開業医、そ

れから大学からの医師の応援、こういうところ

で成り立っておりますので、医師がふえないこ

、 。とにはなかなか難しい それをやっていこうと

あと、市町村としっかり連携して、市町村と危

機感を共有して、しっかり一緒にやっていこう

と。そういったところを記載して盛り込んだと

ころでございます。

医師の高齢化と書いてあるんです○丸山委員

が、実際どれくらいというようなイメージを、
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。具体的に数字があれば教えていただきたいのと

これは、市町村が設置主体であるんですが、県

、として危機感を共有するというだけではなくて

サポート体制をしっかり検討して、何かできな

いのかということを模索するというようなこと

も含まれているというふうに見ていいのか、そ

の辺がちょっとわかりづらいもんですから、教

えていただくとありがたいかなと思っておりま

すが。

医師の高齢化というとこ○田中医療薬務課長

、 、ろにつきましては 資料２の205ページのほうに

年齢階級別の医師数の推移というのを載せてお

ります。左から2004年から2014年までの10年間

の推移を載せておりますが、この下のほうから

若い順で、上のほうが70歳以上の高齢というと

ころになります。ごらんいただくと、04年は下

、から３つ目まで これが40代のところですが─

ここまでがまだ６割以上おったという状況が 14、

年になりますと、ぐっと下がりまして50％を切

ると。全体の多くを占めるのが50代、60代とい

う、そういう状況になってきているという高齢

化の状況があります。これは非常に全体として

も危機的状況だと思いますが、市町村において

も、身近な医療を支えている開業医を含めて、

どんな状況なのかということをしっかり把握い

ただくということも大事ということで、危機感

の共有というようなことを申し上げたところで

ございます。

それと、県としてというところは、これはも

う正直言いまして、医師の確保に尽きるという

ふうに考えております。特にこの年齢構成でい

きますと、若手医師がとにかく減っている。こ

れを何とかしなければならないということで、

これは医療提供機関の充実というところに書か

せていただきましたが、医師の確保の目標とし

て、臨床研修医を80名確保するという目標を立

てました。現状から言うと、20名以上の上積み

が必要という非常に高い目標でありますけれど

も 医師会のほうからの要望もあって入れま─

、 、したが やはりこれぐらい確保していかないと

初期救急の医師確保を含めてなかなか厳しいと

いう、そういったところで医師確保に取り組ん

でいく。これは、市町村もいろんな形で一緒に

取り組んでいくということでやっていきたいと

思っております。

確かに医師確保が本当に重要であ○丸山委員

ろうと思いますので、ぜひ努力をしていただき

たいと思っていますし、私もこの205ページの数

字を見まして、非常に高齢化が進んでいるのだ

なと思いました。ほかの県も、まあ九州内はこ

んな感じで、東京とか都市部は、かなり研修医

も大都市、大病院中心に集まっているから、こ

んな状態じゃないというふうに認識していいん

ですかね。

各県を並べてみたことは○田中医療薬務課長

ございませんが、ただ、こうなっている要因と

して考えられますのが、やはり平成16年から始

まった初期臨床研修制度。これを境に、県内に

残る医師というのがどうも少なくなってきてい

。 、 、るんではないかと ということは その原因は

都市部に流出している。それまで宮崎大学等に

残ってくれた医師が県外に出ているということ

から言うと、委員のお話のように、その分、都

市部がふえているんではないかという推測はで

きるかと思います。

わかりました。○丸山委員

あと、西諸で気になっている、周産期のこと

についてちょっとお伺いしたいんですが。周産

期で、できれば、各二次医療圏で正常分娩なん

。かやっていただくのを整備をしていただけると
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どこかに書いていたような気がするんですが、

具体的にどういうふうに明記されているのかと

いうのを、改めてお伺いできればなと思います

けれども。

今、委員から御指摘いた○矢野健康増進課長

だきました点につきましては、資料２の111ペー

。 （ ）ジのほうに記載がございます 111ページの ７

の医療資源の少ない地域における正常分娩等へ

の対応という項目に記載させていただいており

ます。

分娩取り扱い施設の存在しない二次医療圏な

ど、医療資源の少ない地域における正常分娩等

につきましては、４つの周産期医療圏で連携体

制を構築することにより安全性は確保されてお

りますが、地域のそれぞれの課題について、市

町村とともに明確化を図りながら、その地域の

実情に応じた支援 具体的には、妊婦健診や─

分娩を取り扱うことができる体制の整備であり

ますとか、圏域を超えた搬送体制の確保など、

こういったことの支援に努めていくというよう

なことを記載させていただいております。

あと、在宅医療・介護がなかなか○丸山委員

。簡単そうで簡単じゃないと思っているんですが

絵に描いた餅にならなければいいのかなと思っ

ていて、実効性のあるような計画なのかを、ど

ういうふうに見ればいいのか、もし説明があれ

ば教えていただきたいなと思うんですが。

この資料２○内野医療・介護連携推進室長

の136ページから139ページにかけまして、在宅

医療と介護を記載しております。前回の計画と

違うところは、例えば、138ページでいいますと

先ほども説明の中で出てまいりましたけれ─

ども、施策の方向の、138ページの上から６行目

ですね。圏域ごとに設置されております医療介

護連携協議会、ここで在宅医療と介護の連携に

関しての課題の抽出とか対応策の検討というの

を行うことになっておりまして、今現在もいろ

いろと研修とか活動が行われております。こう

いうところを中心として、今後、研修ですとか

住民への普及・啓発等に取り組んでいきたいと

いうことでございます。

それから、中ほど、入院・退院支援でありま

すと、入退院調整ルールづくりを今、県内全域

で取り組んでおり 日南、串間と日向、入郷─

はもう既に策定済みですけれども、これを県内

全域で実施して、在宅医療の入退院支援を介護

と医療の各連携を進めて、深めていくという取

り組みを行ってまいりたいと思っております。

それから、その下の日常の療養支援というと

ころでは、今回、在宅療養支援病院とか診療所

要は、在宅療養の中核となるのは、やはり─

医師の確保ということになりますので、支援病

院、診療の増加に努めていくと。そのためにも

医師会とか宮大の医学部と連携していくという

ことでございます。

それから、24時間対応というのが一つのネッ

、クになっているということを伺っていますので

その下の４行目になりますけれども、各郡市医

師会の協力を得て、副主治医制の導入などにも

努めていきたいと思っております。

そのほかにも急変時の対応ですとか、今、医

師会のほうからもいろいろと取り上げていただ

いているんですけれども、在宅でのみとりです

ね。今後どんどん在宅で亡くなられる方という

のがふえてまいりますので、ここを十分急変時

にも対応できるように、しっかりした体制を築

いていきたいと思っておりまして、このような

ことを実効性といいますか、具体的な目標も設

定しておりますので、その目標に向かって、各

圏域でそれぞれしっかり話し合いながら進めて
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いきたいと思っております。

あと、もう一点。僻地医療で、こ○丸山委員

の僻地における常勤医師を69名を75名にしたい

という目標もあるんですが。これは僻地といっ

ても、多分、高原、西諸でも僻地になったりす

ると思っているんですが、そういうところまで

。 、広めていくというようなことなのか 今までの

入郷と、そっちの僻地だけを重視していくとい

うことになるのか、それがもしわかっていれば

教えていただきたいと思っております。

僻地の常勤医師数を目標○田中医療薬務課長

に前回も上げておりまして、現状17年度では、

前回目標69に近いところでございますが、ここ

に６人というのを上積みをしました。これは、

どこにということがなかなか難しいのがござい

ます。それで、今回は６年間の計画ですので、

私どもの目標として、年に１人はとにかく僻地

の診療所・病院、こういったところの定着医を

ふやしていこうと。そういうことで、75という

設定をいたしました。どこの病院も、毎年調査

をしますと、医師が足りない、医師が欲しいと

いうのをいただきます。そういったところで、

いろいろ活動もいただき、私たちも応援をし、

やっております。こういった中で、何とかそう

いった数を確保していきたいと思います。委員

御指摘のように、西諸の病院からも御要望をい

ただく、そういったものを含めて取り組んでま

いりたいと思っております。

僻地といいますか、どこの市町村○丸山委員

立の病院も医師確保について大変苦労している

んですが、僻地に当たる地域が偏って、そこし

か行っていないというようなイメージを持って

いるような気がするもんですから。できるだけ

幅広く、僻地というのは各地域に、入郷だけで

はなくて、いろんなところにあるということを

認識していただいて、まずは、マンパワーであ

る医師の確保をしっかりやっていただくという

のが大きいと思いますので、ぜひよろしくお願

いしたいと思います。

医療計画関連でほかにあればお○右松委員長

願いします。

資料１の脳卒中のところにあるｒ○西村委員

ｔ―ＰＡによる遠隔診療施設 今55ページの─

ほうを見させていただいておるんですが、この

脳卒中の割合が、県内でも死亡率の高いところ

にあるというので、この対策をするということ

で、メタボリックシンドロームとともにこうい

う体制をするという話なんですけれども、具体

的にこの目標値８カ所について、例えば、医療

関係者とかそういうところとの話が少しでも進

んでいるのかどうか教えていただきたいんです

けれど。

資料２の55ページに概念○田中医療薬務課長

図がありますけれども、この脳卒中に係る遠隔

診療支援ネットワークでございますが、これは

宮崎大学の医学部附属病院で、具体的には、救

命救急センターのほうが中心になって取り組む

ということで、現在のハブ施設１カ所というの

は、宮大附属病院の救命救急センターになって

おります。

それで、この８カ所に広げることで、それぞ

れの地域で、具体的には、同じ資料の59ページ

をごらんいただきますと、脳卒中に係る医療圏

というのを挙げております。これは二次医療圏

と同じでございますが、各地域に脳卒中に関す

る治療のできる病院があるということで、この

７医療圏にしております。ここに宮大以外の、

宮崎東諸県でいえば、宮大以外にもう一つハブ

をつくる。ほかの６圏域は１カ所はつくる。計

７カ所を追加、計８カ所にするという、そのよ
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うなものでございます。これにつきましては、

委員の御指摘のように、これは、いきなりそう

いう話を持っていってもなかなかうまく進みま

せんので、こういった地域の拠点となる病院、

こういったところの専門医 脳神経外科医が─

中心になります。こういったところと宮大の救

命センターのほうとで協議会をつくりまして、

そういった中で協力をいただく、あるいは、そ

れにどんなものが必要かといった協議を進めて

いくという形で準備を進めているという状況で

ございます。

これを聞いたのが 私は県北な○西村委員 ─

んですけれど、県北で脳卒中になったら、もう

助からんよと、特に入郷であったりとか、さら

に山間部であったりとか、あとは時間帯であっ

たら助からんよねという話を、よく一般の方は

されるんですよね。それはやっぱり医療機関が

どうしても県央部に集中しているということも

あると思うんですが、あとは移動の時間もそう

だと思うんですけれども、そういうことも踏ま

えると、これは23年度目標というのが非常に先

に感じるといったらあれですけれど、できる限

りこれはもう早く早くやっていただきたいなと

いうのがあるんです。これは23年度というより

も、その前にも早くできる 今の話を聞くと─

非常に難しいという話なもんですから、もっと

早くなる秘訣というか、なることはできないん

でしょうかね。

この数値目標のほうは、○田中医療薬務課長

この計画の最終年度が23年ということでここに

挙げさせていただいていますが やはりこのネッ、

トワークを構築するハブ施設をふやして、それ

ぞれ地域の中でのネットワークをつくっていく

ということは、これはもう、早いに越したこと

はないと考えております。宮崎大学の救命セン

ターも同様の思いでございます。それで、いろ

んな協力をもらう、あるいはハブ施設に必要な

いろんな整備を進めていくというのを、計画的

にできればどんどん進めていきたいと考えてお

ります。23年度と言わず、できるだけ早くとい

うふうには思いますが、そのような思いを共有

しながら、何とか早めに進めていきたいと思っ

ております。

こ○日高福祉保健部次長（保健・医療担当）

の55ページのほうの下の囲みのところをちょっ

とごらんいただきたいんですが。実は、既にモ

デル的な取り組みといたしまして、宮崎大学医

、学部の救命救急センターをハブにいたしまして

高千穂国保病院、それからえびの市立病院、串

間市民病院をスポーク施設 スポーク施設と─

いいますのは、脳梗塞になった患者さんがまず

第一時的に受診していただく医療機関と。そこ

、 、でＣＴの撮影を行いまして 脳梗塞だとなると

その時点で治療を開始していただく。その上で

必要があれば、救急車による搬送あるいはドク

ターヘリによる搬送等で、大学病院に搬送をし

たり、あるいは身近な施設に搬送をしたりとい

うような取り組みが、既に今行ってはいるとこ

ろでございます。

高千穂国保病院におきましては、既にこのモ

デル事業の中で 実際に治療を行った方もいらっ、

しゃいまして、県立延岡病院のほうに搬送をし

て、その後の治療も継続的に行うといった例も

出ているやには聞いております。そういったこ

とで、それが実際に、このハブ施設もどんどん

各医療圏で対応できるように、私もできるだけ

速やかに大学病院、大学の救命救急センターと

一体となりまして、取り組んでまいりたいと考

えております。

概要版の６章に、医師の地域偏在○丸山委員



- 44 -

平成29年12月７日(木)

の解消というのが書かれているんですが、特に

宮崎・東諸県に多くの医師が集まっていて、ど

うしても偏在を解消してほしいというのは我々

もよく言っているんですけれど、具体的には、

これはどのようなことをしていこうという計画

になっているのか、教えていただくとありがた

いと思います。

医師の地域的な偏在解消○田中医療薬務課長

というところで、二次医療圏別の医師数10万人

単位の県内格差の最大値を2.61から2.30に減ら

すという目標をつくっております。これは、具

体的には、宮崎東諸県が一番多くて、そして現

在、一番少ない西都児湯のこの格差が2.61とい

うふうになります。これを、２つの医療圏間の

格差ということで、少し減らすぞと。ここ10年

間の西都児湯の医師数というのは、10万人単位

では少し増加の傾向はあります。そういったも

のを伸ばしていって、それによって2.30という

格差まで縮小しようと。その具体的な取り組み

というようなところは、どうしても一般的な医

師の確保といったところになりますけれども、

そういったところで、格差の是正を何とかやっ

ていこうというものでございます。

それから、診療科間というところも、ここに

あります内科、外科、小児科、産婦人科、この

主たる診療４科について、今のところは内科と

小児科のほうが全国平均値を下回っているとい

う状況にございますので、これを何とかふやし

て、全国平均値を上回る形で解消をしていこう

。 、という目標でございます これにつきましては

現在、来年から新たな専門医制度も始まる、そ

ういった時期でもございます。そういう制度の

中で、県内定着をよりふやしていこう、何とか

ふやしていく。そういった中で、内科あるいは

小児科といったところもふやしていくといった

取り組みを、これまでもやっておりますけれど

も、進めていきたいと思っております。

今のを聞いても、なかなか偏在解○丸山委員

消というのは、非常に厳しいんじゃないのかな

と思っています。本当にできるのかな、まあで

きてほしいなという気持ちもあるので、医師が

どういう思いなのか。医師がそこで経営をする

というには、一人で行っても、なかなか続かな

いということで。例えば、小林市民病院は３人

ぐらいの内科医が来てくれればとか、産婦人科

に来てくれればうまく回るんだけれども、１人

。じゃ無理だとかいう話もよくあるものですから

簡単な問題じゃないと思いますが、積極的にこ

の格差是正をやっていただくようにお願いした

いなと思っております。

医療計画関係はいかがでしょう○右松委員長

か。これは議決条例になっていますが。

この前、医師会のほうでいろんな○丸山委員

、話を聞かせてもらったという話をしたんですが

今後の予定として、各種団体や市町村への意見

聴取とかパブリックコメントを行うということ

なんですが。その前にいろんな審議会で、どん

な意見が出て、どういうことを新たに盛り込ん

だのかとか、今後２月の定例県議会前には、ど

んな意見がありましたという要望とか、一覧表

なんかがあると。どういうふうに変わったんだ

というのがないと、全然その辺が、この分厚い

のを見せられてもわかりづらいもんですから、

ちゃんと各種団体や、市町村からの意見を反映

したというのがわかるような資料をつくってい

ただければ、ありがたいのかなと思っておりま

すので、それは要望にさせていただこうかなと

思いますけれども。

可能でしょうか。○右松委員長

。○田中医療薬務課長 それは可能かと思います
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パブリックコメントに関しても、その対応はま

とめますし、会議の意見等も取りまとめいたし

ますので、そういった形で準備を進めたいと思

います。

では それについては まとまっ○右松委員長 、 、

た段階で皆さんに渡してください。お願いしま

す。ほかに関連でありますか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

医療計画以外で、あればお願い○右松委員長

します。

資料５なんですけれども、これか○日髙委員

ら労働人口がどんどん減っていく中で、本当に

大切な部分かなと思っております。高齢者が活

躍する社会推進ということで、大事な部分かな

、 、と思うんですけれども 僕が注目しているのは

第３章の６番目で、この若年性の認知症施策の

推進、ここも大事なのかなと思うんです。この

部分を詳しく聞かせていただけたらなと思いま

す。

若年性認知症○内野医療・介護連携推進室長

施策につきましては、その施策の推進主体が県

というふうに決められておりまして、ことしの

１月にさまざまな相談 当然若年の方ですの─

で、経済的な問題や雇用の問題とか、医療・介

護に加えてそういう問題も出てきますので、そ

ういう相談窓口を若年性のコーディネーターを

１名配置しまして、ことしの１月から相談日を

毎週水曜日に設けております。はっきりした数

字はないんですけれども、今現在 これは推─

計ですけれども、県内でも300人程度とかいう数

字はあるんですけれども。またこれも認知症の

数ある施策の中で、今後大きなウエートを占め

てくるのではないかなと思っております。

私どもとしましては、今ある相談窓口が、な

かなかまだ周知がされていないところもありま

すので、各県内の市町村にあります相談窓口

地域包括ケアセンターとか初期集中支援チ─

ームとか、あるいは認知症疾患医療センター。

それから各地域において、そういう若年性の相

、 、談窓口も 今１カ所しかございませんけれども

また今後、そういう市町村のいろいろな相談窓

口と連携して、支援体制を充実していかないと

いけないのかなと思っております。

それから、若年性に限ったものではないんで

すけれども、今、認知症カフェ、認知症の患者

本人ですとか家族、そういった方々が集って、

いろいろな相談をし合ったり、あるいはいろい

ろな趣味活動であったりとか、そういう場も設

けられていますので、そういったものも広く今

後紹介をしていく。あるいは新たなそういう認

知症カフェのような場を 今後県内にもうちょっ、

とふやしていくということも、県内全市町村で

そういう場が１カ所でもあるように進めていき

たいというふうに思っております。

ありがとうございます。本当に施○日髙委員

設に行ったときに、若いまだまだ仕事もできる

、ような方が認知症でいらっしゃるということで

本当に初期段階が大切だと思いますので、ぜひ

力を入れていただきたいと思います。

この介護療養型を、介護医療院と○丸山委員

いうのに円滑に転換していきたいというふうに

書いてあるんですが、そうなってきますと、医

療もできるような 兼ね備えた介護の施設になっ、

ていくというようなイメージを持っているもの

ですから。そうなってきますと、医療費はある

程度抑制といいますか、伸びの抑制になるかも

しれませんが、介護保険料はかなり伸びていく

ようなイメージを持ってしまうんですが、その

辺のことは、何か議論されていることはあるん

でしょうか。
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市町村のほうが考えてい○木原長寿介護課長

るのは、そういうところを考えております。療

養病床につきましては、医療療養病床と介護療

養病床の２つがございます。介護療養病床につ

、 、いては 現在も介護保険で行っておりますので

これが介護医療院になった場合に、単価等が変

われば、それはどうなるかわかりませんけれど

も、現時点でおおよそそれで行くんではないの

かなと。あとは、医療療養病床がどうなってい

くのかなというのがあるんですけれども、これ

については、今、国の審議会のほうで 分科─

会だと思いますけれども、そこで介護保険料を

幾らにするのか、いろんなものを検討しており

ますので、それがわかれば、また御報告をさせ

ていただきたいなと思います。

ちょっと勉強不足で、まだ見てい○丸山委員

ないものですから、介護をする市の人数とか、

その計画なんかも並行してやらないと、結局厳

しいと、絵に描いた餅になってしまうのかなと

思っているんですが。この計画の中には、その

辺何か書いてあるんですか。

医療薬務課のほうからも○木原長寿介護課長

しかしたら詳しい説明があるかもしれませんけ

れども、医療薬務課のほうで医療療養病床と介

護療養病床の転換についてどうしますかという

ことについて、各病院のほうに調査を行ってお

ります。そこで、この３年間 30年度から32─

年度、この中で変更しますというものについて

、 、は 今回のサービス計画の中に盛り込むように

市町村に指示をしているところでございます。

ということで、その辺を踏まえた上で介護保険

料として出てくるし、サービス量としてもカウ

ントされると、そういう状況でございます。

介護医療院というのが、○田中医療薬務課長

療養病床からの転換先として用意されている、

国が検討しているというものでございますが、

療養病床の転換意向調査というのを、ことし行

いました。その結果、今後６年間に転向を考え

ていると言ってきたのが、医療療養病床につい

ては30床という結果でございました。医療療養

病床そのものは、県全体で病院だけでも712床ご

ざいますので、まだまだちょっと模様眺めとい

。うのが強いんではないかというふうに思います

先ほどお話がありました介護医療院になった

ときの介護報酬が幾らになるのか、そして施設

基準、いろんなスタッフの配置基準といったも

のがどのようになるのかというのが、まだ議論

の途中で、よくわからないといったようなとこ

ろで、そういうところがまだ出てきていないの

かなというふうに思います。

介護職員の人材確保の116ページ○右松委員長

あたりは、どうでしょうか。目標の数が出てい

ますけれど。

資料６の115ページでござ○木原長寿介護課長

います。マンパワーにつきましては、その下に

表がございます。平成27年度に数字がございま

して、介護職員については、１万9,913人という

数字を我々は把握いたしております。これにつ

いて20年度、あるいは団塊の世代が後期高齢者

になります2025年度でございますけれども、現

在、各市町村において、必要なサービス量を計

算しておいてもらっておりますので、そのサー

ビス量が出てきた上で、ここに数字を入れ込ん

でいくと。そういうことでございますので、現

時点においては、サービス量はおそらくふえる

とは思っておりますけれども、どのサービスが

どれくらいふえるか、それを見極めた上で、ま

た御報告をしたいと思います。

これまでの議会答弁だと、4,000名○丸山委員

ぐらい足りないんじゃないかという、答弁が多
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、 、 、かったものですから それとまた違うのが 今

細かく計算中という認識でいいのか、どういう

ふうに今の計画が作業中なのかというのを教え

ていただくとありがたい。

丸山委員から御質問を受○木原長寿介護課長

けて、4,300人ということでお答えをさせていた

だいております。それは、現計画の平成27年度

から29年度をつくるに当たって、平成26年度の

時点で29年度までのサービス量、同じく平成37

年度までのサービス量を各市町村に見込んでい

ただいて、それを積み上げたものに対して、こ

れくらい実際伸びるんじゃないのか。それに対

して、理論値としては２万4,000ぐらい必要だな

ということで、その差が4,300と。

今回については、平成37年度ですね。2025年

については、新たにサービスを見込んでおりま

すので、その新たなサービスによって、また人

数が変わっていくということで、マンパワーと

しては、もしかすると差がふえるかもしれませ

んし、減るかもしれないと。そういうこともあ

るということで、今精査をしておるところでご

ざいます。

多分ふえるのは間違いないなと○丸山委員

思っているんですが。なかなか現状は思ったよ

うにふえていないのが実際で、また離職が非常

に多かったりとかしているというようなことは

聞きましたし、これまでも何か大きなグループ

で特養みたいなところは、割りかし離職は少な

いけれども、小さいホームというのは結構離職

が激しかったり、マンパワーの確保が厳しいの

があったもんですから。その辺の育成のためと

か確保のためには、やっぱりしっかり何か、宮

崎県ではこうしないといけないよねというよう

な形も 何か議論をしていただきたいかなと思っ、

ているので、その辺の意見聴取なんかもする予

定なんでしょうか。

27年度にやりました実態○木原長寿介護課長

調査においても、丸山委員がおっしゃられたよ

うな結果が出ておりまして、私どもも認識をい

たしております。当然そういうものも進めてい

かないといけないとは我々も思っているところ

、 、なんでございますけれども 現時点においては

小規模につきましては、小規模のところでなか

なか研修ができないとか、いろんなところがご

ざいますので、そういうのについては、集まっ

てやっていただくような、そういう集合研修体

系を、しかも地区別に起こしてやったらどうか

とか。あるいは、給与につきましては加算制度

がございますので、これについては個別に、特

に加算制度をとっていないところ、あるいは加

算の低いところ、そういうところについては、

社会保険労務士の方に行っていただいて、ある

程度手助けをしながら申請書をつくっていただ

いたり、そういうことをしながら今、取り組ん

でいるところでございます。

私も勉強不足で済みませんが、要○井本委員

支援の上に要介護があるんですよね。その前は

自立支援ということになるの。その辺の境目が

どうなっているの。

自立支援と重○内野医療・介護連携推進室長

度化防止という言葉がよく使われるんですけれ

ど、重度化防止というのは、これ以上要介護度

が悪くならないようにすると。悪くても維持す

るということになりますし、自立支援というの

は、同じような意味もあるんですけれども、例

えば、要支援に認定された方が元気になると。

いろいろなリハビリとかをやって、介護保険を

逆に卒業をして、もう認定されなくなって、要

、 。は 自分で自立した生活が送れるようになると

そういうものを今後目指していくという方向性
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が、介護保険の中で、法改正の中でもうたわれ

ておりまして、そういう考え方になります。

もう一つ。何か要支援の幅が今、○井本委員

狭まってるという話を聞くけれど、そうでもな

いですか。

要支援は、１○内野医療・介護連携推進室長

と２というのは従来と変わっておりませんけれ

ども、一つは、平成27年度からちょっと制度が

一部変わりまして。要支援者に対して介護予防

給付というのがあるんですけれども、その中の

介護予防の訪問介護、それから通所介護、そち

らのほうが、同じ介護保険制度の中ではあるん

ですが、地域支援事業というものに移行をされ

まして。それが要支援認定という手順を踏まな

くても、迅速に同様なサービスも受けけられる

というふうな制度が新たに 市町村が実施主─

体になるんですけれども、それが始まっており

ます。制度の枠組みとしては、要支援１、２と

いうのはもう従来のままなんですけれども、昔

であれば、全て介護予防給付を受けられていた

方が、中にはそういう地域支援事業の中で同様

のサービス、訪問介護とか通所介護のサービス

を受けられているというのはあります。

資料４の20ページ、メタボ該当者○西村委員

の減少率で、目標が20％になっているんですけ

れど、この資料３は25％になっていて、多分25

％が合っていると思うんですが。この中で「平

成20年度と比べた」とあるんですが、平成20年

度がどのぐらいであって、この減少率という考

え方、予備軍の減少率ということは、平成20年

度が成人男性の20％だったのを、次は15％以下

に下げようということなのか、ちょっと目標値

の見方がよくわからないなと思いましたので。

20年度を１としまし○成合国民健康保険課長

たら、そこから25％減らしましょうということ

でございます。割合ですね。

20年度がどのぐらいだったんです○西村委員

かね。

済みません。ちょっ○成合国民健康保険課長

とお待ちいただいてよろしいですか。後ほど説

明させてもらいます。

あと、この図表15、これは誤りで○西村委員

すかね。

大変申しわけござい○成合国民健康保険課長

ません。20ページの図表15は、25の誤りでござ

います。

どのぐらいか、まだわからないで○西村委員

すか。

20年度が、本県の場○成合国民健康保険課長

合 14.4％でございます。ですから、実数はどう※

なるか、ちょっとわからないんですけれども、

これを基準としまして、さらに25％減らしてい

くということでございます。

では、その14.4％から、既に15.12○西村委員

％は減っているということでここに書いている

んですかね。

改善率でいうと、１○成合国民健康保険課長

％程度になります。ですから、平成20年度時点

で14.4％あったものを、25％にしていきましょ

うという考え方でございます。

現状は、14.4から15.12％にふえて○西村委員

しまっているということですかね。目標は、あ

くまで14.4から25％下げるということが目標と

いうことでいいんでしょうかね。

そのとおりでござい○成合国民健康保険課長

ます。国のこのメタボの定義、仕様の基準が若

干変わっていますので、ちょっとそこの追加の

ところはまだわかりませんけれども、基本的に

はそういう考え方でございます。

※71ページに訂正発言あり
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わかりにくいですね。○西村委員

今、医療費適正化計画に入って○右松委員長

いますので、あと国保の事業、納付金関係も含

めて、あればお願いします。

医療費について。できるだけ健康○井本委員

で、そして、逝くときはころりと逝こうという

のが基本なんだろうと思うけれど。やっぱりイ

、 、 、メージでは 死ぬときに 末期医療というので

随分お金がかかるなというような気がするもん

だから。私なんかも、もしころっといって、も

、 、う処置がないようだったら もうほっとけよと

。うちのかみさんなんかに言っとるんだけれどね

その辺のようなことは全然、今回は取り上げて

いないんですか。

なかなかちょっと踏○成合国民健康保険課長

み込みづらい領域でもございますし、基本的に

こういう終末期医療あるいは末期がんの治療の

あり方とか、こういった面につきましては、国

のほうでも、また医師会サイドでも検討されて

おりますので、その検討結果を待って、何らか

の対応はしたいと考えております。

、○日高福祉保健部次長 保健・医療担当（ ） 今

御質問の点につきましては、今回の医療費適正

化計画の中では具体的に触れられてはおりませ

んけれども、先ほども担当課長が御説明した、

みとり医療という部分では触れられておりまし

て。医療計画の素案ですので、資料２になりま

すか。在宅医療の部分の138ページでございます

が、これは、在宅におられる方が事前に家族の

方や、あるいは施設に入所されている場合であ

れば、施設の管理者等に御自身の最期をどのよ

うにするかという思いをきちんと伝えていただ

くことによって、その人の尊厳を 尊厳とい─

う言葉はちょっと、尊厳死というものと結びつ

くのがあれなんですが、その人が求めている最

期が迎えられるように体制を整備していきたい

というようなことで、計画としては触れている

ところでございます。医療費のいろいろな調査

研究が行われておる中では、死亡前の医療費が

確かに高くなっているというような調査報告は

行われております。

一方で、やはりその最期の段階で提供された

医療が、本当にその方が望まれたものであった

のかどうかというところは、御本人の意思が事

前に示されていないと、なかなか難しいという

ところもあります。御案内かと思うんですけれ

ども、家族の方々がよくそれをわからずに、

ちょっと最期の危ない状態になったときに、慌

てて救急隊に連絡して、救急隊としては、呼ば

れて行ったからには医療機関に運ぶというのが

役割である。医療機関としても、その方の意思

が明確にされていない状況であれば、それはも

う延命のための医療を行うというのは、医師と

しての役割であるというようなことが現時点で

はございます。

ただ、一方で、そのような学会等は、この最

期の医療の提供のあり方についてどうしたらい

いのかということで、幾つかのガイドライン、

こういう条件が整えば、延命のみのための医療

は控えてもいいんではないかというようなこと

も出されておりますので、今後そのあたりは十

分に検討をしながら、慎重な対応もしながら、

かつ御本人の意思をきちんと表明していただく

ような仕組みづくりなども必要ではないかとい

うふうには考えております。

胃瘻なんかで長々と生かして、本○井本委員

人はもう意識不明のままで生きている、あんな

感じで生きて、むしろかわいそうじゃないのか

と思うんだよね。その辺のところ、はっきりし

たメルクマールみたいなのを、やっぱりつくら
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んといかんかもしれませんね。わかりました。

資料４の14、15ページなんか見て○丸山委員

いまして、特定健診について、特に15ページで

意外だったなと思いますのは、東京が結構健診

率が高い、一番よくて、医療費も少ないという

のがあると。東京だと何か結構、市町村からの

取り組みといいますか、すごく行政が遠いイメ

ージがあるのに、こんなに高いんだなというの

が非常にびっくりして。逆に宮崎のほうが田舎

だから、もう少し行政と近いような、市町村と

近いような気がするので。市町村国保のが、14

ページ見ると34％で、非常に低い状態なもんで

すから、ここを大きく改善しないと、医療費の

伸びの抑制をしていきたいということを、書か

れていましたけれども、本当に実現できるのか

なと思っているんですが。これまでも特定健診

、についての受診率を上げていきたいというのは

なかなか伸びてきていないのが現実なんですけ

れど、今回ので何か特にここをやっていきたい

というのが書かれているものなのか、教えてい

ただくとありがたいなと思っております。

東京都が高いという○成合国民健康保険課長

のが、私も詳細はわかりませんけれども、おそ

らく健診実施機関である個別の医療機関が多い

のかなというところもあろうかと思います。

そういう中で、本県につきましては、国保に

おきましてもなかなか伸びていないという現状

で。ただ、特に市町村国保につきましては、健

診機会の拡大ということで、集団健診に加えて

、 、個別健診であったり あるいは休日であったり

こういった健診機会の拡大もしております。ま

た、啓発という面でも、そういう疾病のリスク

なりを訴えながら、県民のそういった行動変容

を促すという取り組みもしております。

、新しい取り組みということなんですけれども

基本的には、そういった受診機会の拡大と、そ

れから県民への啓発というのを強化していこう

という２つでございまして、新たに今いろいろ

検討をしておりますのが、例えば、病院に日ご

ろからかかっている方の健診データを活用、あ

るいは労働安全衛生法に基づく事業主健診、こ

れを特定健診に活用しましょうと。いわば、実

質的に特定健診の実施率を上げていくような方

策も今考えているところです。

それと、もう一つは、今、全国的に 本県─

もやっていますけれども、健康マイレージです

とか住民にそういった特典を付与することで、

特定健診に足を運んでいけるような取り組みを

。進めてまいりたいというふうに思っております

特定健診等をしっかりやっていた○丸山委員

だけるようにお願いしたいのと。あと、第２期

でもおそらくこの適正医療費の伸びの抑制とい

うのを、金額を多分出していると思っているん

ですが、実際どれぐらい伸びの抑制ができたと

いう数字があれば教えていただくと。この第３

期は46億円の伸びの抑制をやっていきたいとい

う目標を掲げているんですが、第２期の目標は

幾らであって、それが実際どれぐらい達成でき

たというのがあれば。できなかった理由がもし

あれば、そこをどういうふうに分析していて、

第３期に実効あるべきものにしようと考えてい

るのか、改めてお伺いできればなと思っており

ます。

第２期では29年度の○成合国民健康保険課長

医療費見込みをはじいておりまして、4,476億円

と見込んでおりました。このときには、要する

に、医療費適正化の取り組みを進めた適正化後

ということで、4,476億円でございます。

ただ、当時の国の算定ツールで算定したとこ

ろ、こういう数字になったというところで、も
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ちろん29年度の実績だけ出ておりませんけれど

も、29年度の推計医療費が4,108億円ということ

、 。ですから かなり低くなっているということで

ただ、第２期の見込み方がちょっと甘かったの

かなという気もしておりまして、数字的には十

分クリアしているということでございます。

その見込みのとり方で大分変わっ○丸山委員

てくるということと思いますけれども、いずれ

にしましても、特定健診なんかは伸びてきてい

ないというのがちょっと心配なもんですから。

、そこをどうやって伸ばしていくのかというのは

もう一歩、もう二歩ぐらい市町村、特に国保が

頑張っていただかないと、人数も一番多いとこ

ろでありますので、しっかりやっていただきた

いかなと思っております。

それでは、次の課に入る前に、○右松委員長

トイレ休憩を一旦とりたいと思いますので、暫

時休憩いたします。

午後２時47分休憩

午後２時55分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、続きまして、障がい福祉課、健康

増進課、こども政策課からそれぞれ説明をお願

いします。

それでは、常任委員会○日髙障がい福祉課長

資料の30ページをお願いいたします。

第５期宮崎県障がい福祉計画、第１期宮崎県

障がい児福祉計画の素案についてであります。

１の計画策定の理由でありますが、宮崎県障

がい福祉計画は、障害者総合支援法の規定に基

づき定めているもので、現行の計画期間が今年

度で満了することから、平成30年度から新たな

計画を策定するものであります。

また、児童福祉法の改正により、障がい児福

祉計画の策定が義務づけられたことにより、本

計画は、第１期障がい児福祉計画を一体として

策定するものであります。

２の計画期間でありますが 平成30年度から32、

年度までの３年間としております。

３の計画の骨子でありますが （１）の基本理、

念としまして、本計画は、障害者総合支援法の

基本理念であります、日常生活・社会生活の支

援が、共生社会を実現するため、社会参加の機

会の確保及び地域社会における共生、社会的障

壁の除去に資するよう、総合的かつ計画的に行

われることとしております。

また （２）の計画の基本方針では、国の基本、

指針を踏まえ、障がいのある人々が自立した日

常生活または社会生活を営むために必要なサー

ビスが、地域において計画的に提供されること

を目的としております。

さらに （３）の基本目標では、宮崎県障がい、

者計画における障がい福祉サービスの整備等に

係る実施計画として位置づけ、障がいのあるな

しによって分け隔てられることなく、地域でと

もに生きる社会づくりとしております。

最後に （４）の計画の構成でありますが、上、

から順番に、計画の基本理念等、平成32年度の

数値目標の設定、指定障がい福祉サービス等の

必要見込み量、指定障がい福祉サービス等の従

、事者の確保及び資質の向上のために講ずる措置

障がい者の安全・安心の確保及び生活の質の向

上に資する取り組み、県地域生活支援事業の実

施に関する事項、県障がい福祉計画の達成状況

の点検及び評価としております。

４のスケジュールにつきましては、後ほど御

説明をいたします。

次に、31ページをごらんください。

５の現行計画の評価でございます。
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（１）の現行計画の取り組み成果等でありま

すが、取り組み事項の欄順に申し上げますと、

まず、施設入所者の地域生活への移行につきま

、 、しては 障がい者の地域生活の居住の場として

グループホームの整備拡充等に継続して取り組

んだ結果、グループホームのサービス見込み量

の実績値が計画値をほぼ達成するなど、地域移

行を進める上での基盤整備は着実に進みつつあ

ります。

今後の課題といたしまして、障がい者の重度

・高齢化に対応できる地域サービスの充実・確

保を図るため、市町村と連携した上で、地域生

活支援拠点等の整備を図っていく必要がござい

ます。

次に、入院中の精神障がい者の地域生活への

移行につきましては、精神障がい者が住みなれ

た地域で充実した生活を送ることができるよう

に、各保健所に地域移行支援協議会を設置し、

、関係機関の連携体制の構築を図りますとともに

ピアサポート活用事業を継続して実施し、支援

体制の充実を図っているところでございます。

最後に、福祉施設の利用者の一般就労への移

行等でありますが、障がい者雇用に関する理解

を深めるため、労働局等と連携し、事業主を対

象としたセミナーの実施や障害者就業・生活支

、 、援センターを中心として 障がい者の就職相談

。職業訓練等を推進してきたところでございます

32ページをお開きください。

（２）の数値目標の達成状況でありますが、

表の中段の精神障がい者地域移行支援協議会の

設置数につきましては、目標値を達成しており

ますが、上段の施設入所から地域生活への移行

者数及び、下段の年間一般就労移行者数につき

ましては、障がい者の重度化・高齢化や通所事

業所の整備等の影響もございまして、目標達成

には厳しい状況にございます。

このため、６の次期計画に向けた取り組みの

方向性では、障がい者の地域生活への移行に向

けた取り組みとしましては、引き続きグループ

ホームの重点整備を進めるとともに、地域生活

を支える拠点となる地域生活支援拠点等の整備

を、市町村と連携して進めていく必要があると

考えております。

また、精神障がい者の地域移行、地域定着に

向けた取り組みとしましては、県及び障がい福

祉圏域に設置しております地域支援協議会が重

層的に連携し、支援従事者に対する研修やピア

、サポートの活用などをさらに進めることにより

精神障がい者にも対応をした地域包括ケアシス

。テムの構築を図る必要があると考えております

また、施設からの一般就労移行者をふやすた

、 、めには 就労系サービスの拡充を図るとともに

障がい者の雇用に関する理解を深めるため、障

がい者雇用コーディネーター等による事業所訪

問の充実や、来年４月から開始される就労定着

支援事業の活用促進による職場定着率の向上を

図る必要があると考えております。

さらに、障がい児支援の提供体制の確保を充

実させるため、地域の中核的機能を持った児童

発達支援センターの整備を中心とした重層的な

地域支援体制の構築を図るとともに、医療的ケ

ア児が身近な地域で支援を受けられるようにす

るため、主に重症心身障がい児を対象とする障

害児通所支援事業所の整備や、地域において保

健、医療、福祉、教育等の関係機関の協議の場

を設け、総合的な支援体制を構築する必要があ

ると考えているところでございます。

続きまして、資料７をごらんください。

第５期計画の概要となっております。

１の計画、基本理念等につきましては、先ほ
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ど説明したとおりでございます。

２の平成32年度の数値目標の設定であります

が （１）福祉施設の入所者の地域生活への移行、

につきましては、国の基本指針で示された入所

者数２％以上削減を基本としながら、本県の実

情を勘案しまして、平成32年度の目標値は、入

所者の削減見込み者数を34人に、また地域移行

者数を100人に設定したところでございます。

（２）の精神障がい者にも対応をした地域包

括ケアシステムの構築につきましては、国の基

本指針に即し 入院後３カ月時点での退院率を69、

％、それから６カ月を84％、１年時点を90％と

などとしております。

（３）の福祉施設から一般就労への移行等で

ありますが、本県の実情を勘案いたしまして、

年間一般就労移行者数を平成28年度実績の約1.2

倍増となる213人としたところでございます。

なお、表の一番下、就労定着支援事業による

支援を開始した時点からの１年後の職場定着率

につきましては、平成30年４月から始まる新た

なサービスでございますので、国の基本指針に

即して80％としたところでございます。

次の段に移っていただきまして （４）の地域、

生活支援拠点等の整備でありますが、この目標

は、障がい者の地域生活を支援する機能、例え

ば、相談、体験の機会の場、緊急時の受け入れ

・対応等といった機能を持つ拠点、あるいは、

そういった機能を複数の機関が分担して、ネッ

トワーク化による面的な体制を整備していくと

いうものでございますが、この数値目標は、国

の基本指針に即して、７つある障がい保健福祉

圏域ごとに、１カ所以上の地域生活支援拠点等

を整備することを基本としたところでございま

す。

（５）の障がい児支援の提供体制の整備等で

ありますが、国の基本指針に即して、児童発達

支援センターの数は、各圏域に少なくとも１カ

、所以上を整備することを基本として13カ所以上

保育所等訪問支援事業所の数は、一部広域的な

利用も含め、全ての市町村において利用できる

体制を構築することを基本として23カ所以上と

しております。

また、主に重症心身障がい児を支援する児童

発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業

所の数及び医療的ケア児支援のための協議の場

の設置につきましては、各圏域を基本として数

値を設定したところでございます。

次に、３、指定障害福祉サービス等の必要見

込み量につきましては、サービスごとに見込み

量を記載しておりますが、３の枠の中の一番下

ですね （５）の下になりますが、の米印に記載。

しておりますとおり、この見込み量につきまし

ては、各市町村の数値の積み上げ値となってお

ります。今現在、各サービスごとに平成32年度

の県の数値目標との整合性を図る観点から、市

町村と協議を行いながら精査をしているところ

でございますので、未確定値ということで御了

。解をいただきたいというふうに考えております

次に、４の障害福祉サービス等の従事者の確

保及び資質の向上のために講ずる措置といたし

ましては、サービス提供に係る人材の研修、事

業者に対する第三者評価の促進、虐待防止を図

るための関係機関の連携や意識の啓発等を掲げ

ているところでございます。

右の段に移っていただきまして、５の障がい

者の安全・安心の確保及び生活の質の向上に資

する取り組みといたしまして、障がい者等の芸

術文化活動による社会参加等の促進、障がいを

理由とする差別の解消の促進、施設等における

防犯・防災対策の強化・充実などを掲げている
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ところでございます。

６の県地域生活支援事業の実施に関する事項

につきましては、発達障害者支援センター運営

事業や障害者就業・生活支援センター事業など

専門性が高い相談支援事業、手話通訳者・要約

筆記者養成研修事業など専門性の高い意思疎通

支援を行う方の養成研修、県自立支援協議会な

ど広域的な支援事業について、それぞれ目標値

を設定しているところであります。

次に、７の県障がい福祉計画の達成状況の点

検及び評価でありますが、中間評価を行った上

で県障害者施策推進協議会等へ報告するなど、

進捗状況の点検・評価をしっかりと行うことと

しております。

ここで、再度、常任委員会資料の30ページに

お戻りいただけますでしょうか。

最後に、４のスケジュールでありますが、こ

れまで市町村、障害福祉サービス事業者、障が

い者関係団体等から構成されます県障害者施策

推進協議会など、各方面から幅広い意見を聴取

しながら、素案の策定に当たってきたところで

あります。

今後は、パブリックコメントの実施や委員の

皆様方の御意見をいただきまして、３月に計画

を策定する予定としております。

なお、計画の素案につきましては、別添の資

料８としてお配りしておりますので、後ほどご

らんください。

。障がい福祉計画については以上でございます

続きまして、常任委員会資料の46ページをお

開きいただけますでしょうか。

国民文化祭及び全国障害者芸術・文化祭開催

準備の進捗状況について御説明をいたします。

平成32年に本県で一体的に開催いたします国

民文化祭と全国障害者芸術・文化祭につきまし

て、現在の進捗状況を、本委員会と総務政策常

任委員会にそれぞれ報告するものであります。

まず、１の県実行委員会第２回総会の開催に

ついてであります。

１ の開催日にありますとおり 去る10月23（ ） 、

、 、 、日 月曜日に 宮崎市の宮日会館におきまして

第35回国民文化祭宮崎県実行委員会、第20回全

国障害者芸術・文化祭実行委員会第２回総会を

開催いたしました。

（２）にあります総会の決議事項は、９月議

会の常任委員会において説明いたしました基本

構想と、県実行委員会の今年度の事業計画及び

、 、収支予算でありまして 審議いただいた結果は

ほぼ原案どおり決議されたところであります。

特に、基本構想につきましては、点線の枠で

囲んだ基本構想の概要にありますとおり、基本

、 、 、方針 キャッチフレーズ 会期等につきまして

当初の案どおり決定されたところであります。

次に、２の大会ロゴマークの募集であります

が、第２回総会での決定を受けまして、現在、

大会ロゴマークの募集を行っております。

（１）の募集期間は、11月17日から既に開始

しておりまして、来年１月31日までの予定であ

ります。

（２）の応募資格は、宮崎県在住または県外

在住で国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭に

理解・関心のある方としております。

（３）の審査・決定・発表でありますが、選

考委員会を設置しまして、委員会による選考審

査を行った上で、最優秀作品を１点、優秀作品

を４点以内決定いたしまして、来年５月の発表

を予定しております。

（４）の募集要項につきましては、県ホーム

ページからダウンロードできるほか、県庁、総

合庁舎等で配布しているところでございます。
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最後に、３の今後のスケジュール案でありま

すが、今年度は、国民文化祭企画会議や全国障

害者芸術・文化祭企画運営委員会などを開催し

ながら、事業内容の検討を進めてまいります。

来年度以降は、平成30年度に国の実行委員会

での基本構想の承認、平成31年度に県実行委員

会で実施計画の決定と国の実行委員会での実施

計画の承認、そして、平成32年度の秋口に開催

という計画を立てております。

参考といたしまして、次ページ以降に基本構

想を添付しておりますので、後ほどごらんくだ

さい。

説明は以上であります。

健康増進課から、３つの○矢野健康増進課長

計画の素案について御説明をさせていただきま

すが、医療計画等と重複する部分については、

省略して御説明をさせていただきます。

まず、第２次健康みやざき行動計画21の見直

しの素案について御説明をいたします。

。常任委員会の資料34ページをお開きください

、 、１の見直しの理由でありますが この計画は

健康増進法に基づき平成25年度に定めており、

現行計画策定時からおおむね５年後に中間評価

を行うこととしておることから、今年度、中間

評価を行いまして、平成30年度以降の計画の見

直しを行うものであります。

２の計画期間は、現在、平成25年度から34年

度までの10年の計画期間としておりますが、医

療計画や医療費適正化計画など、医療・保健分

野に係る他の主要な計画と見直し時期の整合性

を図るため、今回、平成35年度を終期とする変

更を行うこととしております。

３の計画の骨子でありますが、基本方針は、

小児期からの望ましい生活習慣の定着、個人の

健康や生活の質の向上を社会全体で支える環境

整備などの推進を図ることを目的としており、

健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図ることを

、 、全体目標とし 栄養・食生活を初め10の分野で

課題や施策の方向、具体的な目標値を定めてお

ります。

35ページをごらんください。

５の現行計画の中間評価の（１）取り組みの

成果等についてであります。

まず、栄養・食生活につきましては、適正体

重維持を推進するため、テレビＣＭやポスター

作成等により啓発を実施しましたが、肥満者の

割合は増加傾向にあります。

一方、野菜摂取量の増加に向けて、外食・中

食を対象としたベジ活応援店の登録等による食

環境整備に取り組んだところ、摂取量は一定の

増加が認められたところであります。

次の身体活動・運動については、一日平均歩

数の増加に向けて、事業所等への出前教室など

を実施しましたが、特に20歳から64歳の歩数が

減少しており、引き続き身体活動の増加を図る

必要があります。

次の休養・こころの健康については、相談窓

口を知っている人の割合は増加傾向にあります

、 、が より多くの人が相談の機会を得られるよう

今後も相談窓口等に関する情報提供に取り組む

必要があります。

次のたばこにつきましては、受動喫煙の防止

を推進するため、テレビＣＭ、ポスター制作等

による啓発や禁煙施設認定などに取り組んだ結

果、事業所での禁煙実施率は増加しています。

次のアルコールにつきましては、健康教育等

の機会を通じまして、適正飲酒に関する啓発を

行いましたが、多量に飲酒する人の割合は女性

で増加傾向にあります。

次の歯の健康から次の36ページの糖尿病、循
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環器疾患、がんは、他の計画と説明が重複して

、 。おりますので ここでの説明は省略いたします

最後の項目、小児期の栄養・食生活について

は、望ましい食習慣の定着を目指して、親と子

の野菜料理体験教室などに取り組みましたが、

野菜が足りていない子供の割合は、依然７割を

超えている状況にあります。

６の見直し計画に向けた取り組みの方向性で

ありますが、これまでの普及啓発の取り組みに

加え、住民の約７割を占めるとされている、い

わゆる健康無関心層にも働きかけることができ

るよう、自然と健康に望ましい行動を選択でき

るような社会環境整備や、ライフステージに応

じた取り組みを推進していく必要があると考え

ております。

また、食生活の改善や運動習慣の定着、たば

こ対策については、職場や所属する団体を通じ

た取り組みが重要でありますことから、いわゆ

る健康経営の観点なども取り入れて、企業が従

業員に対して実施する健康増進の取り組みの重

要性や利益などについて理解の促進を図ってい

き、関係機関と協力した、連携した取り組みを

推進してまいります。

重点的に取り組んだ野菜摂取量の増加につい

ては、一定の成果が得られましたが、その一方

で、食塩の摂取量については悪化していること

が判明いたしましたので、栄養成分表示等の普

及を通じた食環境の整備を図ってまいります。

続きまして、資料９のほうですね。資料９の

健康みやざき行動計画21の概要を用いて、見直

し計画の概要を御説明いたします。

第１章の基本方針、３、計画の期間と評価で

すが、先ほど申し上げましたとおり、平成35年

を終期とする11年計画に変更を行う予定であり

ます。

４の生活習慣病対策の方向性については、健

康への関心が低い人、いわゆる健康無関心層や

生活習慣病の予備群でありながら自覚していな

い人に対し、自然と望ましい行動ができるよう

な環境の整備に取り組みます。

また、健康に関心のある人や、健康に向けた

取り組みを始めた人に対しては、その取り組み

を継続できるような支援を行います。

５の全体目標として、健康寿命の延伸と健康

格差の縮小を目指しております。

６の計画の改定における基本的な考え方であ

りますが、中間評価の結果、目標値に達したも

のが9.7％、目標値に達していないが改善傾向に

あるものが24.1％であったのに対し、変わらな

、 、いものが34.5％ 悪化しているものが24.8％と

全体の６割でありましたが、先ほど申し上げま

したような健康無関心層への対策の観点も含め

まして、引き続き取り組みを推進してまいりま

す。

第２章の分野別目標については、先ほどと同

様に、10分野の中から他の計画の記載と重複し

ております４分野については省略させていただ

き、６分野について施策の方向を御説明いたし

ます。

まず、１、栄養・食生活については、生産か

ら消費まで食にかかわるさまざまな業種と連携

し、食環境の整備を行うとともに、管理栄養士

や食生活改善推進員等の人材育成に取り組んで

まいります。

次に、身体活動・運動につきましては、日常

生活の中でこまめに身体を動かすことや、健康

、づくりのための運動習慣の定着を図るとともに

適切な運動指導を行える専門家の育成と活用を

図ってまいります。

次に、３の休養・こころの健康については、
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関係機関と連携して、休養・心の健康づくりに

関する情報や、相談窓口に関する情報をわかり

やすく具体的に提供をしてまいります。

次に、４、たばこにつきましては、今後、国

の健康増進法の改正の動向を注視しながら、妊

産婦の喫煙防止や、受動喫煙防止に向け、教育

機関・医療機関などと連携しながら、県民への

啓発に取り組んでまいりたいと思います。

次に、５のアルコールにつきましては、未成

年者への対策のほか、多量飲酒者や妊娠中の飲

酒、生活習慣病に関するリスク等の飲酒につい

ての正確で適切な情報を提供してまいります。

６の歯の健康から９のがんまでは省略いたし

ます。

10の小児期の栄養・食生活については、望ま

しい食習慣の定着のために、一人で食事をする

子供の減少や適正体重の維持など、家庭や学校

等の関係機関、地域が連携して、食育について

県民に対する正しい知識の普及を図り、社会全

。体で取り組む環境づくりを推進してまいります

以上が、第２次健康みやざき行動計画21の見

直しの素案の概要になります。

なお、お手元に計画の素案の全体をお配りし

ておりますので、ごらんください。

お手数ですが もう一度 常任委員会資料の34、 、

ページにお戻りください。

。４の策定スケジュールについて御説明します

今後、計画素案について、県医師会や県栄養

士会などから構成する宮崎県健康づくり推進協

議会での検討を行うとともに、パブリックコメ

ントの募集を実施することとしております。

第４四半期で、これらを踏まえまして、計画

案について常任委員会に報告させていただき、

宮崎県健康づくり推進協議会で検討を行った上

で、計画を改定する予定としております。

第２次健康みやざき行動計画21につきまして

は、以上であります。

次に、続きまして、第３期宮崎県がん対策推

進計画の素案について御説明をいたします。

常任委員会の資料の38ページをお開きくださ

い。

まず、１の計画策定の理由でありますが、こ

の計画は、がん対策基本法に基づき定めている

ものであります。平成25年度からスタートした

現行計画の期間が今年度で満了をしますことか

ら、計画の見直しを行い、平成30年度からの第

３期計画を策定するものであります。

２の計画の期間でありますが、がん対策基本

法第12条において、少なくとも６年ごとに都道

府県がん対策推進計画に検討を加え、必要があ

るときは、これを変更するよう努めなければな

らないとされておりますことから、医療計画を

初め、医療・福祉保健関係の他の計画と整合を

図る観点から、平成30年度から35年度までの６

年間とすることとしております。

３の計画の骨子については 「がん患者を含め、

た県民が、がんを知り、がんの克服を目指す」

をスローガンに、①科学的根拠に基づくがん予

防・がん検診の充実、②患者本位のがん医療の

実現、③尊厳を持って安心して暮らせる社会の

構築という全体目標のもと、がん予防、がん医

療の充実、がんとの共生、これらを支える基盤

の整備という４つの分野別施策を設けることと

しております。

39ページをごらんください。

５の現行計画の評価の取り組みの成果等につ

いてでありますが、一番上の項目、がんの予防

、 、については バランスのよい食事や適度な運動

たばこ対策を推進したことにより、野菜摂取量

の増加などの改善項目が見られましたが、女性
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の喫煙率など、目標値に達していないものも見

られたところであります。

がんの早期発見と、がんの医療提供体制の充

実の取り組みについては、医療計画と重複しま

すので省略させていただきます。

以上のような現行計画の評価を受け （３）次、

期計画に向けた取り組みの方向性としまして、

まず、がん予防に関する知識の普及啓発に今後

も継続して取り組むことで、がんの罹患率の低

下を図り、また休日・夜間健診の充実など、受

診者の利便性に配慮したがん検診の実施を促進

することによる受診率の向上を図るほか、適切

な制度管理のもとに行われるがん検診を推進す

ることで、早期発見・早期治療によるがんによ

る死亡率の低下を図ってまいります。

また、２つ目ですが、地域連携クリティカル

パスの活用を推進することで、質の高いがん医

療提供体制の構築を図ってまいります。

最後に、３つ目ですが、がんに関する知識の

普及などを通じまして、がんになっても自分ら

しく生きることのできる地域共生社会の実現を

進め、がん患者及びその家族の生活の質の向上

を図ってまいります。

続きまして、この概要について資料11で御説

明いたしますので、資料11をごらんください。

まず第１章、計画の策定に当たっての計画の

策定の趣旨でありますが、生涯のうち日本人の

２人に１人ががんになる、日本人の３人に１人

はがんで亡くなると推計されていること 昭和57、

年以降一貫して、がんが本県においても死亡の

原因の第１位となっていること、がんは加齢に

伴い発症リスクが高まることから、高齢化の進

展に伴いましてますます重要になってくること

などから、本県におけるがん対策の総合的・計

画的な推進のための指針となるような計画を策

定するものであります。

次に、第２章の宮崎県におけるがんによる死

亡・がん罹患の状況をごらんください。

１の死因別死亡割合の円グラフにありますと

おり、平成28年に本県で亡くなった１万3,702名

のうち、26.6％の方ががんで亡くなっておりま

す。

２のがんの75歳未満年齢調整死亡率の推移に

つきましては、グラフの示すように、全国、宮

崎県ともに減少を続けておりますが、これは、

がん検診等の施策の推進や、医療の進展による

ものであると考えております。

３の性別年齢階級別がん罹患率につきまして

は、本県では、平成25年にスタートしたがん登

録のデータを用いまして、全国の罹患状況と比

較したグラフを掲載しております。

15歳から54歳までの年齢階級では、男性より

。女性のほうが罹患率が高くなる傾向があります

また、55歳以降の年代では、男性のがん罹患率

が多くなる傾向がありますが、こちらについて

は、全国、宮崎県に共通するものとなっており

ます。

このような状況のもと、がんにかかる人を減

らす、がんで亡くなる人を減らす、そして、が

んになっても安心して暮らせる社会を構築する

という観点から、全体目標を定め、それを達成

するための分野別施策、個別目標を記載してお

ります。そちらが第４章になります。

まず、第４章の１の科学的根拠に基づくがん

。予防・がん検診の充実の部分をごらんください

がんの75歳未満年齢調整死亡率と年齢調整罹

患率の改善を図り、そのどちらも全国平均を下

回ることを目標としております。

そのために、まずは、がんにかかる人を減ら

、 、すというがん予防の観点から 一次予防として
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生活習慣、科学的根拠に基づくがんの予防方法

について、また感染症予防として、ウイルスや

細菌の感染が原因とされるがんに関し、正しい

知識を持って、避けられるがんを防いでいくと

いうことを目標としております。

また、二次予防として、科学的根拠に基づく

がん検診を正しく実施することを推進するとと

もに、その実施率の向上を図り、早期発見・早

期治療を促すこと これらによって がんになっ。 、

ても、早期発見・早期治療により死亡者を減ら

すということを目標としております。

次に、第４章の真ん中の２の患者本位のがん

医療の実現をごらんください。

（１）がん医療の提供体制 （２）のチーム医、

療の推進として、本県では４つのがん医療圏を

、 、設定し がん診療連携拠点病院等が中心となり

がん診療を行う医療機関が相互に連携または役

割分担をして、がん医療を提供する体制を整備

しております。

患者本位のがん医療の実現のため、専門チー

ムと連携するなど、一人一人の患者が必要とす

る治療やケアを提供する環境の整備を進めてま

いります。

次に、３の尊厳を持って安心して暮らせる社

会の構築につきましては、がんと診断されたと

きからの緩和ケアの推進として、医療従事者は

もとより、患者側、県民の側でも緩和ケアに対

する理解が深まるよう、普及啓発を努めます。

また （２）の相談支援、情報提供についてで、

すが、多くの人が情報を入手する手段として、

インターネット上にはがんに関する情報があふ

れているものの、科学的には必ずしも正しいと

は言えない情報も含まれておりますことから、

県民が正しい情報を入手し、相談等の支援を受

けることができるよう、拠点病院が設置するが

ん相談支援センター及び国立がん研究センター

のウェブサイト、がん情報サービスなどについ

ての一層の周知に努めたいと考えております。

右端の列の（３）の社会連携に基づくがん対

策・がん患者の支援のために、地域における医

療機関の連携を促進し、がん患者が療養する場

所にかかわらず、質の高いがん医療を受けるこ

とができるよう、地域連携クリティカルパスの

活用を推進します。

（４）のがん患者等の就労を含めた社会的問

題につきましては、がんの５年生存率データの

改善がかなり図られておりまして、がんは不治

の病ではなく、がんは長くつき合う病という状

況となっておりますことを踏まえまして、働く

ことを希望するがん患者が治療と仕事を両立で

きるよう、関係機関と連携し、支援する体制の

構築を推進いたします。

（５）のライフステージに応じたがん対策に

つきましては、小児世代や思春期世代、若年成

人世代などのＡＹＡ世代のがん患者の治療と学

業の両立、切れ目のない医療を提供するための

連携推進、高齢のがん患者の意思決定を支援す

るための体制の構築を推進いたします。

次に、第４章の最後になりますが、これらを

支える基盤の整備でありますが、ここまでに挙

げました分野別施策について対応するための基

礎を築くために、がんという病気や、がん患者

に対する県民の理解を深めることを目的に、学

校におけるがん教育、あるいは、広く県民を対

象とするがんに関する情報の普及啓発を推進し

ます。

また、がん医療を支えるための人材育成とし

、 、て 拠点病院等が実施する研修会などを通じて

医師を含むがん医療従事者の育成を図っていき

ます。
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以上の分野別施策の中では （１ （２）の、 ）、

がんの予防 （４）のがん患者等の就労を含めた、

社会的な問題が、今回の特徴的な施策となって

おります。

第５章では、宮崎県がん対策推進条例の趣旨

、 、 、を踏まえ 県や市町村 拠点病院等のみならず

県民を含む関係者の責務を記載しております。

以上が、第３期宮崎県がん対策計画の概要に

なります。

お手元に第３期宮崎県がん対策計画の素案を

お配りしておりますので、ごらんください。

もう一度、常任委員会資料の38ページにお戻

りください。

４のスケジュールを御説明いたします。

策定のスケジュールでございますが、本日の

委員会での御報告の後、12月中旬に第２回のが

ん対策審議会を開催いたします。

その後、12月下旬から、パブリックコメント

を実施する予定であります。

第４四半期では、計画案について常任委員会

に報告させていただきますとともに、がん対策

審議会のほうで検討を行いまして、計画を策定

する予定としております。

がん対策推進計画の素案については、以上で

あります。

続きまして、健康増進課からの３つ目になり

ますが、第２期宮崎県歯科保健推進計画の素案

について御説明をいたします。

。常任委員会資料の40ページをお開きください

まず、１の計画策定の理由でありますが、こ

、 、の計画は 歯科口腔保健の推進に関する法律と

宮崎県歯・口腔の健康づくり推進条例に基づき

定めているものであります。現行計画の期間が

今年度で満了をしますことから、計画の見直し

、 。を行い 第２期計画を策定するものであります

２の計画期間でありますが、最終年度を他の

計画と同様に、医療計画や健康みやざき行動計

画21などと合わせまして、平成30年度から35年

度までの６年間としております。

３の計画の骨子でありますが、県民の生涯に

わたる歯・口腔の健康づくりに関する施策を総

合的かつ計画的に推進することにより、県民の

健康の保持・増進に寄与することを計画の趣旨

としております。国の歯科口腔保健の推進に関

する基本的事項にある健康格差の縮小等の目標

に即しまして、ライフステージに応じた歯科保

健対策、支援が必要な方への在宅歯科医療など

の歯科保健医療の推進を図ることとしておりま

す。

計画は、第１章から第４章までの４章構成と

しております。第３章の分野別施策では、乳幼

児期から高齢期までのライフステージ等に応じ

た具体的な歯科保健目標を記載しております。

なお、今回の見直しで新たに追加しました項

目としましては、第３章の２つ目のポツの支援

が必要な方に対する歯科保健医療の推進、３つ

目のがんや糖尿病などの治療を行っている方の

医科と歯科の連携の推進、４つ目の災害時の歯

科保健医療体制の整備、これが新しく追加した

項目となっております。

。常任委員会資料の41ページをごらんください

５の現行計画の評価でありますが、１つ目の

事項、虫歯の予防については、乳幼児期、学齢

期等の虫歯は減少しております。中ほどにあり

ます目標値をほぼ達成している状況となってお

ります。

フッ化物洗口に取り組む小学校の割合は増加

し、数値目標の達成状況については、ほぼ目標

を達成している状況となっております。

しかし、市町村別に見ますと、26市町村のう
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ち13市町村が未実施で、市町村の取り組みに差

が見られている状況であります。

２つ目の取り組み事項、歯周疾患の予防につ

いては、４ミリ以上の深い歯周ポケットを持つ

者に当たる進行した歯周炎を持つ者の割合が増

加しております。

次の取り組み事項、歯の喪失予防につきまし

ては、80歳で20本以上の自分の歯を有する者の

割合が増加しております。

６の次期計画に向けた取り組みの方向性とし

まして、まず、虫歯予防の取り組みをさらに推

進するため、フッ化物洗口の未実施の市町村が

、 。実施できるよう 課題の整理を進めていきます

また ２つ目ですが 今回悪化した項目のあっ、 、

た歯周疾患の予防については、定期的な歯科健

診の推進が特に重要でありますため、事業所に

おいても定期的に歯科健診・指導を行って、口

の中の状況改善が見られたモデル事業の取り組

みの結果の周知でありますとか、歯と口の健康

と全身の健康や医療費との関係などについて積

極的に啓発するなどの関係者の取り組みを促し

ていきたいと思います。

次のポツでは、高齢化の進展により、今後ま

すます歯科医療機関に定期的に通院することが

困難になると考えられる高齢者の増加が見込ま

れますため、在宅歯科医療の診療体制のさらな

る充実を図ります。

続きまして、計画の素案の概要を御説明しま

す。

資料の13をごらんください。

第２章の部分でございますが、前の計画の目

標と評価でございますが、今回評価を行った34

項目中、Ａの「目標値に達した 、Ｂ「目標値に」

達していないが改善傾向にある」といったＢ以

上の項目が20項目あり、全体の約６割となって

おります。

また、ライフステージ等の達成度評価につい

ては、全体的にＡ、Ｂの評価が多くなっており

ますが、成人期のみ、進行した歯周炎を持つ者

の割合が悪化しておりました。

次に、第３章の分野別施策についてでありま

すが、先ほど申し上げましたとおり、１から４

に分かれておりまして、１つ目については、こ

れまでの取り組みの改善項目、２つ目から４つ

目については 新規の取り組みの項目立てとなっ、

ております。

１のライフステージに応じた歯科保健対策の

推進については 共通する取り組みとして フッ、 、

化物の応用、かかりつけ歯科医での定期歯科健

診の推進を図ります。

また （１）の乳幼児期から（４）高齢期まで、

の取り組みの根拠となるデータを記載しており

、 、 、ますが 主なものとしましては 乳幼児期では

歯磨きなど保護者への働きかけ、妊娠期から大

人に対する普及啓発。学齢期では、乳歯から永

久歯に生えかわることから、フッ化物の応用に

加え、歯と口の健康を守るための生活習慣の形

成。成人期では、進行した歯周炎を持つ方の割

合が増加しておりますので、歯間部清掃用具の

使用の推進。高齢期では、歯の喪失予防と誤嚥

性肺炎の予防に向けまして、口腔の清掃、摂食

・嚥下訓練等の口腔ケアを推進いたします。

一番右の列の２に、支援が必要な方への歯科

保健医療の推進を記載しております。障がい者

や高齢者など通院が困難な方への在宅歯科保健

医療の推進を図る。

また、その下、医科歯科連携を推進するため

に必要な体制の整備では、がん治療中の口腔合

併症の予防や糖尿病治療の血糖コントロールの

ため、医科と歯科で連携し、口腔ケアの推進等
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を図ることとしております。

また、４の災害時の歯科保健医療体制の整備

としまして、災害発生時を想定した被災者への

対応に向けて、研修会など実施して、関係者と

の連携を図った体制の整備を進めることとして

おります。

第４章、計画の推進体制については、歯科医

師会等の関係機関と十分な連携を図ることや、

県民への必要な情報提供を行うこととしており

ます。

お手元に資料14として、素案の全体をお配り

しておりますのでごらんください。

。常任委員会資料の40ページにお戻りください

。４のスケジュールについて御説明いたします

今後パブリックコメントを実施しまして、こ

、 、れらを踏まえて計画案を策定し 県歯科医師会

歯科衛生士会、市町村、教育委員会などから構

成する宮崎県歯科保健推進協議会で検討を行っ

た後、２月の定例県議会に議案として提出し、

常任委員会で御審議いただき策定したいと考え

ております。

宮崎県歯科保健推進計画については以上であ

ります。

健康増進課からは以上であります。

常任委員会資料の42ペ○髙畑こども政策課長

ージをお願いいたします。

みやざき子ども・子育て応援プランの見直し

についてでございます。

、 。まず １の見直しの理由についてであります

みやざき子ども・子育て応援プランは 平成27、

年度から31年度までの５カ年計画であり、内閣

府が示した基本指針に基づき、市町村が定める

市町村子ども・子育て支援事業計画の教育・保

育に係る量の見込み、これは需要量に当たるも

のであり、教育・保育施設の利用状況に、今後

利用したいという潜在的な利用希望を加えたも

のであります。

、 、また 確保方策は供給量に当たるものであり

これは教育・保育施設の利用定員を積み上げた

ものとなりますが、このうち、教育・保育に係

る量の見込みにつきましては、当該プランの計

画の中間年である平成29年度を目安として、必

要な場合には見直しを行うこととされているこ

とから、市町村の状況を踏まえ、今回見直しを

行うものでございます。

、 。次に ２の見直しの内容についてであります

この量の見込みを見直すかどうかの基準につ

きましては、下の囲み部分にありますとおり、

内閣府から方針が出されております。

まず、１にありますように、平成28年４月１

日時点の支給認定区分ごとの子供の実績値が、

市町村計画における量の見込みよりも10％以上

の乖離がある場合は、原則として見直しが必要

となります。

なお、この支給認定区分は、子ども・子育て

支援新制度に伴い、教育または保育を必要とす

る子供を、その年齢に応じて１号から３号に認

定区分をしているものでございます。

また、２にありますように、10％以上の乖離

がない場合におきましても、平成29年度以降も

引き続き受け皿の整備を行わなければ、待機児

、童の発生が見込まれる場合などにつきましては

１に準じて見直しを行うこととなります。

なお、３にありますように、１または２の場

合に該当しても、既に計画を見直している場合

や、特別の事情がある場合には、見直しを行わ

ないことができるとされており、見直しを行う

かどうかの最終的な判断は、市町村が行うこと

となっております。

この方針に基づき、市町村が検討を行いまし
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た結果 （１）にありますように、宮崎市を初め、

とする13市町が見直しを行ったことに伴い、県

のプランを今回見直すものでございます。

また （２）と（３）にありますように、子ど、

も・子育てに関する施策のうち、現時点で成果

目標値を達成している指標の上方修正や、制度

改正等により現状に即していない部分の字句を

修正することとしております。

見直しの概要につきましては、別冊資料15を

お開きください。

このプランは第１章から第５章で構成されて

おりますけれども、今回見直しの対象となるの

は、資料右側にございます第４章及び第５章に

なります。

まず、第４章、幼児教育・保育等の提供体制

、 、につきましては 先ほど御説明しましたように

内閣府の指針に基づき市町村が見直しを行った

結果、表に記載のとおり、需要量と供給量の見

直しを行うものでございます。

見直しの内容でございますが、Ⅰの需要量に

ついては、平成30年が見直し前の４万4,001人か

ら見直し後は４万3,218人となり、31年には同じ

く４万3,339人から４万2,603人となります。

また、Ⅱの供給量につきましては、平成30年

が見直し前の４万7,644人から見直し後は４

万6,913人となり、31年には同じく４万7,691人

から４万6,783人となります。

この結果、供給量から需要量を差し引いた需

給では、平成30年が見直し前の3,643人から見直

し後の3,695人と52人の供給増となり、31年に

は4,352人から4,180人と172人の供給減となりま

すが、いずれも需要を上回る供給が行われる見

通しとなっております。

次に、第５章、子ども・子育てに関する各種

施策の推進に関する見直しについてでございま

す。

１の施策の内容に記載のように、県のＮＰＯ

活動支援センターが「みやざきＮＰＯ・協働支

援センター」に名称変更したことに伴う字句の

改正など、現状に即していない部分を改正する

ものでございます。

また、２の計画の成果指標については、44の

個別成果指標のうち、下記の表にございます６

つの成果指標の28年度実績が目標値を超えてい

たことから、指標の上方修正を行うものでござ

います。

、これらの指標を含む成果指標につきましては

毎年進捗管理を行っているところであり、目標

が達成できるよう、各部局と連携しながら取り

組んでまいりたいと考えております。

。常任委員会資料の42ページにお戻りください

３の今後のスケジュールでございます。

今後パブリックコメントを実施しまして、そ

の結果を踏まえて、宮崎県子ども・子育て支援

会議への意見聴取を行い、２月定例県議会に議

案として提出させていただきたいと考えており

ます。

なお、別冊の資料16は、みやざき子ども・子

育て応援プラン見直し素案 抜粋でございま─

すけれども、添付してございますので、後ほど

ごらんいただきたいと思います。

みやざき子ども・子育て応援プランの見直し

につきましては、以上でございます。

ここで委員の皆様にお諮りいた○右松委員長

しますが、本日の日程は午後４時までとなって

おりますが、このまま４時以降も継続してよろ

しいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

では、そのようにいたします。○右松委員長

執行部の説明が終了しました。
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その他報告事項についての質疑をお願いしま

す。

障がい者の福祉計画についてお伺○丸山委員

いしたいんですが、資料７の平成32年度の数値

目標の設定の中で、２の（１）に施設から地域

生活への移行推進とあるんですが。結局グルー

プホームなどで地域にという話は国でもやって

いるんですが、聞く話によりますと、障がい者

のほうも高齢化が進んでいて、グループホーム

とか、そういう地域になかなか返せないという

状態も出てきているということで。そういった

ことを含めてしっかり、国はグループホームと

か簡単に言っているけれども、今回の計画の中

では、そういった視点というのは何か入ってい

らっしゃるんでしょうか。

国の基本指針といたし○日髙障がい福祉課長

ましては、今、丸山委員おっしゃったように、

施設から地域へという大きな方針があります。

この第５期計画の前に、第４期計画、第３期計

画とあって、それぞれに基本指針の中で言って

はいるんですが、徐々に地域移行できる方々の

パーセントが減ってきております。国の指針の

ほうでも、やはり障がいの重度化であるとか高

齢化の対応で、なかなか地域に戻せない方々も

あり、そういう方々の拠点として、やっぱり施

設もある程度は必要になってくるという部分が

見えてきているのではないかなと思っておりま

す。今回も基本的には、削減目標２％というこ

とで減ってきておりますので、そういう部分が

反映されているのかなというふうに考えており

まして、今後は、やっぱりこの計画をつくる場

合でも、施設の協議会であるとかそういうとこ

ろからも御意見を伺っておりますので、そうい

。 、 、 （ ）う部分も含めて あと 施設のほうが ２の ４

にありますように、地域生活支援拠点という部

分がございまして、そういうもののサポートを

しながら 地域の中で施設と車の両輪としてやっ、

ていけるような形にならないかなと考えている

ところでございます。

あと、就労の支援もかなり書いて○丸山委員

あって、離職しないように仕事定着できるよう

な支援も書いてあるんですが、本当にそれが可

能なのか。今、実態的には離職もかなりあるよ

うな気もするので、どうなっているのかも含め

。て教えていただくとありがたいかなと思います

確かに障がい者の就労○日髙障がい福祉課長

につきましては、以前と比べると、かなり進ん

できているのかなという気はいたしますが、や

はり離職という部分も、体調によってなかなか

同じような仕事ができないというような方もい

らっしゃいます。そういう意味で、先ほど丸山

、 （ ）委員からもお話がありましたように ２の ３

に書いてありますが、来年度から就労定着支援

事業という事業が、新たなメニューとして加え

られます。ある程度職場のほうに行って、どう

いう形で指導をしていけばいいかとか、障がい

者の方もどういう形で対応をしていけばいいか

というところを支援していくところでございま

。 、す 就職しますと環境がかなり変わりますので

そういう部分がサポートできると、少しなりと

も雇用する側も雇用される側も、何というか、

関係性がわかっていないままに離職という形に

なる部分は避けていけるのではないかなと考え

ているところでございます。

あと、精神障がいの関係でお伺い○丸山委員

したいんですが、宮崎のベッド数が、全国の倍

以上あったと記憶しているものですから。今回

できるだけ入院を短くしていこうというような

ことも目標で書いてあるんですが、あと、ベッ

ド数の関係も出てくるんじゃないかと思ってい
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て、その辺の関係は何か書いてあるんでしょう

か。

、○日髙障がい福祉課長 病床数につきましては

今あるベッド数を幾ら減らすとかいうような話

にはなかなかならないんですが。やはり精神障

がい者の方が入院をされたとしても、早期に退

院をされて、地域で生活をしていく、そういう

部分を支える体制づくりがまずは必要なのかな

ということで、我々のほうでは書いているとこ

ろでございます。

、 、 （ ）今 委員がおっしゃいましたように ２の ２

が精神障がい者にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築ということになるんですが、ここで

見ていただいてもわかりますように 以前の─

数字をちょっと持っていないんであれなんです

が、目標数値に対しまして、ある程度平成26年

度の数値でも高くなっていて、いわゆる早期退

院に向けて病院側もそれなりに努力していただ

いているのかなというふうなところは見てとれ

るのではないかなと思っております。

今後は、先ほどお話がありました医療計画と

の整合性も取り入れながら、精神障がい者の方

が地域で生活していける体制づくりというもの

を進めていければと考えているところでござい

ます。

県内で８つのピアサポート活用事○丸山委員

業をしていまして、実績もあるんだけれども、

内容的にこれがしっかり充実していって、ちゃ

んとうまくいっているのか。内容によって精神

障がい者の方の充実した生活にもつながってい

くんじゃないかと思うし、また、再入院しない

ような形にもなってくるはずであって、うまく

実質的に活用をされていってほしいなと思って

いるんですが、それらのことも含めて、何かこ

の計画に書いてあるということでよろしいで

しょうか。

委員が今おっしゃった○日髙障がい福祉課長

のは、常任委員会資料の31ページの取り組み成

果の中段のところではないかなと思っておるん

ですが。県内の８つの医療法人等に委託しまし

て、精神障がい者の地域活動支援センターとい

うところが 多くは、いわゆる精神科病院の─

方が運営はされているんですけれども、そこに

精神保健福祉士さんであるとかそういう方々が

、 、おられて 退院されて地域生活をされた方々を

地域の中でどういう形でサポートしていくかと

いうことで活動をしていただいております。

その中で、やはり平成24年ぐらいからそうい

う活動が来ているんですが、ここ一、二年、ピ

アサポートの延べ活動数とかもふえてきており

ますので、今後に期待したいという部分があり

ます。こういうような方々が病院とか施設とか

に行かれて、地域の生活の充実度合いというも

のをピアとして、実感としていろいろお話をし

ていただくことによって、先ほどおっしゃった

ように、長期入院の方というのは、なかなか地

域に出る勇気がなかったりとか、もう病院のま

までというような、施設のままでというような

話もあるんですけれども そういう部分で やっ、 、

ぱりピアの方々が直接お話をされるということ

が重要になってくると思っておりますので、こ

ういう部分についても計画の中に書き込んでい

きたいというふうに考えております。

障害福祉計画で関連があればお○右松委員長

願いします。なければ、それ以外でありました

らお願いします。

常任委員会資料の41ページなんで○日髙委員

すが、35歳から44歳の歯周炎を持つ者の割合が

ふえているということなんですけれども 僕も44、

歳で、気になるなと思ったんです。確かに周り
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にいるんですよね、実は歯周病だったという人

が。なぜふえたのかというのは、原因はわかっ

ているんでしょうか。

なぜふえているのかとい○矢野健康増進課長

うところまでは、ちょっとわからないところで

はあるんですが。やはりこういうのを早期に発

見していくために、ずっと定期的に歯科健診を

受けることの取り組みを推進してきたところな

んですが、そちらの取り組みもあんまり進んで

いないということがあります。ふえている原因

もわからないところではあるんですが そういっ、

たのをきちんと早く発見して、専門の治療を受

けられるような取り組みは必要であるというふ

うに思っております。

これは、治療をしていけば治るも○日髙委員

んなんですかね。

きちんと口の中をきれい○矢野健康増進課長

にして、しかるべき専門的治療、必要な場合は

、 、抜歯をするでありますとか 歯並びの矯正とか

いろんな歯科的な治療はあります。そういった

取り組みをすることによって、予防はできると

思っております。

ありがとうございます。○日髙委員

あと、この下のほうの在宅歯科の治療体制と

いうことなんですけれども、これから本当に必

要になってくるんではないかなと思うんですけ

れども。必要としている割合と、実際医師が在

宅歯科で賄っている部分というか、その割合と

いうのは大体どれぐらいかわかっていらっしゃ

るんでしょうか。カバー率か、ちょっと難しい

ですかね。実際、在宅歯科の診療をされている

数でもいいです。

そういった施設の中で、○矢野健康増進課長

寝たきりでありますとか、そういった中でどれ

ぐらい必要かということですね。ちょっと正確

なデータではないんですが、大体７割、８割ぐ

らいの方はそういったケアが必要であるという

ことになっております。

いや、在宅歯科診療体制のこと○右松委員長

を今聞いていますよね、高齢化がどんどん進む

中で。

後ほど、２点ですね。ど○矢野健康増進課長

れぐらい必要なのかということと、そういった

方に対してどれぐらいの医療が提供できている

のかということについて、済みません、後ほど

答えさせていただきます。

お願いします。○日髙委員

歯科医療で、41ページにフッ化洗○丸山委員

口のことが書いてあるんですが、未実施の市町

村に聞いて、実施に向けた課題を整理するとい

うふうに書いてあるんですが、何が問題だとい

うのは、もう情報収集されているのか。ただ財

政的なものなのか、マンパワーが足りないから

なのか、もしくは、何かほかの理解促進が足り

ないからとか、何かそういうものがあるという

ふうにしているのか、そこを含めて教えていた

だきたいかなと思うんですが。

そういった市町村さんの○矢野健康増進課長

声についてはいろいろ聞いているところであり

ますが、やはりフッ化物洗口に関する理解が進

んでいないところが大きなところになってくる

かなと思います。やはりちょっと怖いといいま

すか、フッ化物が劇薬といった印象があって、

安全性の面で学校のほうでも、怖いからちょっ

と導入が難しいでありますとか、そういった声

を聞いております。そういったところが一番大

きな障壁になっているのではないかなというふ

うには思います。

それを科学的根拠に基づいて ちゃ○丸山委員 、

んと理解をされて、実施されている市町村も実
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際あるわけですので、しっかりとした広報、啓

発というのをやることによって、子供のうちか

ら虫歯ができづらい環境にしていって、しっか

り食事もできるというようにしていくことが、

全体には健康につながっていくというふうに

なっていきますので、そういうことをしっかり

取り組んでいただくとありがたいのと。また、

学校だけではなくて、おそらく、高齢者の施設

等でも、やっぱり口腔ケアというのは非常に重

要だと思っていますので そういうことにもしっ、

かり取り組んでいただくようにお願いできれば

なと思っておりますけれども。

歯科保健推進関係はよろしいで○右松委員長

しょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それ以外にあれば、お願いしま○右松委員長

す。

資料９の健康みやざき行動計画の○丸山委員

見直しについてなんですが、やっぱりなかなか

難しいのが、健康の関心が低い人へのアプロー

チ。特定健診とかも含めて全部だと思っている

んですが、どのようなことを今後やっていくよ

うな計画といいますか、具体的にはしていくの

かなと。何か書かれていることがあれば、教え

ていただくとありがたいかなと思っているんで

すけれど。

具体的なところについて○矢野健康増進課長

は、考え方としては、３つあるのではないかな

と思っております。一つは、働きかけの機会を

ふやしていくことがあると思います。今、テレ

ビＣＭでありますとかポスターを通じて、広く

県民にこういった健康づくりに関する重要性の

御説明、普及啓発をしているところであるんで

すが、それだけではどうしても健康に無関心な

方には届かないというのがあります。それぞれ

の生活のステージに応じて、例えば、小さいと

きだったら学校、働く世代については職場、高

齢期になったら地域の中に普段いるわけですの

で、そういったところからの働きかけをしてい

くというのが、一つポイント。そこは、ライフ

ステージごとの対策というところで表現させて

いただいておりますが、そういったところを関

係機関としっかり連携をして、働きかけの機会

をさらにふやしていくというところが、一つの

対策のポイントになってくると思います。

あと、別の考え方としまして、健康な生活習

慣の選択のバリアを下げるといいますか、アク

セスをよくするという考え方があります。例え

ば、たばこをやめたいと思っている人が、やめ

、られるための医療機関を受診しやすくするとか

あるいは、ホームページできちんと情報提供を

するとか、あるいは、健診の機会についても土

日とか夜間とか、いろんな検診を同時に受診で

きるようにするとかですね。そういった環境を

よくして、アクセスをよくする、バリアを低く

するという環境づくりですね。そういった取り

組みを進めていって、自然と意識しなくても健

康にいい生活が実現できるようにするというこ

と。あと、インセンティブとかペナルティーと

いいますか、インセンティブをつけていくとい

う考え方がありまして、これは、今も県のほう

から市町村に 健康づくりのためのインセンティ、

ブの取り組み、健診を受診したらポイントをつ

けるでありますとか、そういった取り組みをし

ている市町村を補助するような取り組みもして

おりますが、こういったインセンティブを活用

するとかといった取り組み方、大きくそういっ

た３つの取り組み方があるのかなと思っており

ます。こういったことで、健康無関心層と言わ

れる人にも、さらに対策を進めていくというこ
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とが考えられるかと思っております。

私の提案としてなんですが。一番○丸山委員

無関心層と言われるのは、多分30代、40代ぐら

。いの子供たちがいる世代だと思っているんです

だから、ＰＴＡ総会とかそういう学校のときに

乳がんで亡くなられた小林麻央さん いらっ─ 、

しゃいましたよね。やっぱりちゃんと検診を受

けないと、自分の子供がこんなことになるかも

しれませんよ、だから乳がん検診を受けましょ

うとか、親に届けられるのがＰＴＡ活動とか。

もしくは、大体１月の成人式のときに、お父さ

ん、お母さんとかおじいちゃん、おばあちゃん

たちにちゃんと健診をしてくださいねとかいう

ような、本当に環境づくりというか、働きかけ

のそういう場所もいっぱいあるんじゃないかな

と思っていますので。市町村がもっと考えて、

いろんな機会を利用して、無関心層へのアプロ

ーチを何か考えていただけたらどうかなと思っ

て。どういう考えがあるか、感想でもいいから

お伺いできればなと思いますけれども。

御指摘のとおり、県だけ○矢野健康増進課長

ではなかなかそういった対策が進まないと思っ

ておりまして、市町村でありますとか教育機関

等の取り組みを推進していくことをきちんと連

携して進めていくことは、大変重要であると思

います。ＰＴＡの活用でありますとか、成人式

の機会の活用でありますとか、そういったこと

も視野に入れて、対策を考えていきたいと思い

ます。ありがとうございます。

あと、３番の休養・心の健康のこ○丸山委員

とについてお伺いしたいんですけれども。去年

ぐらいから、50人、100人ぐらいの企業がストレ

スチェックをやることを義務化されているんで

す。小さい企業はなかなかそこまでないんです

が、しっかり企業のデータとかを活用して、こ

ういう心の健康にもうちょっと積極的に連携し

ていくと、もっと有効的にできるんじゃないか

と思っている。その辺のことは考えられないの

かをお伺いしたいと思います。

メンタルヘルスの部分に○矢野健康増進課長

ついては、労働安全衛生法で事業者が従業員に

対してやっていく、産業保健の分野でそういっ

た取り組みが進んでいます。当然この健康づく

りの部分については、産業保健の部分と、ある

いは学校保健でありますとか、いろんなものが

連動をして進めていかなければならないという

ことでありまして、今、職域の部分、働く世代

に対してきちんと対策していくためには、そこ

は大変重要というふうに思っております。

健康経営という言葉もありますが、事業者が

。従業員に対してきちんと健康を管理していくと

健診も受診するでありますとか、そういったメ

、 、ンタルヘルスもやっている企業については 今

企業の知事表彰という取り組みも進めておりま

すが、そういった企業の意識の活性化というよ

うな取り組みも きちんとやっていきたいと思っ、

ております。

資料11のがん対策のことでお尋ね○有岡委員

したいと思いますが、チーム医療の推進という

ことで、緩和ケアチームの病院数が８と。これ

を目標が10ということで、このバランス的には

、 。どういう状況なのか お尋ねしたいと思います

医療計画のほうになりま○矢野健康増進課長

すが、資料２の50ページをお開きください。こ

ちらの数値目標と書いてありますところに、緩

和ケアチームのある病院数が、現状８施設あり

ますが、県北、県央、県南、県西のがん医療圏

ごとの施設数が記載されております。県北が２

で県央が４、県南がゼロ、県西が２というよう

なのが現状となっております。
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ぜひ県南にもそういった施設がで○有岡委員

きるということを期待するわけですが。要望と

してお聞きいただければと思うんですが、例え

ば、口腔のほうで災害時の体制整備をというこ

とでうたっておりますが、実際に災害のときに

経験したことは 例えば、熊本でもそうでし─

たが、病院がどこが実際、例えば、人工透析の

患者を受け入れるとか、そういった情報を大学

生がネットで紹介したりと、そういう取り組み

をしているんですね。そういった意味では、ニ

ーズがあって、こういう施設があって、ここが

今対応できますよと。例えば、こういうチーム

が派遣できますよとか、そういった情報をいざ

というときに整理できる これは計画の中で─

、 、はなくて結構ですが 実際にマニュアルとして

いざそういったときに情報を提供するような仕

組みもぜひ今後考えていただけると、地域のバ

ランスとか人材を情報提供できる、そういうふ

うになると思いますので、期待したいと思いま

す。平成17年に人工透析の患者が２日間どこに

行っていいかわからずに困ったというケースも

あったものですから、ぜひ実際のマニュアルの

中では、そういう情報提供をしていただければ

ありがたいと思っております。よろしくお願い

いたします。

がん対策関連でありましたらお○右松委員長

願いします。

私の経験からしても、がんの先進○井本委員

医療と、はっきり言って宮崎県ぐらいの医療と

は随分差があるという感じがするんだね。どう

したら、ああいう先進的ながんの治療が宮崎あ

たりでできるのかな、何か方法はないもんかな

なんて思うんだけれど 例えば 宮崎県だけじゃ。 、

なくて、宮崎県と鹿児島県と組んでやるとか、

あるいは熊本県と組んでやるとか、そういうよ

うなちょっと発想を違えたようなやり方を考え

てもいいんじゃないのかなという気がするんだ

けれどね。そういうのは全く今度の計画・方針

の中にもちろん入ってないんだろうけれども、

どうなんだろうかね。

がんの医療提供体制につ○矢野健康増進課長

いてなんですが、標準的な治療、ガイドライン

ですね。学会などが定めるガイドラインに従っ

─た医療をきちんと提供していくというのが

まずその均てん化という考え方になりますが、

それを進めていく必要があるということがござ

いまして、それにつきましては、４つのがん医

療圏ごとに、拠点病院がきちんとその医療圏ご

、 、とに研修会などを実施して 地域と連携を図る

地域の人材育成を進めていくということをやっ

ていく。これによって底上げといいますか、最

新の医療がちゃんと提供できるような体制をつ

、 。くっていくと こういう設計になっております

最新の医療、最先端の医療ですね。例えば、ま

れな小児のがんでありますとか、そういった宮

崎県だけではなかなか提供できない医療という

のもあるかと思います。そういったところにつ

きましては、都道府県拠点病院というのが宮崎

大学医学部附属病院になっておりますが、そう

いった県に１つ指定されているこの病院が、全

国ときちんとネットワークをつくっていくとい

う考え方になっております。そういった取り組

みですね。県外ともしっかりとつながって、最

新の最先端の医療をつくっていくと、こういっ

た考え方となっておりまして、この取り組みは

しっかりと進めていくということになるのかな

というふうに思います。

確かに最先端の医療につながると○井本委員

いうのが、そこから一本つながっていく、くも

の糸というんじゃないけれど、やっぱり命がか
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かっとるもんだから、やっぱりできるだけいい

ところにみんな行くわけよね。やっぱりいろい

ろ差があるなという、実際のところね。私はが

ん研有明に行ったんだけれども、やっぱりそれ

は全然違いましたね。手術室なんかは、もう向

こうが見えんぐらい何十もあって 一日に30も40、

も症例があるという。そこと１件、２件としか

やらんようなところと、それは、やっぱりエビ

デンスの量からして全然違うわね。だから、そ

の辺の情報を本当に的確に入れられれば一番い

いけれども、なかなかそれは次から次にいかん

のじゃないかと。私と一緒におった新潟の人な

んかは、直腸にできていて、３センチ以内やっ

たら人工肛門つけないといかんかもしれんとか

言うわけですよ。ところが、がん研有明だと、

肛門から１センチのところにできてる人も、人

工肛門をつけんで済んだわけですね。もう人工

肛門をつけるのとつけんのとでは、天と地の差

。 、 、です こっちにおったら もうはっきり言って

人工肛門をつけなくちゃしょうがない。ところ

が、がん研有明病院、肛門から１センチのとこ

ろにあっても、人工肛門をつけんで済んだと。

あの辺の差を見ても、やっぱりそれは最先端の

医療を誰でも受けたくなりますよね。そういう

のが本当に近くで手に入るというのだったらい

いがなという。まあ東京まで行けば、それはい

いんだろうけれど、みんながみんなというわけ

にはいかんじゃろうしね。ちなみに、私は何も

なかったんですけれど。

がん対策で、本当に宮崎県でもが○丸山委員

んで亡くなる方が１位ということで、非常に残

念ではあるんですが。最近、セカンドオピニオ

ンという言葉をよく聞くんですが、今回のがん

対策推進計画で、何かそういった概念とかいう

のが。がんが進行する前に検診を受けてほしい

のはもちろんそうなんですが、セカンドオピニ

オンみたいなことがあってもいいというふうな

理念があるのか、やっぱりそこまでまだ至って

いないというような形なのか、その辺を少しお

伺いできればなと思うんですが。

セカンドオピニオンとい○矢野健康増進課長

うことに関して、直接的に計画ではないんです

が、基本的には、拠点病院の役割として整理は

されています。そういった地域の病院からきち

んと相談を受けると。診断や治療に関して相談

を受けるという体制を拠点病院は整備するとい

うことになっておりますので、これまでもやっ

ていただいていると思いますし、今後もそこを

中心となってやっていくということかなという

ふうに思います。

拠点病院でしっかりと検査なり、○丸山委員

もう一回改めてできるような形が、この地域連

携クリティカルパスの充実ということなのかな

と思っていいのか。しかしながら、ずっと宮崎

でがんによる死亡率が一番というのは、ちょっ

とこれはもう食生活を含め、いろんなことがか

らみ合って。検査をして死亡率を低く、またが

んは長くつき合う病気であることが書かれてい

る割には、やっぱり一番だというのは何か不思

議だなと思っているもんですから。その辺をも

うちょっと治る病気といいますか、長くつき合

う病気でもあって、がんはかかっても決して怖

くないんだよというぐらいになってもいいので

はないかと思っているもんですから。それの拠

点病院も含めてセカンドオピニオンをしっかり

充実してもいいんじゃないかなという気がする

もんですから、拠点病院の強化といいますか、

取り組みをしっかりやっていただかないと。こ

の資料11の（３）にあるクリティカルパスによ

る件数というのが、かなり少ないというのは、
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やっぱり何らかの要因があるのか。そういう人

がいないからなのか、うまく連携ができていな

いからなのか、どういうことで今現在が少ない

と理解すればいいのかを教えていただくとあり

がたいと思います。

このクリティカルパスが○矢野健康増進課長

進んでいないところについてなんですが。今一

番よく聞きますのは、医師のほうは、なかなか

活用するのが大変というところ。現場で、例え

ば、拠点病院で治療した患者さんを地域に返す

ときに、クリティカルパスを使うという考え方

があるんですが、それをなかなか使うのが大変

なんだということで、理解が得られていない面

もあります。そういったところについては、ク

リティカルパスは、平成23年に宮崎県の大学病

院のほうでつくって、今普及してきたところな

んですが、そういった意見もあることを踏まえ

まして、より現場で使いやすいような様式に見

直していくでありますとか、そういったことを

進めていくことによって、活用がさらに進んで

いくのではないかと。

あと、実は、診療報酬の算定もできるように

なるというのもありますので、おそらく病院の

ほうは理解されているとは思うんですが、そう

いったメリットもあるという、経営的なメリッ

トもあるということもきちんと周知をして、推

進していけたらいいのかなと思っております。

済みません。医療費○成合国民健康保険課長

適正化計画のところの西村委員のメタボに関す

る御質問のところで、一点訂正をお願いしたい

と思います。

平成20年の現状値のところで、私は14％と申

し上げましたけれど、これは第２期計画の、前

。の定義によるメタボ該当者の割合でありました

目標としております第３期の新しい定義により

ます特定健康保健指導の対象者ということです

ので、こちらの現状値で申し上げると、平成20

年度は20％でございます。

目標につきましては、この20％を基準に、そ

の割合を35年度までに25％減少をさせるという

ことでして、これを割合に置きかえますと、20

％から15％を目指すということになります。ち

なみに27年度の現状で、減少率が15.1になって

おりますけれども、これを割合に置きかえます

と約17％ほどですので、20％から17％になり、

あと２％ほど減らすということが目標になりま

す。よろしくお願いします。

先ほど日髙委員から御質○矢野健康増進課長

問のありました歯科の部分につきまして、数値

を述べさせていただきたいんですが。歯科保健

計画の資料14のほうをごらんください。61ペー

ジにございますが、61ページの中ほどに要介護

度４、５の方のうち、約７割の方には歯科治療

が必要と言われていますと、こういう記述がご

ざいます。要介護度４、５のかなり要介護度が

高い方の７割ぐらいが歯科治療が必要と言われ

ておりまして。こういった方にどういった、ど

れぐらいの在宅歯科医療を提供できるかについ

ては、ちょっとわからないんですが、67ページ

の一番下のところ、ストラクチャー指標として

在宅歯科診療を行っている歯科医療機関の割合

をふやすという項目がございますが 現状で27.7、

％というふうになっております 歯科診療を行っ。

ている歯科医療機関というのは27.7％となって

おりまして、こういったところがさらに在宅歯

科医療を提供できるように、今、県のほうから

機器の整備など、そういった補助金も出してお

りますので、こういった形を通じて支援するこ

とで、ふやしていきたいということになってお

ります。よろしくお願いいたします。

平成29年12月７日(木)
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それでは、その他、何かありま○右松委員長

すでしょうか。

先ほど言いましたとおり、今後２○丸山委員

月の定例県議会に上程するまでには 各パブリッ、

クコメントまた協議会等でいろんな意見が出さ

れてくると思いますので、それがわかりやすい

形で、全ての10の計画をそれぞれ説明していた

だくようにしていただければ。我々も今協議し

たことを踏まえて、また次の２月でしっかり審

議ができると思っています。その辺をまとめて

いただくようにお願いしたいと思っております

が、委員長のほうで諮ってお願いします。

そうですね。計画に関する声を○右松委員長

一覧表という形で。パブリックコメントと、そ

れから協議会の内容についてまとめていただけ

ますでしょうか。よろしいでしょうか。

今回御説明いたしました○小田福祉保健課長

計画につきまして、今後パブリックコメント、

、 、それから協議会 審議会と進んでいきますので

そこで出てきた意見と それからその対応といっ、

たことは、一覧になるような形で資料化をして

いきたいというふうに思っております。

よろしくお願いします。○丸山委員

私も党に帰って、みんなに説明し○井本委員

ないといかんわけよ。そうすると、やっぱりど

こが変わってどうなったのかというのを言わん

と、彼らもこれを全部もう一回読めというわけ

にはいかんでしょう。我々もこれをある程度わ

かっとらんといかんもんだから、そういう説明

しやすいようなものを欲しいわけですな。お願

いします。

その他、ほかにありますでしょ○右松委員長

うか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、請願の審査に移りま○右松委員長

す。

請願第22号「子どもの医療費助成制度の拡充

を求める請願」について、執行部からの説明が

ありますでしょうか。

特に説明はございませ○髙畑こども政策課長

ん。

それでは、委員から質疑はあり○右松委員長

ますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって福祉保○右松委員長

健部を終了いたします。

執行部の皆様、長時間にわたりましてお疲れ

様でした。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午後４時30分休憩

午後４時33分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

採決についてですが、委員会日程の最終日に

行うことになっておりますので、あす８日に行

いたいと思います。

再開時刻は13時といたしたいのですが、よろ

しいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○右松委員長

します。

その他、何かありますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって本日の○右松委員長

委員会を終わります。

午後４時34分散会

平成29年12月７日(木)
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午後０時57分再開

出席委員（７人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 井 本 英 雄

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 日 髙 陽 一

委 員 西 村 賢

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

政策調査課主査 甲 斐 健 一

委員会を再開いたします。○右松委員長

、 、 、まず 議案の採決を行いますが 採決の前に

各議案につきまして、賛否も含め御意見があれ

ばお願いします。特に御意見ないでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、特にないようですの○右松委員長

で、議案の採決を行います。採決につきまして

は、議案ごとがよろしいでしょうか、一括がよ

ろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決いたし○右松委員長

ます。

議案第１号、第３号、第４号並びに第13号か

ら第15号につきましては、原案のとおり可決す

ることに御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○右松委員長 御異議なしと認めます よって

議案第１号、第３号、第４号並びに第13号から

第15号につきましては、原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

請願第22号「子どもの医療費助成制度の拡充

を求める請願」についてでありますが、この請

願の取り扱いも含め御意見があればお願いいた

します。

継続でお願いしたいと思います。○丸山委員

採決でお願いします。○田口副委員長

それでは、お諮りいたします。○右松委員長

請願第22号を継続審査とすることに賛成の方の

挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

挙手多数。よって、請願第22号○右松委員長

は継続審査とすることに決定いたしました。

、 。次に 委員長報告骨子案についてであります

委員長報告の項目及び内容につきまして、御意

見をお願いします。

暫時休憩します。

午後０時59分休憩

午後１時２分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

委員長報告につきましては、皆さんの御意見

を参考にしながら、正副委員長に御一任いただ

くことで御異議ありませんでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

ありがとうございます。それで○右松委員長

は、そのようにいたします。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りしま

す。福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関

する調査につきましては、閉会中の継続調査と

いたしたいと思いますが、御異議ありませんで

平成29年12月８日(金)
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しょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○右松委員長 御異議ありませんので この旨

議長に申し出ることとします。

暫時休憩します。

午後１時３分休憩

午後１時６分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

１月25日の閉会中の委員会につきましては、

皆様の休憩中の協議を踏まえて、正副委員長に

一任をいただくことで御異議ございませんで

しょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○右松委員長

す。

その他、何かありますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で委員会を終了○右松委員長

します。

午後１時７分閉会


